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　 本 書 は 、 「産業別 情報拠点 の育成 に関 す る調査 研 究 」 の一 環 で あ る情 報 ネ ッ ト

ワ ーク の基 本 構 想 を ま とめ るた め に11の 産業 団 体 を 中心 と した 産 業 情報 ネ ッ

トワー ク構 想 を事 例 と して と りま とめ た もの で あ る。

　 本 資 料 は 、 と くに 発展 性 の あ る情 報 ネ ッ トワ ーク を構 想 す る こ と と して 個 人

的 見地 か らの と りま とめ を依 頼 した もの で あ る。

　 な お、 と りま とめ にあ た っては 、 各 産 業 団 体 並 び に関係 各 位 にご協 力 い ただ

い た こ とを'感謝 す る 次第 で す。
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1.　 鉄 鋼 業 に お け る 情 報 ネッ トワー ク構想

'

〆

∂

1.1　 業 界 活動 と情 報 流 通

　 我が国鉄鋼業は　戦後日本経済の高度成長期を背景に急成長を遂げ、 建設産業の「コメ」として、

安価で高品質の鉄 を造船、機械、電気、自動車等の鉄鋼需要産業へ提供 している。

　 昭和48年 には、1億1,932万 トンと史上最高の粗鋼生産を記録 したが、第1次 オイルシ ョッ

ク後の世界経済の長期低迷により量的拡大に終止符を打つに至っている。

　 我が国鉄鋼業の成長 とともに、業界をとりまく環境 も複雑、多様化 し、その影響力も国際的にな

　り、一つ一つの対応に的確さが求められるようになった。

　 国際的には、原料炭 ・鉄鋼石 ・石油等資源エネルギーの価格高騰、韓国 ・台湾等中進製鉄国の台

頭、円高問題、更には日米 ・日欧および欧米鉄鋼貿易紛争に代表される国際的鉄鋼貿易摩擦の発生

等幅広い問題を抱えている。

　 また国内的には、資源エネルギー価格高騰によるコス トアップ要因の操業方法の工夫等 による吸

収、産業構造変化による鉄鋼需要構造の変化への対応、公害規制等の環境問題等、解決を迫られて

いる問題は山積している。

　 鉄鋼業界は、 このような環境のもとで、海外製鉄資源の安定確保、輸出市場の開拓 ・確保、技術

革新によるコス トダウン達成による国際競争力の維持確保等国内外の諸問題に対 して、迅速 ・的確

に対処する必要に迫られている。

　 我が国鉄鋼業の国際的影響力の大きさを前提 とすれば、世界経済および国民経済という広い視野

で企業または業界の政策 ・意思決定 を行 うことが必要 となってきている。

　 企業 として、あるいは業界としての政策 ・意思決定を充分に且つ円滑に行 うためには、課題の分

析、必要情報の入手 ・整備 ・利用解析等の情報処理機能の強化が求められる。

　 更に、前述のような幅広い課題に対応するためには、業界が必要とする情報は、国内のみならず、

海外の情報にまで及び、その収集が大きな問題になってくる。　　　　　　　　　　　　　　 .

　 必要 とする情報が、政策 ・意思決定者にタイムリーに提供される体制が必要となる。その場合、

　1企業がgあ るいは1業 界が必要 とするあらゆる種類の情報 を収集 ・整備することは不可能であり、

関連業界が情報を提供 しあう体制が どうしても必要 となる。

1.2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 鉄鋼業界では、情報 ネ ッ トワーク を前提 とした 「鉄鋼情報 システム(Steel　 Information-

　Systam=SIS)」 を開発運用 している。

　 鉄鋼情報 システムは、 「会員会社および事務局 で検討実施され る種 々の分野での調査 ・研究活動

に用 い られ るプランニング情報 を的確 に入手 ・処理 ・蓄積 す る。更に、業界全体の情報処理 の省 力
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化、 コス ト削減、 情報利用の高度化 を図 る ことにより、質の高い調査 ・研究活動 を的確 に実施す る

基 盤 を確立す る」ことを目的 と して設計 開発 されたシステムである。(詳 細 については、 昭和53

年 度 「産業 別情報拠点育成マスタープラン基 礎調査報告書 」=(財)日 本情報処理 開発協 会 を参照

されたい。)

1.2.1　 業 界内ネ ットワー ク

　 素材提供産業 と しての鉄 鋼業界の政策課題 に応え る情報 としてニーズの高い ものは、国 内的 には、

日本経 済の動向、多岐 にわた る鉄鋼 需要産業 の動向、更 に海外 の問題 としては、世界各国 の経済 状

況 、世界鉄鋼貿易の動向な ど広範囲 にわた ってい る。

　 企業活動 上、 これ らの企業外情報 の入手 ・利用 では不可欠の ことであるが、必要 とする企業外情

報 を各 々の企業が入手整備 することは、実際 上困難で ある し、業界全体で見れば、そ こには重複投

資 も起 り、 コス トも膨大 な もの となる。

　 そ こで、 「鉄鋼情報 システム 」では、会員会社各社が共通的 に利用する企業外情報 の うち基礎的

部 分(業 界 自主統計、官公 庁統計、各国鉄鋼 貿易統計等)を 、各企業 が別個に入手整備す るのでは

な く、一括入手整備 してい る。

　 更に、 「鉄鋼情報 システム 」で入 手整備 している情報 を各企業 の必要 に応 じて提供 している。

(図1-1)

　 鉄 鋼情報 システムが会員各社 に情報 を提供 している形態は次の3つ がある。

　 ①　 磁気テープによる提供

　　 鉄鋼情報システ ムと して入手整備 して いる情報 を会員各社の要望 に応 じて磁気 テープにコ ピー

　 して提供。

　 ②　 プ リン トア ウ トによ る提供

　　 鉄鋼情報 システ ムが整備 した プログラム群 により、当連盟 のコン ピュータで会員各 社の要望に

　 ょ リプリン トアウ トして提供す る。

　 ③　 委員 会に対 するプ リン トア ウ ト

.　 政策課題 を検討す る各種委員会に対 して当該問題検討 のための基礎資料 をプ リン トアウ トして

　 提供する。

　 更 に、 自主統計 のうち 「鉄鋼用途別受注統計 」は、昭和52年 か ら磁気テープによる各社か らの

統計報告 を実施 しており、 鉄鋼 情報 システ ムの目的の1つ である「業界全体 と して情報処理の要員、

機 材、 コス トの節約 」を実現 する手段 と して会員各社 と事務局 との間の効率的な情報 の流通は、今

後大いに研究される分野 であるといえる。

」

1.22　 政 府 ・産業間のネ ッ トワー ク

鉄鋼業界は、素材提供産業で あるため、マクロ経済指標 は もちろん、多 くの鉄鋼需要産業の動 向

には多大の関心 を払 ってい る。
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ネ ッ トワ ー ク に よ り

SISi統 計集計システム

　　(鉄 連統計)

磁気テープ入手

』

　　　 入力デ ータ準備

(コ ーディング ・パンチな ど)

' 統計 データ

(鉄 連)

統計デ ータ

(外 部)

統計 データ

(外部)

'

■

'

・各統計か らのつ ぎ足 し用デ ータ作成

o基 本フ ァイルへの変換

　　 SIS

時 系 列統計

アータベース

(基 本ファイル)

一
維持管理 プ ログラム

oデ ー タ ・チ ェ ッ ク

・データ修正

o索 引更新

o必 要系列 の抜 き出 し

oサ ービス用テ ープのコピー

。累計化(四 半期、年計、年度)

・増減率(前 月比、前年同月比)

。グラフ化

。指数化

。その他

図1-1　 S.,　ISの 会 員各社 への情報提供
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　 当連盟事務局が 日常 の調査研究活動に利用 してい る官公庁統計 は、通産省、経済企画庁等の経済

官庁デ ータを中心 と して非 常に多岐 にわた ってお り、官公庁デ ータに対するニーズは非常 に高い。

　 しか し当連盟 事務局 でのデータ利用の現状 を見 ると、そ の大部分 は公表 された印刷物か ら転 記 ●

組み替 えを した利用 に止 ま ってお り、磁気テープでデ ータを入手 し、 コンピュータ を活用 しての利

用 は次の統計 にす ぎない。

　①　大蔵省　「貿易統計月表 」(購 入)

　②　通産省　「鉄工業関連各種指数 」(購 入)

　政府官公庁統計を民間に磁気テープで公表する場合の問題には次のようなものが考えられる。

　 o　 公表情報の種類及び優先順

　 。　公表情報の範囲(デ ータ範囲、過年度データ等)

　 ・　 公表の窓口

　 o　公表の対価　等々

　情報 を公表する官公庁の側にも検討すべき事項はあろ うが、全てが同時に磁気テープ公表される

必要はな く、出来る情報か ら、順次磁気テープ公表が実施されることが望ましい。

　例えば、米国では政府保有デ ータは、国民共有のデータという前提に立って、プライバシーに触

れる部分を除いて、磁気テープ収録データを公表 している事実が ある。

も

、

1.2.5　 産業間ネ ッ トワー ク

　 鉄鋼情報 システムは、情報のネ ットワーク を前提 として構築 されたシステムになってい る。

　その第1の 理 由は、当該産業 の情報 を他産業の人間が的確 に捕捉 し、 インプッ トし、時間経過 を

追 ってその情報 をメインテ ナンスす ることは不可能で あり、それ を的確 に実行で きるのは唯一そ の

当該産業 の人 間だけ であることによる。

　従 って、鉄鋼情報 システ ムが 自ら扱 っている情報 は、鉄鋼業 に直接関連す る情報 の整備 に最重点

が置れている。

　勿論、鉄鋼業 を分析 する為に必要 な情報 につい ては、印刷物 か らインプ ッ トしているもの もある

が、情報 をチ ェックす る能力 に欠 けることもあって、業界 自身の情報 に比 して、精度、連続性の確

保、タイム リー性等万全 を期 し難 いのが現状 である。

　そ こで、鉄鋼情報 システ ムの立場か ら期待す ることは、1つ で も多 くの産業団体が、当該産業 界

の情報拠点 と しての立場 を確 立 し、情報交換 ネ ッ トワークを成立 させ ることである。

　現状 でも、印刷物ベ ース での情報交換 は、それ を必要 としている産業界同志で実施 されている訳

であるが、デ ータの利用度、正確度、迅速性、双方の省力化 といった視 点から1歩 進んで コン ビ

一夕 ・リーダブルな媒体での情報 の交換 が望 ま しい
。

　その際 に、重要なこ とは、相互 に提供で きる情報 の範 囲 ・方法 で、無理 な く情報 の交換 を進 める

べきであり、使用条件等 も明確な形 に してお く必要が あると考 える。

、

も
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'

1.24　 　 海外情報 ネ ットワー ク

　 我 が国鉄鋼業 は、生産量 の約3割 を世界各国 に輸 出 してお り、各国の鉄鋼業界 を始め として、各

国経済 に与える影響力は少な くない。

　 最近では、世界的 な景気後退 の中で、 日米、 日欧、欧米 の鉄鋼貿易摩擦が顕在化 してお り、更 に、

韓 国、台湾等 の中進製鉄国 の拾頭問題 もあり、我が国だけの事情 で業界 が政策決定す ることは不 可

能 になってきている。

　 この ような現状 の中で、求め られ るものの一つは、海外 の正確 で、迅速性 の ある情報 である。

　 鉄鋼情報システ ムでは、従来 か ら、各国鉄鋼連盟(各 国の鉄鋼業界の団体 で、 当連盟 と同様の業

者団体)と 友好関係 を保 ってい たが、 西独鉄鋼連盟 と鉄鋼貿易の磁気テープによる情報交換(1978

年 デ ータより開始)を 実施 してい る。 この情報交換の内容は、 日 ・独両鉄鋼連盟が、 合意 した品 目

に限 っており、 また磁気テープ の内容 も、交換 のために新たな作業 を伴 わない範囲 となっている。

　鉄鋼情報 システ ムが現在磁気テ ープで入手利用 してい る海外統計は、図1-2の 通 りで ある。

　 本年度か ら購入 を開始 した、 国連貿易統計は、鉄鋼輸入国、中進製鉄国 を中心 としており、従来

か らデータ整備 を行 っていた先進10カ 国 のデータと併せてマク ロな鉄鋼 貿易フ占一の分析 を行 う

ことに してい る。

■

アメ リカ貿 易統計

フフンス

イギ リス

貿易統計

　　　 !1
　 　 !-
　 〆

西 ドイツ

鉄鋼連盟

(交換)

　　貿易統計

国際通貨基金

　 (IMF)

(購 入)

　 InternatiOnal

　 Financial

　 　 Statistics

(交 換)

　〈交渉中〉

各国貿易統計(25カ 国)

'

イギリス鉄鋼統計局

図1-2　 　海外統計入手の現状
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1.5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 情報 ネ ッ トワーク を形成す るに あた って、情報は、 コン ピュータ ・リーダ ブル なものでなければな

らないが、各情報拠点が コンピュータ を保有 しなければ ならないかとい うと必ず しもそ うではない。

　 コンピュータを保有す ることになれば、 コンピュータを稼動 させ シス テムを維持 させるための専門

要員が必要 とな り、各拠点 がそれ らの要員 を抱 えることになるが、 それは現実的 ではない。

　ハ ー ドウ ェアを独 自に保有 出来 る拠点は、保有すればよいが、 そ うでない拠点は、 ソフ トウェアだ

け を保有 し・ハー ドウェアは、 他機関あ るいは民間の情報処 理産業を利用す ることでも十分情報拠点

としての役割は果 たせ るもの と考 える。

も

、

1.4　 情 報 ネ ッ トワー ク に お け る期 待 と効果

　磁気媒体での情報入手が実現 した場合の効果について、(社)日 本鉄鋼連盟での実例で言えば次の

よ う で あ っ た 。

　 (社)日 本鉄鋼連盟 では、各 国の鉄鋼貿易 を分析するために先進鉄鋼 国10カ 国(日 、米、西独、

英、仏、伊.オ ース トリア、 ス ウェーデ ン、ベルギー/ル クセンブルグ、 オランダ)の 鉄鋼貿易 デー

タをインプ・ トし、計2回 その分析結果 を公表 してい る。

　 これ らの国の うち、1978年 に 西独鉄鋼連盟 との間 に磁気テープ によるデ ータ交換 が実現 し、印刷

物 か らのインプッ ト方式 か ら磁気テ ープ方式 に切 り換 えたが、その新旧方式 を比較 したのが図1-3

で ある。

印　刷　物

入　　　手 函 ドイツ

鉄鋼連盟

　 コー ドづけ

不要デ ータ削除

(事 前作業)

(交 換)

デ ー タパ ンチ 費 用 ・ 18万 円/1回 無　料

印刷物入手から

データ確定まで
10日 即　口

吟

図1-3　 公 表印刷物か らインプ ッ トする場合 と磁気

　　　　テ ープ'で入手する場 合の比較
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　 第1の 効果 は、 データ を極めて早期 に利用可能 となった ことである。

　 第2の 効果 は、デ ータ をNO　 CHECKで 信頼 して利用 できることで ある。

　 この効果 ば非常 に大 きい と言 える。他者が作成発表 したデ ータをインプ ッ トすることは、万全の

CHECKを したつ もりで も必ず とい ってよい程 ミスがあるものである
。

　第3の 効果 は、利用する情報のボ リュームが多ければ多い程、必要度が高ければ高 い程 、顕著 に

表 われ る もの と思 われる。

ψ

1.5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問 題 点

　情報ネットワークが、精度の高い情報を各拠点間で有効に流通 し合うためには、様々なレベルでの

問題点が ある。

　 1.5.1　 マ ネジメン ト上の問題点

　 最 も重要 な問題 は、受け入れた情報 の機密 をどのよ うに して保つかとい うことに ある。

　 即 ち、ルーズな管理体制 の下で秘扱 い情報 が漏 出 した り、また逆 にこれを恐れて、全 体 に実体のと

もなわない管理体制 が とられたり、一 環 した管理 が行 われない事 が応々に して生 じ易 い。

　 これらの問題 は、 当該 組織 の内部管理 体制の確立 によって、解決 し、情報拠点 としての中立性 と信

頼度 を高め ることが重要 である。

　 (社)日 本鉄鋼連盟では、情報の磁気テープによる公表および公表の範囲等の決定権は、情報の主

管部署 にあることを明記 した 「情報利 用管理 に関す る基本原則 」を定め運用 してい る。(表1-1参 照)

表1-1　 情報利用管理に関する基本原則

'

■　日本鉄鋼連盟の各委員会が業務の必要から事務局においてコンピュータ処理をしている情報

の利用 については、当該委員会でその取扱いを決定 し、委員会が定めた範囲で利用できる。

　　　　　　　　　　　　(情 報の主管は当該委員会)

2.日 本鉄鋼連盟の事務局業務の必要か ら事務局においてコンピュータ処理をしている情報の利用

　については、当該情報主管部でそρ取扱いを決定 し、主管部が定めた範囲で利用できる。

　　　　　　　　　　　　(情報 の主管は当該情報主管部)　 　　　　　　　　　　　　　 .

3.SISデ ータバンクに収録されている情報の利用者は、原則として業界内(日 本鉄鋼連盟会

員会社、鉄鋼関連団体および会員会社以外の当該統計報告会社)お よびネットワーク先とする。

ただし、利用者の範囲が限定される場合はSISに おける各情報ごとに利用者の範囲を明示す

　る。

　　　　　　　　　　　　(情 報の主管は情報システム部)
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　前記1.2.お よび3,の い ずれ の情報利用 につ いて も提供を受けた情報の全部 もしくは1部 を、

第3者 に提供 してはな らない こととする。

　外部から契約により入手 している情報等については、情報源保護のため契約に定められた制

限を優先させるものとする。

　前記1.2.お よび3.に つ いて対象情報の範囲、担当部門k・よびそ の責任者、受渡 しの時期 とタ

イ ミング等の必要事項 は利用者 と日本鉄鋼連盟 との双方 で確認 し文書 を取交す ことと し、また

日本鉄鋼連盟の コン ピュータ の運用 に関する費用は、情報 処理委員会の定 めによ り利 用者が負

担す ることとす る。

`

　次いで重要なことは、情報の流通に際して関係者が、磁気媒体での情報流通の重大性に関心を寄せ、

情報提供の範囲、条件等 を明確にすることである。

　 (社)日 本鉄鋼連盟が受入れている磁気テープによる情報(購 入 と交換 を問わず)の 場合、第3者

への情報流出はしないような契約になっているが、情報拠点としての産業団体が契約の主体となった

場合会員企業がその第3者 にあたるか否か非常に重要なことであり、注意 を要する点である。

　 1.52　 技 術上の 問題点

　磁気テ ープ等 の磁気媒 体で情報が流通す るオフ ライ ンの場合 には、技術 上の問題はない と言 えよう。

フ ァイル ・フォ ーマ ッ トが各拠点 で異 なってい ようと も受け入れの障害 になる程 の問 題 ではない。

　 1.5.5　 公共的データの利用

　鉄鋼業は、素材提供産業 としての性格か ら、必要 としている情報は幅広く、資源 ・エネルギー情報

か ら、鉄の需要産業 としての造船、自動車、産業機械、電機等に及んでいる。

　 このように、幅の広い分野に亘っての情報 を企業あるいは業界団体が的確に収集 ・整備するには自

ず と限界が ある。

　指定統計、承認統計等で収集 した膨大な量の情報保有者である政府が、それらの情報 を磁気媒体で

民間に提供できることになれば、民間が、政府データの収集に注入 している力を削減でき大いに助か

るので、提供体制の確立が望まれる。
◆
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2.プ ラ ン ト輸 出 産業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構想

`

δ

21　 業 界 活 動 と情 報 流 通

　 プ ラン トは、機械設備のハー ド部 門 をベ ース とし、・これ に技術、ノウハ ウのソフ ト部門 を加えた知

識集約型、技術集約型 のシステム商品 で ある。従って プラン ト輸 出は、機械 システ ムの輸 出とい うこ

とになる。

　 このため、 プラン ト輸 出に関連す る産業 もプロジェク トの調査、企画 を担当す るコンサルテ ィング

企業・機械装置 を設計す るエンジニア リング企業、機械設備 を製作する機器 メーカ、土木及び構築物

の施工 を担 当する土木建設業者、オル ガナイザ ー役 の総合商社等、多 くの異業種か ら成 っている。換

言 すれば、 プ ラン ト輸 出産業 は、一連 の知識集約型産業群、情報集約型産業群 の上 に成 り立 ってい る

と言 えよ う。

　 ちなみ に、 プラン ト輸 出にかかわ る情報 としては、輸出相手国の需要動向(プ ロジ三ク ト情報)、

競合国企業の受注動 向(競 合企業関連情報)、 資機材 の調達 ルー ト及びその価格(現 地、及び第3国

調達 可能 品情報)は もとより、相手国の政治制度、経済 ・社会体制、貿易為替管理制度、 金融制度、

税制、商法、労働法 の諸制度、関連 諸規定、 さ らには風俗習慣等 に至 るまでの幅広い情報が必要 とさ

れている。

　以上 のように関連情報 は、一般的な ものか ら専 門的 な ものまで広範 にわたってい るが、 これ らの情

報は商社、銀行、 エンジニア リング企業等 の民間企業、日本貿易振興会、アジア経 済研究所、 日本輸出

入銀行等 の政府機関、 日本機械輸出組合等の プラン ト輸出関連 団体等 によ り収集、整備されている。

　 しか しなが ら、世界情勢が多様化 し、複雑化 してい るだけに情報基盤の拡 充、強化 が一層必要 とさ

れている。 とりわけ、プ ラン ト輸 出産業 に関連す る政府関係機 関、業界団体では、関連情報 を個 々独

自に収集提供 してお り、 同様の情報が重 複 してい る場合 もあって、非効率的 な運営がなされている。

今後は各団体 の情報収集、加工機能 を生 か し、分業 体制 を強化する とともに、当組 合 と して も、 プ ラ

ン ト輸 出振興 の中心的な役割 を果す立場 から、各団体 との連携 を強化 し、情報 を一元的 に収集 して国

内、輸入相手国、競 合国 に関する情報の フ ァイリングを行い、統一的な情報 提供体制 を整 える必要が

ある。

◆

2.2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 プラン ト輸出 が鉄鋼、 自動車、電子機器 と並ぶ輸出主力商 品となるに至 り、 プラン ト産業関連 団体

の組織 も拡 大、強化されてきており、情報収 集活動 も活発 にな ってきてい る。 この中 にあって、 日本

機 械 輸 出組 合 は機器 メーカ、 コンサルテ ィング ・エンジニア リング企 業、商社 をメンバ ーと し、 プ

ラン ト業界 のほぼ全体 を包 含 している ことか ら、関連 する業界団体、経済団体 も多 く、官公庁、政府

機関 との接触 も深 く、情報 の収 集面 では、量的に も質的に もプラン ト業界団体の中では抜 きん 出てい
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ると言 えよう。

　 他方、 プラン トの1件 当 りの金額 が大 きく、 リスク も大きいことか らプラン ト輸出の振興 には、政

府の経済協 力の推進、 輸出保険、輸 出金融等の制度面の改善策や優遇策が不可欠 であるため、 日本機

械 輸出組合はプラン ト業界 を代表 した立場 か らプラン ト輸出振興 のための政策提言や要望 を行 ってい

る。

　 また、プ ラン ト ・プロジェク トの大型化、複雑化 に伴 い、我が国 と欧米諸国 との間 に第3国 市場 に

おける産業協 力、 いわゆる国際コンソーシャム を形成する気運が高ま って きてい るが、 日本機械輸 出

組合 では、欧州機械産業界 との国際 コンソーシャムを推進すぺ く、その窓口である欧 州各国業界 団体

との交流事業 を推進 し、情報交換 に努 めている。

　以上のよ うに 日本機械 輸出組合は、 プラン ト輸 出関係業界 の総意 をふまえて、 プ ラン ト輸出産業全

体 の問題、す なわち輸 出環境整備、産業 ・貿 易 ・政策 ・リスク対策等 の政府 に対す る要望、政府 のプ

ラン ト輸 出を中心 とした貿 易政策 を推進す るための協力 を行 うため、国 内外のプ ラン ト基礎デ ータを

網羅的 に収集 ・整備 し、各種政策 立案 の基礎資料 と して活用 でき得 る形 に分類、蓄積するとともに、

プラン ト輸出業界 の実 情 に即 した政府 の貿易政策 立案 に資す ることがで きるよう的確 な情報 を提供 し

てい く立場 にある。

'日本機械輸出組合 を中心 としたプ ラン ト輸出にかかわる情報 源の結合状況 及び情報 の種類別結合状

況 は図2-1及 び 図2-2の と おりである。

b

　 221　 業界内ネッ トワーク

　既述のごとくプラン ト輸出に関する情報は極めて広範にわたっており、日本機械輸出組合の情報拠

点 としての情報収集 ・提供体制は以下の通 りであるが、今後、情報の収集整備 を迅速化するためには、

データベースの量的、質的拡大をはかり、データベ ースによる情報交換 を推進する必要があろう。

(1)情 報収集体制

　①　プラント成約実績及びプラント引合、受注、敗退に関する情報については、会員企業からの実

績報告という形で情報収集 を行っている。②国内外経済産業動向、プラン ト輸出産業構造、経済 ・技

術協力及び海外投資の動向については、資料購入によりほぼ収集可能である。③プラン ト輸出に関連

する法規、金融 ・保険 ・税制等の諸制度に関する情報は、プラント業界の政策立案の場 として常に当

局 との接触をはかっており、委員会等の会議の場を通 じ、詳細情報 を入手することができる。④プラ

ン ト輸入国市場情報、先進競合国プラン ト輸出関連情報については、 日本機械輸出組合の海外事務所

(ベ ルギー、米国)の 情報収集や市場調査団ないし調査員の現地派遣による情報収集が中心となるが

特定テーマに関する情報については内外の専門調査機関を活用 し、収集活動 を行っている。

　プラン ト需要国の政治経済動向や先進競合国の輸出動向が我が国のプラント輸出企業の受注活動の

成否 と深いかかわり合いを持つようになっており、詳細な情報については、特定国及び特定問題にっ

いての多 くの情報 を蓄積 している海外の専門調査機関を活用する能力が今後問われてこよう。また、

これ らプラン ト関連情報については、JETROが 特 に多 くの海外事務所を通 じて広範な情報収集

も
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図2-1　 日本機械輸 出組合 を中心 とした プラ ン ト関連情 報源の結合状況
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図2-2　 日本機械輸出組合 を中心 としたプラン ト関連情報の種類別結合状況
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を行 っているが、 日本機会輸 出組合 では、資料 の購入又は交換 によって、情報 を入手 しており、 こ う

した関係団体 との情報交換 による情報収集 も重要 な収集 機能 の一 つ となってい る。

(2)情 報 提供体制

　 日本機械輸出組合の情報提供先 としては、① プ ラン ト輸出振興 策に携わる政府 及び政府 関係機関、

② エンジニア リング企業、機 器 メ ー カ、 商社 といった プラン ト輸出関連企業(会 員企業)、 ③銀行

土木建設企業、輸送 会社、④ プラン ト関連業界団体が ある。

　 また、 プ ラン ト輸出関連情報 及び特に必要 と思 われ る情報 については定期刊行物 と して、政府及び

政府関係金融機関、組 合員 に情報提供 を行 っている。調 査研究報告書類 に関 して も、不定期刊行物 と

して提供 している他、JETROで 作 成 す るプ ラ ント関連 調査報告書については 日本機械輸 出組合

のル ー トを通 じて関係組合 員に配付されている。 また、外部 の関連企業及び団体 については、一般公

開が可能な情 報 に限 りケースバ イケ ース で提供 を行 っている。

`

「

　 2.22　 政府 ・産業間ネッ トワーク

　プラン ト輸出は、政府の助成策や輸出施策が大きく影響するため、政府 ・業界の間に介在する業界

団体の役割は極めて重要である。日本機械輸出組合では、会員企業のニーズを絶えず把握 しこれをと

りまとめて業界の総意を代表 して要望等の形で実現方を政府 に働 きかけている。例えば、輸出金融、

保険、税制等の関連制度の改善、強化や経済協力、国際協調等の経済外交の推進を要望 してきている。

他方、政府としてもプラントの適切なる輸出振興をはかるためには、業界側の実情や動向 を掌握する

必要があることから日本機械輸出組合が会員等から収集 して、とりまとめた情報、資料 を有力データ

として活用 している。

　 なお、政府(通 産省)で はプラン トの輸出振興 をさらに総合的 に推進するため、去る昭和54年3

月にプラン ト輸出基本政策委員会(通 産省機械情報産業局長の諮問機関)を 設置 し、海外関連情報の

収集、整備体制確立等 を図 っている。

　同政策委員会は、プラント輸出に伴 うリスクが増大する傾向にあることから、海外情報のうちでも、

とりわけ、カン トリー ・リスク情報の収集体制の確立に力を入れているが、日本機械輸出組合では、

特定市場将来性分析調査委員会 を発足させて、このカン トリー・リスクの情報収集及び分析作業を担

当し、協力 している。

　 ちなみに同委員会の構成メンバーは以下の通 りである。

　　 (政 府及び政府機関)

　　　　通産省、JETRO、 日本輸出入銀行、海外経済協力基金

　　 (プ ラン ト関連業界団体)

　　　　 日本機械輸出組合、日本プラン ト協会　日本機械工業連合会、(社)日 本産業機械工業会、

　　　　 エンジニア リング振興協会

　　 (民 間企業)

　　　　総合商社(7社)、 機器メーカ(6社)、 エンジニアリング企業(4社)

ら
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　 2.2.5　 海 外情報ネ ッ トワー ク

　ブ ラン トの大型化 に伴 い国際 コンソーシャムの形成 により為替 リスクの回避、調 達機器の相互補完

に よる競 争力強化等 をはかるため、国際協調の体制の確立 が必要 となってきている。

　 こうした ことか ら日本機械輸 出組合 では、 国際 コンソーシャム形成 を推進す ることがプラン ト輸出

業界 のメ リッ トにな り、ひい ては貿易摩擦 を和 らげ るこ とができるとの考え方 に立 ち、欧州の機械業

界団体 との交流(情 報交換等)を 促進 している。すでにベルギーとは過去2回 、定期協議 を行 ってk・

り、 さらに、 オ ランダ、英国 とも本年度 内 に第1回 の定期 協議 を開催することと してい る。

　 ちなみ に、 日本機械 輸出組合 が交流 を推進 している欧州側の機械業 界団体は以下 の通 りで ある。

ベルギ ー

オ ランダ

英　　国

西　　 独

ス ベイン

フフンス

イ タリア

FABRIMETAL(ベ ル ギー機械 ・金属工業連合会)

FME(金 属製 品電機工業連合会)

EEF(機 械 工業経営者連盟)

VDMA(ド イ ツ機械工業会)　 　 　 　　 　　 　 　　 '

SERCOBE(ス ペ イン設備機械工業連合会)

GEIF(フ ランス ・プラン ト産業 グループ)

FIMTA(一 般機械工業連盟)

ENI(全 国 炭化水 素公社)

　 上記の欧州業界のほかにも日本機械輸出組合 としては、 メキシコ、 ブラジルの中進国 との業界 レベ

ル の交流や 中国技術総遣 口公 司との交流 も推進 してい るが、 こうした海外 の関係業界団体 との交流 を

通 じ、今後 はプロジェク トの引合、 カン トリー ・リスク等の情報交換 を推進 し、相互 に とって有効な

情報収集整備体制 を確立することを目指 してい る。

　さ らに、今後、海外 との情 報交換機能 を拡充す るためには、OECD、 　DAC等 の 国際機関、世 界

銀行等 の国際金融機関か らの情報収集 も活発 に行 う必要が あろ う。

■

2.3　 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　 日本機械輸出組合 では、統計類 の収集整備 を重 点事業 の1つ としているが、 すで に「機械 輸出通 関

統計 」にっい ても、昭和55年 度 よ り国連統計か らOECD統 計(磁 気テ ープ)に 切 り替 え、 日本情

報処理開発協会 の協力 を得てデータベ ース化する こととした。当該輸 入統計 は、世界機械 貿易の動 向

を把握するため、従来手作業 によ り作成 していた ものであるが、 コンピュータ処理 により統計 の作成

時期 も大幅 に短縮す ることができることとなった。

　 プラン ト関連 では、世界 のプ ラン ト輸 出市場におけ る我が国の位置 づけ、世界のプ ラン ト需要動向、

先進国 との競合状況等 を分析す るために、1969年 か ら作成 している「OECDプ ラン ト輸出統計」

を55年 度(1978年 版)か らコンピュータ処理 をす るこ ととし、上記輸入統計 と同様 に作成時 期 を

大幅 に早 めることが可能 となった。

　 なお、 当該輸 出統 計のデータベ ース化 に際 しては、従来 の 「プラン ト成約実績表」とと もに、その
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システ ム設計 を日本情報処理 開発協会 に委託 した ものである。

　また、 「プラン ト成約実績 表 」は、会員企業 か らの成約実績報告(毎 月)に もとづ 獣 手作業 で統

計資料 を作成 していた もので、我 が国 プラン ト輸出 の動向 をほぼ掌握 できる資料 として プラン ト関連

業界 に広 く利用されてい る。今回の システム設計では、当該実績報 告書 から、機種別、市場別、 資金

別輸出実績な ど数多 くの貴重 な資料 を導 き出す ことが可能 なことに鑑み、入力 フォーマ ッ トを改善 し、

さ らに各種各様 の詳細 なデ ータ を作成する ことと した ものである。

　 このプラン ト成約実績表 につい ては、 自主統計 の整備、拡充事業 の一 環 として55年 度購入が決定し

てい る小型 コン ビ=一 夕 を用 い、56年 度 にコン ビ=一 夕処理 を行 うべ く検討中である。

`

2.4　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る期 待 と 効 果

　情報 ネ ッ トワークの拡充 は、業界全体で考え てみれば、情報 の収 集作成 を一元化する ことによって、

情報 に対する重複的投資を防 ぎ、 重点投資や稀薄 な分野への投 資を可能 と し、情報の質 を向上 させ る

ことにな るため、情報 に対す る投資効果 を高め、 さ らに情報提供体制 を整備する ことに よって、 広 く

一般 に利用 して もらうことも可能 となる
。

　すなわ ち、各 ネ ッ トワーク毎 にみると次の ようなメ リットが考え られ る。

　①企業 側 としては、輸出戦略の立案 に必要な基礎情報 を業界 団体か ら入手する ことによって、 より

高度な分析 を可能 とし、従来、基礎デ ータの作成に要 した労働力、資本 を他分野 で効率的 に活用 でき

る。(業 界 内ネ ッ トワーク)

　 ②政府 としては、業界 の動 向、 プラン ト輸出の需要及び実態 に関す る基礎データを業界団体か ら入

手することによ って、 より高度な産業、貿易政策 を推進す ることがで きる。(政 府 ・産業間ネ ッ トワ

ーク)

　③業界 団体 に とっては、他業界 との情報交換 によ り、基 礎デ ータを有効 に活用 し、事務能率の向上、

省力化、 迅速化 に役立てる ことがで き、高度な業界 の施策 を実施 できる。(産 業間ネ ッ トワーク)

　 ④データ を磁気テ ープ化 することにより、先進主要国 とのデ ータベ ース による情報交換が可能 とな

り、産業 協力 を促進する ことができる。(海 外情報 ネ ッ トワーク)

,

2・5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る問 題 点

情報ネ ットワークによ り情報 に対す る重複的投 資を回避 し、情報の効率的 な活用 をはかる ことによ

り情報基 盤 を拡充、強化 するためには、次のよ うな ことが考 え られ る。

亀

◆

　 251　 マ ネジメン ト上の 問題点 ・

　情報管理 上の問題点 としては、次 の点に留意する必要が あろ う。

　①情報基盤 を拡充す るため には、業界 のニーズ を的確 に把握 してニ ーズに適応 した情報 を収集する

能力、 さ らに文字情報 につい てはキーワー ドの選択や抄録 を作 成す る加工能 力、データの保 守 とい っ

た管理能 力 を有す る専任者 の教育ない し養成が必要 で ある。
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　②会員企業からの情報に基づきデータを作成する場合には、一般的な情報と、企業機密に属する情

報を峻別 し、一部限定又は条件付 きであっても個別企業からの情報が入手できるよう情報拠点として

の中立性と信頼度を高める必要がある。

8

■

　 2.5.2　 技 術上の 問題点

　 広範 かつ大量 の情報 を収集、整備するだめには、 コ ンピュータ ・システ ムの導入に よ り情報の収集

能力、加工 ・処理能力、 さ らには蓄積能力 といった情報管理 能力 を高める必要が ある。 しか しなが ら、

コンピュータ ・シス テムの導入 に あたっては
、①情報機器や人材 をいかに経済的 に、或 いは効率的 に

活用するか・② システ ムを効率運用するためのデ ータバンクやデ ータファイルをいかに整備
、更 新す

るか、③アウ トプッ トされるデ ータ を情報ニーズ に合致させ、 しかも利用 しやすい形態 と していかに

作成、保存するかとい った点が問題 として提起されよ う。

■

　 2.5.5　 公共的デー タの利用

　 プ ラン ト輸出 に関 しては・一 般的な情報か ら専門的 な情報まで多 岐にわた ってい るが、 こう した情

報 を企業や業界団体が収集、整備するのは能力的にも経済的にも限界がある。

　 とりわけ、相手国政府、 あるいは国際機関 のデ ータは民間ベース では入手 困難なケース もあるので、

政府間 あるいは政府 一国際機関間の情報交換等 によ り今後 とも情報 の収集、 整備 をはか り、理想 を言

えば米国商務省の ようにで きるだけ多 くのデ ータあるいはデ ータベ ース をとり揃 え
、民間 に提供 でき

る体制 を確立す ることが望 まれ る。

　 英国では、貿易省傘下のBOTB(British　 Overseas　 Trade　 Board)が 在 外貿易事務所 か

ら引合い及び入札案 内・海外 の代理店紹介、海外大型 プロジェク ト情報な どの関連情報 を収集
、処理

し、 コン ビ=一 夕に内蔵 し、輸出情報サ ービス(EIS)を 窓 口と して国内輸 出業者 の情報 ニーズ に

応 えている例がみ られるが、我が国 でも在外公館の情報収集機能の拡充が望 まれる。

　 また、現在、 プラン ト統計 につい ては、 その範 囲や分類が共通 していない こともあって、全世界的

なプラン ト統 計 を作成する ことは極めて困難なのが実情で ある。 このため、 プラン ト輸 出統計が整備

されている我が国 としては・で きる限 り多 くの国がプラン トに関する統計や指標 を作成 できるよ う政

府 か ら相手国政府 に対 し働 きかけを行い、必要 に応 じて統計整備等 に協力することが望 まれる
。
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3.　 建 設 機 械 産 業 と 情 報

5.1 前 提

　 5.1.1　 '80年 代の建設機械産業の動向　　　　　　　　.

　・80年代における我が国の建設機械産業は、国内的には市場の成熟による飽和状態への対応 を迫ら

れ、一方外的には本格的な国際化時代の到来を迎えることになろう。.国内市場においてはほとんどの

機種が成熟段階に達 し、ほぼ飽和状態の市場 となる一方、新規需要の要因であり、建設機械需要の牽

引力でもあった公共投資の伸びの鈍化 によって、成熟した産業として代替需要 を中心とした市場 とな

るであろ う。 このように国内需要は停滞化にある一方建設機械産業に対する社会的ニーズとしての省

力化、環境保全、安全性、省資源、省エネルギー等 も固定化 し、これらに対応 したキメの細かい企業

戦略が要求される時代 となる。

　外的には既に建設機械産業は品質、性能、価格においては欧米先進国の水準に達 しており、建設機

械 の供給国 として世界的 なデ イス トリビューシ ョンの展開 を図 り、本格的な輸 出産業へ転化する時代

とな る。

　 新経済社会7カ 年計画C79年 ～'85年)に 基づく公的資本形成の伸びを前提とすると建設機械の

国内需要は'79年 度 一'85年 度の平均 伸率 は6.3%と な り、'76年 度 一一'79年 度 の伸び率29.0%に

達 し大幅な鈍 化 とな る。また、輸 出は従来の主要仕向先である中近東、東南 アジアの主要国 のG.D.P

ベ ースで試算 すると'79年 度 ～'80年 度 の平均伸び率 は10.4%C76年 度 ～'79年 度14.2%)と

な るが、今後市場 としての絶対規模が大 き く輸 出市場 としての伸びが大 き く期待 できるアメリカを中

心 とした先進国市場 の需要 の伸び を勘案す ると、従来 の伸び を上回 る水 準の伸びが見込 まれ る。

、

　 512　 情報管理の視点と課題

　以上'80年 代の建設機械産業における国内、海外の量的動向および市場の状況 を前提にすると、今

後の情報管理 の視点は、(1)内需 の喚起、(2)輸出 の拡大、(3)技術 開発 の3点 に集約 され、各々に対応 し

た情報の収集 と管理 、分析が重要な課題 となろ う。
喝

　(1)内 需の喚起

　我が国 の建 設機械産業は'70年 代 において、住宅建設、民間設備投資 を中心 とした'72年 度 一'73

年 度 の成長期k－よび公共投資 を背 景 とした'77年 度 ～'80年 度 の第2次 成長期 を迎え、短期間に急成

長 を遂げるに至 った。その結果、市場 においては急速な保有水準(資 本ス トック)の 上昇 をもた らす

ことにもな った。 このため国内市場 においては'80年 代 は財の需要 としては成熟段階 に達 する時代 と

み るこ とがで きる。一方建設機械は財の特性 と して他の投資財 と比 べ、稼動条件が著 しく厳 しく、製

品の ライフサイクルが短 いことか ら、'80年 代 の内需は代替需要 を中心 と して推移 しよう。またユ ー

■
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δ

ザ層 において も土木建築業者が 主体で あるものの都 市型土木工事 を反映 した管工事業、電気工事業、

或 いは造園業、農業、林業等幅広 い広が りをみせ てお り、 さ らに近年の特徴 的な点 と してレンタル業

(賃 貸業)が 台頭 して きたことが挙 げられる。従 って内需の喚起 とい う課題 において今後特 に必 要 と

され る情報は、基 本的 には建設工事 の動 向が中心 となるが、 ライ フサイクル に対応 した需要 を求 める

ためのユーザ の企業行動、特 に30数 万 の建設業者 の うち90%以 上 を占め る中小建設業者 に対する

ミクロ情報の管理 を的確 に把握 してい くことが基本的な情報管理 の課題 となる。 また土木建設業者ユ

ーザの経済性 の追求に よるレンタル等 の利用 の増加 によって、ユーザ としてのレンタル業の動向 の把

握等 が今後の新 しい情報管理の課題 として重要 となる。

ぜ 　(2)輸 出の拡大

　'80年 代の国内市場は従来のような量的な拡大発展は期待できないことから、我が国建設機械産業

の今後の発展の課題は、従来以上のより本格的な輸出産業への転化であろう。近年我が国の建設機械

の国際競争力は総 じて強化されており、今後さらに海外市場 を開拓するための課題に対応 した基本的

な情報のターゲットは次のようなものである。

　　④ 輸出および海外生産のための能動的なミクロ情報の収集

　　◎　メーカの海外の直接拠点あるいは海外ローカルデ ィーラによるデ イス トリビューションの展

　　　開。

　　◎ アフターサービス、部品供給等のサービス体制の確立。

　　◎　資源開発への対応。

　今後、特に注目すべき市場情報としては石炭を中心 とした世界的な資源開発への対応であり、欧米

建設機械メーカと比べ、我が国建設機械産業の対応、特 に技術開発面が最 も遅れていることからして、

この分野の情報の収集が早急な課題 として挙げられる。

●

　 (3)技 術 開発

　建設機械は'70年 代 に油圧化 とい う技術革新 を経 て、 大 きな成長 を達成 した。今後国内的 には社会

的 ニーズ として、省力化、省エネルギー化、無振動、無騒音 等の無公害化、省力化機械 と しての小型

建設機械 の多様化、既存機械 のアタ ッチ メン ト開発 による多様化工法への対応、電子装置を組み込ん

だ制動システ ムの開発、無人化等が今後の技術 開発の課 題 と して挙げ られる。

　 また、海外への対応 と しては資源開発、大型土木工事等の新規市場に対応 した超大型機械 すなわ ち

ダンプ トラック(積 載能力200t以 上)、 ブ ル ドーザ(総 重量80～100t)油 圧 シ ョベル(バ

ケ ッ ト容量20～30　 mB)の 開発、　k－よぴ農業、林業等 の市場に対応 した機械 の開発、 さらには機械

施工のノウハウの供与等が、建設機械 の輸 出戦略 を拡大す るに当 っての技術的課題と して挙げ られる。
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5.　2　 情 報 の体 系 化

521　 内的基本統計

　停滞が予想される'80年 代 の国内市場に おいて内需 を喚起 してい くことは建 設機械業界 に とって輸

出 を拡 大す ることと同時に'80年 代の最 も大 きな課題 といえ よ う。

　 よって国内的に従来以 上にマク ロ、 ミク ロ情報の体系化 と整備 が目下の課題 といえる。す なわ ち内

的基 本統計 を整備 するにあた っては、特 に ミク ロ情報の収集、整備がされなければな らない。現 状で

は建設機械産業 を取 りま く内的統計 につい ては建設機械産業の需要動 向を判断す る情報 としての基本

的 なマク ロ情報、 および需要 を喚起 してい くための市場 を中心 とした ミクロ情報 とに大別され る。

`

(1)マ クロ情報

　①　景気動向に関する情報

　　 イ、主要経済指標、　 ロ、長期経済計画、　 ハ、主要プロジェク ト計画(道 路、下水道、港湾

　　　等)

　②　建設工事動向に関す る情報

　　 イ、建設投資、公共投資動向、　 ロ、公共工事着工統計、.民間土木工事着工統計、

　　ハ、住宅および建築物着工統計、二、建設工事施工統計、建設工事受注統計、

　　ホ、民間設備投資の動向

　③　生産、販売動向に関する情報

　　イ、機械統計(通 産省)　 　　　 ロ、機械受注統計(経 済企画庁)

　　ハ、 日本貿易統計(大 蔵省)　 　 二、産業機械受注統計((社)日 本産業機械工業会)

　④　関連業界の動向に関する情報

　　 イ、生コン、セメン ト需要動向、ロ、石灰石生産、出荷統計∴

　　ハ、骨材生産現況

　⑤　価格動向に関する情報

　　 イ、卸売物価(日 本銀行)　 　　 ロ、建設資材物価動向、

　⑥　騒音、振動、安全等各種法的規制に関する情報

　　イ、道路交通法、　 ロ、労働安全衛生法、　 ハ、公害規制法、　 二、建築基準法、

　　 ホ、特定機械情報産業振興臨時措置法

■

■

　(2)　 ミクロ情報

　マク ロ情報 に対 し、建設機械産業 が今後 の需要 を喚起 してい くミクロ情報 としては、以下 の ものが

主要な ものとなろ う。特 に主要 ユーザ である我が国建 設業 のかかえる問題点 と しては、建設労働者 の

不足、(技 術労働者の不足)、 と高齢 化の進行 あるいは環境規制の強化等 があげ られ、 この ような客
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■

'

観情勢の中で、ユーザの企業行動は従来と異っていくことが考え られる。ユーザの企業行動の中で特

に重要 と考えられることは、省力化、 コス トパフォーマンスを以前にもま して強 く追求してい くこと

であり、これらに対応 したミクロ情報の収集が建設機械業界にとっての重要な課題であろう。

　①　販売動向に関する情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

　　　業界の自主統計の収集、整備

　　イ、出荷統計……国内(地 域別)、 海外(地 域別)

　　　　　　　　　 機種別、クラス別

　　ロ、中古車………下取状況、再販状況、在庫状況(機 種別、クラス別)

　②　需要業界の動向に関する情報

　　イ、建設業の建設労働人 口の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'

　　ロ、建設機械保有状況、(ユ ーザ別)

　 ハ、建設機械稼動状況、(ユ ーザ別)

　　二、 レンタル(賃 貸)、 リースの使用状況

　　ホ、 レンタル、 リース業界の動向

　 へ、施工技術の動向

　③ 建設工事動向、他

　　イ、地域別、県別建設工事の形態と量的規模

　　ロ、圃場整備、森林伐採等農林業分野の動向

　　ハ・石油、食糧等の備蓄、石炭等代替エネルギー、海洋開発等新規分野の工事動向

　 る.2.2技 術 情 報

　建設機械 の需要先は建設業が大 きなウ ェイ トを占めている。 この建設産業は受 注産業で あり、建設

機械 の使用現場は千差万別 であるとい う特性 を持 っている。従 って建設業者は個 々の建設工事 におい

て効率的施工、生産性 向上 を目指 してい る。さ らに今後 は建設工事 の増大が期待 で きない環境 におい

ては特 にコス トパ フォーマンス の高 い機械 の開発が強 く要請 されるであろう。 また建設工事 は道路、

ビル、 ダム等の社会資本の充実 を目指 した工事 が中心 になる一方、オペレータの生命 の安 全性の確保

(人 間性 の尊重)、 無騒音、無振動 な どの建設工事 の対社会的責任 が強 く要 求 される とい う時代 に来

てい る。 さ らに これ らの社会の大 きな流れに対 し、都市 開発、 エネルギ ーの備蓄 とい うよ うな新 しい

工事への対応 も迫 られ てい る。以上 のように社会、人間 をと りま く環境 が大 き く変貌 しつつ ある中で

建設機械産業 にとって、 対社会、対人 間の関係を含めた技術開発が急速 に要請 され る時代 がきている

といえ・今後建設機械産業 に必要な技術情報 としては、 次のよ うな ものが挙げ られよ う。

　①　社会的 ニーズ に関す る情報

　　イ、省資源、省 エネルギーに関する もの

　　　　 (例 、低燃費型 の省 エネルギー機械)

　 　 ロ、 社会環境 の保 全に関 する もの
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　　　 (例 、無振動、無騒音等公害防止機械)

　ハ、人間性 を尊重 した安全性に関するもの

　　　 (例 、運転操作機構の向上、 自動化等)

　二、慢性的労働力不足、高齢化の進行

②　新分野に関する情報

　イ、都市型土木工事に関するもの

　ロ、世界的な資源開発、海洋開発に関するもの

　ハ、エネルギー備蓄に関するもの

③　工事動向に関する情報

　イ、公共事業の質的変化に関するもの一 今後も公共投資が建設工事 を主導するものと考えられ

　　るが、今後特に留意すべきことは下水道、公園等の都市の再開発等工事の主体が人間環境、生

　　 活環境の改善 に置 かれ ることであろ う。

　 ロ、他方、 資本 ス トック の進ん でいる道路、電力関係等 については既存ス トックのメインテナ ン

　　 ス工事が増 加 して くる ことが予想される。

④　海外市場 に関す る情報

　　代替エネルギーを中心とした世界のエネルギー資源の開発に対応 した情報が必要とされる、特

　 に石油に代る石炭、原子力用の ウラン鉱石が資源開発の主役 となることが予想され、これらに対

　 し積極的な対応が望まれる。

⑤　技術イノベーション

　　 今後予 想され る建 設機械産業 のイノベ ーションは基 本的 には既存機種 の応用、改良、 さ らには

　 電子工業 との組み合せ によることが予 想されるが具体的 には以下 の点 が考え られ よう。

　 イ、省 資　源　 ………標準化の推進 によって部 品の互換性 矯 める こと。

　 ロ、 省エネルギー………デ ィーゼル エンジンの低燃費 の追 求お よ,び油圧機器 も含 めた トータル と

　　　　　　　　　　　　 してのエネルギーコス トの低減

ハ、大型機械

二、安　全　性

ホ、資源開発

動力源としてのガスタービンの採用

電子工業 との結びつきによる自動制御装置等の組み込み。

資源開発において強 く求められるのは生産性の向上であり、特に大規模

な開発に当って超大型機械の開発が必要 とされる。

特に大型機械用の「超高圧の油圧機器 」また「マイコン等の電子機器の応用 」等についてはベーシ

ックな技術開発課題 として挙げ られる。

`

、

　 5.　2.　5海 外 情 報

　現在の我が国の機械産業が海外戦略を展開するに当って、必要かつ利用 している情報としては基本

的 には次の4点 が挙げ られ る。

　① 販売活動 一 特 にデ ィス トリビ ューシ ョン(販 売、 サ ービス、部 品供給、 ファイナンス)を 展
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関す るに当 っての現地デ ィス トリピューシ ョの在 り方 に関する情 報。

　②　海外需要 の把握

　③　海外 メーカの動向

　④　現地生産活動

　この うち①②④ については発展途上国、中進国、先進 国 とい う各 々への独自の対応 が必要 とされ る。

●

,

　 ①　販売活動 に関する情報

　 販売活動の基本 とな るのはデ ィス トリビューシ ョンの展開で あるが、 これには当該 国に最 も適合 し

たデ ィス トリビューシ ョンに関する情報 拾よび コンペチター(競 争者)で あ る海外 メーカのデ イス ト

リビ ューシ ョンの状況に関す る情報 が重要 である。具体的 にはコンペチターの状況 としては販売、サ

ービス、部 品供給の各 々の体制 お よび価格戦略 と信用供与(リ ース)、 製品戦略 等で あり、 また我が

国 メー カが 現 地 に進 出するに当っての 現地 ローカル ・デ ィーラの分析(販 売力、 資金力等)、 現地

の規格、標 準化等が挙げ られ る。現在の ところコンペチター訟 よび現地 ローカル ・デ ィー ラに関す る

情報 ソース と しては メーカ独 自の企業活動 および商社等 のマーケ ッテ ィングによるもので あり、一般

情報 として入手で きるものは少ない。 しか しなが らこれ らの情報は輸出戦略 を展開するに当 って最 も

重要 でかつ効果的な情報 であり、今後の情報収集 に関する大 きな課 題 として、対応 を迫 られている。

　 また、先進国 については機械 の安全性 は必須条件 となっているので、規格、標準化 につい てよ り積

極的な情報収集が必要 とされ る。参考までに現在得 られている規格 は次の ような ものであ る。国際規

格としてのISO、 国 別規格 と してのJIS(日 本)、ASTM(米 国)、BS(英 国)、DIN(西

独)、CSA(カ ナ ダ)、AS(オ ース トラ リア)、NF(フ ランス)、　GOST(ソ 連)。

　 ②　海外 需要の把握 に関す る情報

　 国別 の需要動向 を、

　　 イ、建設機械 の全機種 にわた って生産活動 を行 ってい る国(ア メリカ、 イギリス、西独、 イタ リ

　　　 ア、 フランス)

　 　 ロ、建 設機械 の一部機種 を生産 してい る国

　　　　 (イ を除 く先進国 および中進国)

　 　 ハ、建設機械 の非生産国(主 として発展途上国)

に分類 する必要が ある。 イ、 ロ、 につい てはその国の国内向 出荷量 および輸入量の合計、 またハ、に

ついては輸入量 の総量がその国の需要規模 とみなす ことができる。 これらを把握す る際 の基本的 な情

報 ソース としては各国の政府ペ ースによる生産、 出荷 統計および通関統計、世界的 な ものと しては国

連統計等 がある。

　 また、将来の需要動向 を把握 してい く情報 としては社会、経済発展計画等の経済政策 であるが、特

に先進国市場(ア メ リカ、 ヨーロ ッパ)の 資本ス トックの水準が極 めて高 い国々においては代替需要

に関す る情報(例 、更新のサ イクル等)も 重要 とな って くる。経 済政策に関す る具体的情報 と しては

工業化計画(プ ラン ト建設等)、 資源開発計画、インフラ整備計画(住 宅、道 路、港湾、通信、学校、
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病院、空港)、 農業、林業等 の諸計 画が挙げ られる。 これ らについて現在我が国で得 られる情報 ソー

ス と しては、JETRO、 ア ジア経済研究所、中東経済研究会、 ラテンア メ リカ協会、各国 と日本 と

の各種経済委員 会等 である。機械関連業 界と しては、 日本機械輸 出組合、 日本プ ラン ト協会、 日本機

械連合会で ある。民間の情報 ソース としては銀行、商社、証券会社およびそれ らに関連 した各種経済

研究所、総合研究所等で ある。 しか しこれか ら得 られ る情報 は企業に とっては あくまでマクロ情報 と

しての位置づけであ り、実際の機械 需要 の把握 と販売活動 を推進 してい くに当 っての ミク ロ情報 の収

集 としては現地におけ る市場調査 を各企業 も しくは業界 団体 と して推進 してい く必要 性が高い。 ◎

　③　 海外 メーカの動向把握

　現在世界 の建設機械の供給国 と してはアメ リカ、 ヨーロ ッパ諸国(西 独、フランス、イタリア、 イギ

リス)と 我 が国が挙げ られる。特 にブル ドーザでは米国のキ ャタ ピラー社、イ ンターナシ ョナル八一

ベス タ社等、油圧 シ ョベルではデマーグ、ボク レン、 リップヘ ア、0&K社 等 の ヨーロッパの メーカ

が挙げ られる竺_/〆

　 特 にア メリカ、 ヨーロ ッパ の先進国 メーカは国内の社会資本、工業化等が進ん でい るため内需の成

長 は停滞 してお り、早 くか ら海外市場 を目指 し、 その販売戦略、現地 資本進出 を展開 している。従 っ

て我 が国の建設機械産業が今 後本格的な海外戦略 を展開するに当 って、最 も大 きな課題 となるのは こ

れ らの欧米 メーカとの競合であ り、その生産活動、海外デ ィス トリビ ューシ ョンの展開等の動向は き

わめて重要な情報 となる。特 に欧米 メーカが世界的 な資源開発 に対 し、超大型機械 を以て、 い ち早 く

対応 しており、彼 らの技術開発 の動向 一 新規市場への早急 な対応 一 は我が国建設機械産業 が従来

中小型機 を中心 に技術 の高度化 を図 ってきただけ に一層重要 な情報 として位置づけ られよう。 これに

対 し現在 の我が国の建設機械産業界 と しては、個別企業のマーケテ ィング活動は別 として、欧米 メー

カの動向に関す る情報 ソースはほ とん どないのが実情 である。現在業界 と しての接 触はないが、海外

建設機械 メーカの業界団体 と してはConstruction　 Industry　 Manufacturers　 Association

(米 国)、Fachgemeinschaft　 BAV　 and　 Bastoff　 Machinもn　 im　 UDMA　 (西 独)、

S　yndi　'c　at　Nati　 onal　 des　 Industries　 d　Eguipement　 MTPS'(仏)、

Federation　 of　 Manufactures　 of　 Construction　 Eguipment&Crames(英 国)

が あ り欧米 メーカの動向 を調査す る基本的な情報 ソース として、今後積極的 な交流が図 られ ることが

望ま しい。

　④　海外生産活動

　我が国建設機械産業が本格的な輸出産業へ転化するに当って、現状は製品輸出を主体とするものの

今後予想される世界市場獲得競争の激化に対 し、既成マーケットを確保 してゆくため、また、先進国

進出に当って、国際摩擦 を回避する方法として、将来の重要な課題となるのは生産拠点を現地 に求め

ること(資 本進出)で あり、技術移転(技 術提携、合弁会社の設立、製造プラン トの輸出)に よる国

際戦略の積極的な展開であろう。特に資本進出による現地生産活動を実施するに当っての情報 として

一24一



璽 θ

犠
ぷ/

コ

ー

ル

マ
イ

ニ

ン
グ

ソ

ス

ト

ラ

ク

シ

・
ン

.

マ

シ

ナ

リ

マ
三

・

グ

・
ジ

ャ

ー

ナ

.

 

黛

褒

)膨.が参

蔦

づ
ソ

も

C

。

穆

ぴ

魯
膨癖

蓬

/ぽ 綱繭

　　 ・ 猫 斡 扶 孤

鱒 鍼 や ・パ ロ

Hプ ーこ、＼暗 卵

　ti>　nじ演ロじ霞雰当面ぬ

　　 貝〉願 主 囎 当

欝
㌔8句

ご㍉ご

技

術

情

報

　
　
　
　

的

鶯

 　
　
　

繧

ザ
ズ

菖

ミ

λ
ー
・＼
ぺ

・艦

馨。鳥

　

　

　

　

　

　

∨
、
寿

　
　
　
　
祷

肇

達
,碑

⇔

建設機械産業関連情報 ソー ス図3-1

一25～26 一

 

●

'

、

●





■

■

は、欧米先進工業国については、

　　⑤　建設機械の需給構造

　　⑤ デ ィス トリビューシ・ンの実態

　　◎　現地メーカとの競合条件

等が挙げられ、他方中進国、発展途上国については、

　　⑤ 経済発展段階

　　⑤　建設機械の需要動向

　　◎ 関連産業の発達状況

　　⑥ 　インフラ部門整備状況

　　⑤　企業設立 におけるその他条件(立 地、税制等)

が挙げられる。現地資本進出の是非については一般的には個別企業による自己の経営戦略の展開の一

環として検討されるが、建設機械業界全体を立脚点とすると、欧米系多国籍企業に対抗 しうる地域、

ないし当該国の機種別、規模別の単品輸入の状況、当該国の技術水準の状況、鋳鍛造品、熱処理部品

等関連産業の発達および技術水準の状況等海外直接生産に関するマ トリックスを作成 し、関連情報 を

収集 し、個別企業に対 し基本方向を提示 しうる体制の確立が課題 となる。

　以上、内的基本統計、技術情報、海外情報を体系化すると図3-1の とおりとなる。

5.5　 む 　 す　 び

　以上述べて きた ように、今後の建設機械産業 にとっての価 値 ある情報 としては国 内、海外 を問 わず、

販売活動、技術開発等いずれ を取 って もミクロ情報 が主体 とな り、業界 にとってはまず ミクロ情報 の

収集 に課題 が集約 され よう。 さらに集約のための手段、収集 した情報の加工、(分 析、整理)お よび

有効 な活用 が情報 管理 の課題 となるで あろ う。具体的 には情報 の収集 には(社)日 本産業機械 工業会

建設機械情報管理 委員会等 による積極的 な収集活動が望 まれ、国 内、海外について各 々の情報のネ ッ

トワーク を形成 してい く必要が ある。 また、収集 された情報 の加工(整 理、分析)は 極 めて高水準 の

ノウハ ウが要求 され、企業活動、業界活動の指針 となる もの をア ウ トプッ トしていかなければな らな

い。さ らに収集、加工された情報 を活用す るに当 って、現在考 え られる基本的 な課題 としては、ア ウ

トプ ッ トされたべ ーシ ゾクな情報 をもって、企業 に対 し、基本方向 を提示 してい くことである。
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4.事 務機械産業における情報ネットワー ク構想

4.1　 業 界活動 と情報 流通

　事務機械産業 が他の産業 と大き く異 なっている点 をまず挙 げてみよ う。

　第1は 、我が国の事務機械産業が、電気機械、 光学機械、精密機械、輸送機械な ど、い くつかの業

種 を異にす る機械製造業 の中か ら、事務機械 に関す る部分 を横断 的に分割 し、再編 成 した製造業であ

り、複合業種型製造業である点である。

　第2に は、事務機械 は最終製造品で ある ことか ら、事務機械 を頂点 として、 エネルギー、原材料、

部品、設備 な どの供給産業が裾野 を形 成 してい る点で ある。

　第3に は、事務機械産業が輸 出依存型 産業 である点 である。

　第4に は、産業界その ものの歴 史が極めて新 しい業界 であり、 しか も形 成後急成長型産業 である点

である。

　第5に は、 業界 を形 成 しているメーカが、専業、兼 業メーカ混在型 である点 である。

　第6に は、技術開発 とその導入 において、常 に世 界の最先端 を行 くものであり、特 にエレク トロニ

クス の発展に関 しては、その最先端技術の一翼 を担 ってい る点である。

　 このような特質 をもつ産業 であるがために、そ の情報流通 も多岐多方面 にわたってお り、業界 とし

て受けるインパク トも非常 に大 きな ものが ある といえ よう。

　特 に第3の 点 と して挙 げた、輸 出依存型産業 であるとい うことは、我が国事務機械産業が、世界 に

おけ る供給基地 と して位置づけ られ る ところか ら、主要仕向地 である米国、欧州か らのインパク トと、

価格帯の低 い事務機械では我 が国 と並ぶ供給基地 である、東南アジア諸国か らのイ ンパ ク トを、無視

で きない とい う、事務機械産業界 固有 の情報 流通 について、特 に留意 する必要が ある。

　 これ らについ て、以下 の情報ネ ッ トワークの項 で、若干述べるこどとする。

◆

4.2　 情 報 ネ ッ トワー ク
●

4.2.1　 業 界 内 ネ ッ トワー ク

　 図4-1に 示 した ものは、 「事務機械工業 界 を中心 と した情報源の結合状況(1)」 で あ る。

　 事務機械 工業界は社団法人 であ り、社団 を形成する会員企業38社 か らな っているが、 これをとり

ま く情報 源について、公的機 関、 準公的機関、学 会、調査研究機関、報道 機関、関連業界団体、関連

他団体の7機 関に大別 して、直接 ・間接 に情報源 としての必要性 を、ある程度 ウェイ トづけ して示 し

'て ある
。

　 情報 のネ ッ トワーク ●シス テムが最終的 に我が国の主要産業 を網羅する トータルシステム を指向す

るとするならば、 これのサブシステ ムとしてと らえ られる ことになろうし、4・・1で も述 べた ように、

●
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事務機械産 業が他 の産業 界 と横断的 な関わ りあい をもってい るが故に、図4-1で も明らかな ように.

他 産業 の情報拠点 となる部分 も多 く包含 し、それ らと密接 な関連を もってい ることも当然 であろう。

この ことにつ いては以下の情報ネ ッ トワーク、 あるいは情報 ネ ッ トワークとコンピ ュータの項 で触れ

るが、事務機 械産業 においては、 ことにこの点について留意する必要があろ う。　　　　　　 ,

　 図4-1で は、基 本的 に情報の流れ と、そ の流 れの中に位置づけ られる各産業、 もしくは諸機関が

どの ような もので あるかを提示 した もので あるが、図の基 本的な考え方 と しては4.1で 述 べた第1か

ら第6ま での留意点 をもとに した ものであることはい うまで もない。

　 す なわ ち、図では事務機械産業 を中心 と したネ ッ トワークを示 してはあるが、 ここに包含 され る他

産業 界 と しては、電子機械、通信機械、軽印刷機械、感光紙な どが密接な関係 をもってい る もの とし

て挙げ られる し、 さ らに事務機械産業界へのサ プライ として、 プラスチ ック、乾 電池、鉄鋼、石油 と

いった業界 も、多 くのかか わりあい をもってい るもの といえよ う。

　 さ らに また、事務 機械 そのものが、 ハー ドウェア としてのみ存立する ものでな く、ユーザである一

般企業 での使 われ方、すなわちソフ トウェア面か らの情報 も無視で きない立場 にあることを考えれば、

コン ピュータ関連 のソフ トウェア産業 をは じめ とする ソフ トウェア業界 について も、"情報 ネ ッ トワー

クか ら除外 して考 える ことは できない。

　 前 に も触 れたよ うに、 事務機械産業 の歴 史が新 しい とい うことは、流通チ ャネルが未整備 で ある、

とい うことに もつなが ることであるが、 この点か らは流通関係の各種団体 も情報ネ ッ トワークか らは

無視 できない ところであろ う。

●

4.2.2　 政 府 ・産業間ネ ットワー ク

　事務機 械産業 がい誉や単 に我が国の産業 としてのみな らず、世界の供給基地 としての地位 を確立す

るにいた ってい ることは既に述べたとおりで ある。

　 この ことは当然海外 からの種 々なイ ンパ ク トを受け る立場にある産業 であることに もな るが、同時

に歴 史の新 しい急 成長産業であるがために、成長過程 においては国の助成策 もとられてきた ことが、

今 日をあ らしめている とい うこともで きよう。

　図4-2は 、 「事務機械工業会 を中心 とした情報源 の結合状況(n)」で あるが、 ここでグルーピング

されてい る公的機 関、 団体等 は、 それぞれ事務機械産業界 とのネッ トワーク を保持す る上 で、特 に密

接なかかわ りあい をもつ ものを示 してい る。

　 ここでは主 たる目的 が政府 ・産業間ネ ットワーク であるので、図の左 のグル ープ、 すなわ ち政府 を

中心 とす る公的機関 と、事務機械産業 との関連について述べることにする。

　事務機械産業そ の ものについても、 また事務機械工業会その ものについ ても、そ の所 管するところ

は通商産業省 である。

　通商産業省(以 下通産省 と略)は 、直接事務機械産業界に対 しての指導監督 と共 に、技術開発の面

において特許庁、工業技術院等の立場 からの指導育成 と、業界内部 とユーザ である一般企業 の合理化

育成 のための中小企業庁、 あるいは1事 務機械産 業界 にとどまるものではないが、特 に省 資源産業 と
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しての事務機械産業 と してのかかわ りあい としての資源 エネルギー庁等 と、通産省全体が大 きなかか

わり合い をもってい る。

　 また、度 々述べているが、海外か らのインパク トへ の対応 として、直接 の政府機 関ではないが、 日

本貿易振興会 も通産行政 の一翼 をになって、事務機械 産業 との情報ネッ トワークには欠 くことのでき

ないポイン トであるといえよ う。

　通産省以外 の政府機関 と しては、最近 のいわゆるオ フ ィス ・オー トメーシ ョン化 に伴 い、事務機械

も単能機 か ら次第に複合機化 しつつあるが、特 に重視 しなければな らないのは通信回線の利用であ り、

この面か らの郵政省、電 々公社はネ ッ トワーク としてはかな り高いウェイ トをもつ もの といえ よう。

　 また、直接的な関係 ではないが、政府機 関に対 して行政能率の面で インパク トを与え る行政管理庁

や、経済面 でマクロな情報 を得るための経済企画庁、 日本銀行 といった諸機 関、 さ らには業界 内とユ

ーザとの関連 におけ る公正取引委員 会
、 あるいはその他 に も運輸省、労働省等 との諸機 関は、政府 も

しくは関連諸機関 として情報 ネ ッ トワークに組込 まれるべ き機関 であるといえよ う。

●

4.2.3　 産 業 間 ネ ッ トワー ク

　 図4-2に お いて、右方の関連業 界団体は同種産業間 のネ ッ トワークと して、第1に 取 りあげねば

な らないで あろう。

　事務機械 工業 会 も加盟 し、我が国の機械産業 全体 を包 含する 日本機械工業連合会や、輸 出面 での 日

本機械輸出組合は、直接 に事務機械産業 と結びつ くところで ある。

　 前に も述べた ように、事務機械産業が他産業 と横断的に結 びつ いてい るとい う点 と、 ある意味でア

セ ンブル産業で あるとい う点か ら電子機械 工業 会、 日本感光紙工業会、通信機械 工業 会、 日本軽印刷

工業会等 の諸団体は、 ネ ッ トワーク として も太い ラインで結 びつけ られ るべき もので あろ う。

　一方、事務機械工業会 に加盟 している企業 も一部 あるが、事務機械産業 とは別 に存在 してい る団体

と して、 日本和文 タイプライター工業会、 日本 マイク ロ写真工業会等 があ り、 さ らに、流通面では 日

本事務 機流通団体連合会、 日本文具卸売連合会等 が挙 げ られ る。

　 さ らに、事務機械産業の発祥 をたどると、電子機械 の分野 とは別に、か っての文房具 か らの流れ を

探 ることができるが、 この面か らは 日本 文具工業連盟 も、情報ネ ッ トワークに組入れ られ るべ きで あ

ろ う。

　我が国には中央 に 日本事務機械工業会が事務機械産業 のま とめ を果 たす役割 として存在 するが、そ

の一方 で他方 に もこのよ うな団体が幾つか存在 している。 ここではその中 で活発 に活動 している団体

の1例 と して、中部事務機械 化協会 をとりあげたが、 このような地方 団体 との間 に も、 ネ ッ トワーク

化は必要 で あると思 われ る。

　また、 ソフ トウェアの面では特に最近事務機械産業 もメカニ カルな産業か ら、 エレク トロニクス を

多 く組込ん だいわゆ るメカ トロニクス産業へ と変身 しつつあり、その方面での連携 と して機械振興協

会、 日本情報処理開発協会 を挙げてあるが、将来はむ しろこの方面 でのネ ッ トワークの拡大 が考慮 さ

れ る必要が あるであろ う。

●
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　 産業間 とはいえないが、 ソフ トウェア とい う面 と、技術 開発、動向 とい う面 については、 ユーザで

ある企業 のニーズの把握や経営合理化への事務機械化の済用 とい う面 で、学会や調査研究機関 も、事

務 機械産業 のネ ッ トワークか らは落 とす ことのできない分野 であるといえる。

　 図4-2の 上部 には、 これ らをグルー ピング して示 しておいた。学会としては、 いま最 も話題 とな

ってい るオフ ィス ・オー トメーシ ョン学会が、直接事務機械工業会ない し会員企業 である産業界 と密

接 なかかわ り合い をもってい るほか、 コンピ ュータ関連で情報処理学会、 メカニ カルな面か らの機械

学会、 あるいは電子写真学会、 日本経営学学 会な どもネ ッ トワーク に組み入れ られるべ きであろ うし、

各種科 学技術情報 の提供、検索 とい う面 で、 学会 とはいえないが、 日本科学技術情報 センターな ども

ウェイ トの高い存在 であろう。

　 同様 な意味では 日本 ドクメンテーシ ョン協 会 も この範囲 に入れて しかるべきであろう。

　 一方、調査研究機 関 としては、 ここでは公共性 をもつ社団あるいは財団 を主 と して取 りあげ てい る

が、同時にこの分野 では事務機械 の普及 の面 も併せて 日本経営協会 を、また工業技術院 とのJIS規

格 の面 で日本規 格協会 を、一応紹介 しておきたい。

　 もちろん図4-2に 示 すよ うに、各種調査研究機関は多 くあり、いずれ もこれ らの団体独 自の調査

研 究が行 われ てい る点では、ネ ッ トワークに組み入れ てお く必要が あろう。

4.2.4　 海 外情報 ネ ットワーク

　事務機械産業 が単 に 日本の事務機械産業 ではな く、全世界 に対 しての供給i基地 と しての役割 を果 し

つ つあることは、今 までに も度 々触れ てきた ところで ある。

　 したがって事務機械産業界は、 ほ とん ど常 に といってよい くらい、海外 からのインパク トを受け ざ

るを得 ない立場 にあるといえ るであろ う。 これは必然的に、海外か らの情報 も何等か の形 でネ ッ トワ

ークに組み込ん でおかねば
、相 手先 との無用 な摩 擦 を引き起 こす ことにもなって くる。図4-2の 左

下方の グル ー ピン グは 、海外情報 ネ ッ トワーク の一端 を示 した もので ある。

　我が国事務機械産業に とっての、大 きな仕向地 と しては、やは り米国 とヨーロッパ諸国 を挙げねば

な らない。 これ らの諸国には、我 が国同様に事務機械 な らびに関連団体 が多 く存在 してお り、 これ ら

のすべてを網羅する ことは図上で も不可能で あるので、その1例 として幾つかの団体 を表示 したもので

である。

　今 日まで比較的我が国事務機械産業界 もしくは事務機械工業界 と接触の多 いのは、や は り米国で あ

る。図 で も示 したよ うに、各種 のメ ーカ団体、デ ィーラー団体が あるが、事務機械 の供給基地 として

の我が国の立場か らいえぱ、直接 のかかわり合 いはデ ィーラー団体 であるといえ るで あろ う。

　 これ らは直接 に事務機械工業 会 に接触する こともあ り、 また米国商務省 を通 じて、我 が国通産省へ

のインパ ク トとなる こともある。また、 これ とは別 に、 日本貿易振興会 が海外の情報 を収集 して、直

接事務機械工業会へ流す場合 もあれば、通産省 を経由する場合 もある。

　 このよ うに、海外情報 については、我が国 の内部 におけ る情報 ネッ トワーク とは異 なった形 で、 ネ

ッ トワーク も形成される必要が あるもの と思われる。
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　 図4-2で は これ以外 の例 と して、 カナダ、 ドイツ等の諸団体の1部 をとりあげ てあるが、 これ ら

の諸国(ヨ ーロ ッパの場合は ドイツとい うよ りECあ るいは英国等)に おいて も、現在の米国 との間

に おけ るよ うな、 ネ ッ トワーク をもつ必要が あるもの と思われる。

　 さ らに、輸出 とい った問題以外 に、事務 機械 の国際的な標準化、 とい うような問題 も既 に各国間で

論議 がされつつ あり、 国際標準化組織 と我が国のJIS規 格 との関連 といった情報ネ ッ トワークも、

今後 ますます重要 にな るもの と思われる。

　海外情報 ネ ッ トワークについては、利害 を異にする国際的 な問題 を多 く含むが故 に、今後そ の構築

に あた っては種 々な角度か らの検討 を必要 とす るものと思われ る。

4.5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュー タ

　情報 ネ ッ トワークの 目的が、情報 所 有機 関相互の情報 の流通 にあるとすれば、そ の情報 の授受は必

ず しもコン ピュータ を利用 しなければな らな い、 とい うものではない。

　 もちろん情報量その ものが、過去10年 間va　2倍 以上 にな ってい るとい う事実 か ら、大容量 の記憶

を もつ コンピュータ にこれ らの情報 を記憶 させ、求める情報 を瞬時 に して呼 びおこす、いわゆるIR

(イ ン フォーメーシ ョン ・リ トリーバル)や 、 さ らに各情報源間 をオ ンラインの回線 で結ぶな ど、 コ

ンピュータ の果 たす役割 は極 めて大 きい ものがあることは否 めない事実 である。

　 しか しなが ら、情報 の中には必ず しもコン ピュータ による必要 のない もの、また情報源の所有す る

情報量が 小さいため、 あえてコンピュータに記憶 させる必要 のない もの、 また報告書等 にとりま とめ

られてい る もの等 の あることも事実 であ り、 これ らを情報 ネ ッ トワークの中で どの ように位 置づけ て

ゆ くかが今後の課題 であろ う。

　 図4-3は 、 このよ うな考 え方 に立 って、画 いた ものである。 ここに示 されている各機 関、 団体等

の うち、太 い点線 の表示 のあるものについては、事務機械産業界、 あるいは事務機械工業会 にとって、

情報 の量、質 ともに大きい と思われ るものであ り、将来 にはコンピュータのオンラインネ ッ トワーク

・システム を志向 してよいと考 え られる ものである。

4.　4　 情 報 ネ ッ トワー クに おけ る期待 と効 果

　今 まで事務機械 産業 界 も中心 とする情報 ネ ッ トワークの構築 について、具体的 に構図 を示 しなが ら

述べて きたが、それ では この よ うなネ ッ トワークが構築された場合に、どのようなことが期待 される

のだろ うか。

　 これまでに も触れているが、事務機械産業特有 の問題 を解決 してい くためには、広 い視野 に立 った

情報活動 が必要 である。そ のためには関連産業のみな らず、最終 消費階層(エ ン ドユーザ)に いた る

までの流通や、苦情処理 とい った面の情報 が国 内では求め られ るであろ うし、海外 におレて も前述 し

た ような種 々の情報が得 られなければ、今後 の事務機械産業 の発 展は望 むべ くもない といえる.であろ
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う。

　そ して、 これ らの得た情報 に より事務機械産業界 としてどのよ うに対処すぺきか、 その対応 をまた

関連諸機関、 諸団体 にフ ィー ドバ ック してこそ、情報 ネ ッ トワークの効果が発揮 される ものであろ う。

4.5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問題 点

◆

●

　 4.51　 マ ネジメン ト上 の問題点

　情報 ネ ッ トワーク についてのシステ ム統計が できた として、現実 にその構築が行 われる場合 の問題

の最大 のものが、マネ ジメン トに関す るものであろ う。

　 この点 に関 しては幾 つかの問題点 を挙げ ることができるが、 まず第1に 挙げ るものは情報の選択 で

あろ う、情報 は現在地球 の裏側の出来 ごとで も、通 信衛星や各種通信回線 を通 じて、 ほ とん ど瞬時に

して把握す ることが可能 で ある。

　 しか し、 その情報が事務機械産業 にとって必要 か、有用 か、 などの選択は受け る側 で行 わねばな ら

ない。 またその情報 の真実性 について の検討 も受ける側での問題 で ある。 この ように、受ける側での

マネジメン トの問題 と しては、マネジメン トす る人間 の質 にかか って くるもの といわ ざるを得ないで

あろ う。

　第2に は供給側 としての問題である。事務機械工業会 を例 にとれば、個々の企業 は競争の原理 の も

とに生存 してお り、そ こにはそれぞれ の企業秘密が あって、すべて を外部へ供給す ることは不可能 で

ある。 したが ってマク ロな立場で どのような情報 を集積 し、それ を供給するか とい った こともあろ う。

　他 に もマネジメン ト上 の問題点は多 いが、特 に列挙すれば以上の2点 とい うことがで きよ う。

　 4.52　 技 術上 の問題

　 ネ ッ トワークのコンピュータ化 のところで も述べたが、将来 にわたる情報 ネ ッ トワークの構築の最

大 の問題 は非構造的情報 をどのように取扱 うか、 とい うことであろ う。

　構造的情報つま リビ ッ ト化、コンピュータによってネ ・ トワークが組める情報 は、 む しろ技術的 には

さほ ど困難 とは思 われない。 しか し、 エン ドユーザか らのクレームや、海外 か らの情報、 あるいは報

告書 の中に盛 り込 まれ た情報 な どを、 どのよ うにネ ッ トワーク に組み入れてい くかが、技術的 な課題

とな るのではないだろ うか。

　 4.5.5　 公共的デー タの利用

　再三述べ るように、事務機械産業は各産業界 を横断 している業界 である。それだけに情報源 も幅広

い ものになるのは当然 であるが、特 に政府関係のデ ータについても、幅広 く利用すべき点が多い よう

に思 われ る。

　将来 におい ては、政府の各省庁の コン ピュータと、事務機械工業会 とをオン ラインで結び、端末機
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で政府 の諸デ ータを呼び出 し・ これ を・・一 ド・ピ・イヒして韻 企業 に役立 てるとい
。たことも、大 い

に検討すべきであろ うが・少 くと醐 在 において も
、政府 のどこに、 どのよ うなデータカ・あ。て、利

用 可能なのか とい・た ことの明徹 提供の場(政 府干・」行物センターの情報版)が あることが忙 しい

の ではないか と思 われ る。

、

■

一40一



5.電 子 産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構 想

◎

●

◆

5.1　 業界活動 と情報 流通

　 我が国電子産業は、戦後驚異的な発展をな し遂げ、生産規模をみると、国内の機械産業で自動車に

次 ぎ、世界の電子産業 におい てもアメ リカに次 ぐ規模 に達 し、1982年 には10兆 円 を超える もの

と予想され てお り、1980年 代 の我が国経済 を牽引する分野 として期待されてい る
。

　 しか しなが ら一方 で・制約条件 はこれまで以上に多発 してお り、成長 を確保 してい くために、 多様

化 複雑化 してい る環境に対応 できる的確 な情報は不可欠 なもの とな ってお り、そのニーズは一層増加

してい る。

　 電子産業に関する情報は、増大の一途にあるが、 こうした情報 を網羅的に収集 し、適切に材料を提

供 出来 る体制作 りは、業界団体 の大 きな役割 であると考 える。

　 電子産業 に関す る情報量 は、次 の2点 が大 きな要因 となって増加 を示 している といえる。

　　 。国際化(企 業、製品)の 進展 。

　　 。電子技術(新 製品、他分野)の 用途拡 大 。

　 電子機器 メーカの海外進出は、IBMの 例 が顕i著であるが、我が国企業 において も、生産 あるいは

販売拠点 の海外へ の進 出は非常 に活発 であり、東南アジア諸国を中心に して1960年 代 後半 か ら本

格 化 し、今 日では先進 国、途上 国 を問わず全世界的 な範囲に広が っている。(昭 和54年 度 に調査 し

た結果 では、会員企業 の海外生産法人数 は325で ある。)

　 また、電子製品 は本来 国際商品 と しての特徴 を持 っていることか らも、電子産業 は一層 国際化、多

国籍化が進ん でお り、無 国籍化 していると も言 われてい る。

　 このよ うに、電子産業が世界的 に展開す ることによって、情報量 も膨大 にな ってい るが、特 に、民

生用電子機器部門 においては、我が 国が世界 を リー ドする立場 にあり、一種の責任 において、的確 な

判断 が求め られ ている。

　 さ らに、情報量 を加速度的 に増 加させ てい る要因 と して、電子技術の進歩 と応用範囲の拡大が挙げ

られ る。本来の電子機器 は勿論、工作機械、 自動車、時計、 カメラ等 を始 めと して、合理化、省力化、

精度の向上 とい った 目的 による利用 が、極 めて活発化 している。

　 こうした環境 に即応 して、 会員企業 が より高度に情報 を活用す るシステ ムの一端 を担 うべ く、今後

の方 向 を次の ようにまとめてみた。

5.　2　 基 本構 想 につ い て

　 「産業別情報拠点育成に関する調査研究 」を振り返ると、業界団体が情報拠点として機能の充実を

図 るのは、

　 。情報機能の向上……業界全体の情報収集コス トの低減と情報網の拡大によって、より効率的に情
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報 を提供する。

　 。情報の質の向上 ……経営 に直結 した情報 を提供することに よって政策決定 に寄与する。

　 といった成果 によって、業 界全体 さ らには個別企業 のレベルにおいて も、政策 の決定や投資の合理

化 に寄与 し、業界団体の本来 の 目的 である、業界の健全 な発展 に貢献 するためで ある。

　 (社)日 本電子機械工業会が情報拠 点と しての構想 を具 体化 してゆ くためには、第1に 業界 の全面

的、積極的支援 のあることが必要条件 では あるが、 こうしたコンセ ンサス を得 るため、 また得 られて

か らも、工業会内部の企画推進体制 の確立が前提条件 とな る。今後の具体化は段階的に次 のような項

目が考え られ る。

　 (1)情 報収集体制の整備

　本 プロジェク トの一連 の報 告書 に もふれて あるが、電子産業 の国際化 が進展するに伴 って、海外情

報 の収集活動に対す るニーズ は高 まってい る。国際的な情報収集ルー トを考え る場合、情報源か らの

直接収集 のシステムも考え られるが、 先に も述べた ように、会員企業 の海外拠点の増加、 あるいは通

商問題等 によって、現地 での折衝事項や宣伝活動等が これまで以上 に大 きな ウェイ トを占めている。

このため海外事務所の増強 も、並行 して検討 して行 くことが望 ま しい と考 えられ、両者 の関係か らよ

り合理的 な方法 を導 き出す必要が ある。

　一方、 国内の情報 については、委員 会を始め として、概 ね収集体制 は整備されている もの と考え ら

れるため、今後はニーズに沿 った再整備、海外情報 との関連 といった、情報収集 の次のステ ップであ

る情報処理 に関す る検討 が主 となる。ただ、情報拠点 の機能 の うち資料 センタ ー的な面 を考える と、

蔵書の不十分な点が挙 げ られ る。

　 (2)情 報 処理体制 の整備

　情報量 の増大 に対 応 して、情報処理機能 を整備充実 してい くためには、やは リコンピュ一夕の本格

的 な活用 を、 これまでに も増 して考慮す る必要が ある。(社)日 本電子工業振興協 会におけ る業務 内

容 は表5-1と ほぼ同様 で ある。

　工業会の情報 は、主 に委員 会を通 じて得 るものが、質 ・量 ともに最 もウェイ トが高い。現在200

の委 員会が運営 され てい るが、 これ らの情報 を網 羅的 に整備 し、政策課題 に対応 した情報 と して提供

できるシステムの構築 を第1に 考えるべ きである。 しか しながな情報処理機械化の先行 している(社)

日本鉄鋼連盟で もそ うで あるよ うに、 当面は統計情報 の処理 に関するシステムの開発が中心になる。

現在、具体的 な検討 を進 めているのは、工業会 で調査 している産業用電子 機器 に関する統計及び通 関

統計のデータベース化 である。

　手作業 に代替 するコンピ ュータの利用は、 昭和49年 に官庁統計 を対象 に してスター トし、経常化

している。54年 度 、本プ ロジ ェク トの一環 として電子機器パ イロ ット ・システムの開発を行い、統

計処理 に関す るコンピュータ利用については段階的に質の向上を図ってい るが、今後 さらに高度な予

測 ・分析に対応 出来 るシステ ムの 自己開発、 さらには コンピ ュータの導入を念頭においた、情報の一

元化を図 るための検討 に入 る段階 と考 えられる。
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表5-1 団 体 の 主 要 な 業 務

団体業務 鑛(　 [ii襟:灘i∴ 供

　　　　　　　　　　　　　(意 思決定の場)

折衝(対 外部機関)　 　　　 業界の意思、結論の伝達と協力要請

　　　　　　　　　　　　　(対 官庁、他産業等)

　　　　　　　　　　　　 検討過程での意向打診および根回 し

　　　　　　　　　　　　　(対 会員会社、官庁、その他)

　　　　　　　　　　　　 情報収集、ヒヤリング

　　　　　　　　　　　　　(対 会員会社、官庁、その他)

'　 τ 三1欝欝:=1欝

情報の処理 ・提供　　　　　統計の調査、収集、集計、発表

　　　　　　　　　　　　　(統 計サービス)

　　　　　　　　　　　　 資料 ・情報 の収集、整理、保管、提供

　　　　　　　　　　　　　(資 料情報サービス)

　　　　　　　　　　　　 データの蓄積、加工、解析、処理、提供

　　　　　　　　　　　　　(情 報処理サービス)

P　 -E難i鑑
一

内部管理　　　　　　　　　予算管理

　　　　　　　　　　　　 人事管理

　　　　　　　　　　　　 庶務 ・文書等

(昭和53年 度 「産業別情報拠点育成に関する調査研究報告書」より)
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E!、AJに て従 来よ り取φ ⇔ていた統計 デー タ

斯分野方向づ けのモデ ル分野関連 デ_タ

CPU

32～64kI
Dis

卜3M

RT　 g
　 KB

ENFAS抱 能付プoグ ラムの試 作

ユーザ γプ リケーシ ・ン支但サブル ーチ ンの試作

収 〕KIIi鮒デー タ化ルーチンの試作

EI∧J枝 針 業8支 援 ルーチンの改作

シ ステ ムロ理 者

プ 。グ ラム作成 類S

　 デー タnn要 目　 　ノ
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0F…而↓■　　SO～70㎡

1名

1～2名

1～2名
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建成1.1標 　　2SPIxrr

t(・・一シ7ク システム移行級はサ ブシステ ムとして瞭 助させ る
.

　 　　第　 　2　 期
ペ ー シ7ク シ ス テ ム

ENFAS会 日サー ピスロ岨始

EIAJ取 扱い 統計デー タ

新分野 侯紺業界 データ,経 済 間違デ ータ
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初 期的ENFASの 実m化

工案会 イ ン ライン システムによ るサー ビス開 始

網 口的サーペ 工法の具体化 ルーチ ンの試作

システム管理者

㌶ 鷲1>
　柿1り1'ばu

床 面積 　 100～150㎡

1名

3～4名

若干 名
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ENFAS　 tン ライン会 員サー ビス

全ttt界的Ba運 データの収集

ペー シ プクシステムに

(1}　オ ンライ ンサー ビス関連提能

(2)グ ラフ ィ7ク デ1ス プ レイ機能 の附加

ENFAS関 連 情報集収自動化

会 員速{6の 自動編集 ・発行

'べー シ プクシステムに若干追加す る.

◆
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　 表5-2は 、 昭和52年 度 に行 った 「(社)日 本電子機械工業 会のエレク トロニクス工業新分野対

応 プロジェク トに関す る調査 」における、データベースの構築案 である。 この調査 の目的は、今回 と

多少異 なるが、電算機 の導入 を具体的 に示 した最初の もので ある。

　 (3)提 供 情報 の質の向上

　一般 に業界団体の収集 する情報 は、網 羅性、正確性 の点か らみて、調査機 関等 に比べ より信頼性 の

高 い ものが期待 出来 るが、先 に述 べたよ うに当工業 会の提供す る情報は、電子工業界の政策決定 に寄与

す ることも目的 であり、 自ら提供 する情報 を十分分析 し、的確な判断 を下す事 によって情報内容 の向

上、維持 に努めて行 く必要が ある。

　 情報分析力の蓄積 によって、質が向上する と共に、情報収 集の段階か らニーズ に合致 した的確 な情

報 の選択が可能 にな り、情報の流れ をよ り円滑に させる効果 も考 え られる。

白

玉
。会　議

(理 事 会、委員会、

国際 会議

。資料交換及び購

入

麟課》
o海 外駐在員

o内 部 調査

(国 内、海外)

。外部委託調査

(国 内、海外)

情報の蓄積保存処理 情　報　作　成
、　 '

・分類、整理、計算
'　　　　　　　　　　　　　　　　「

　。数値情報

　・文章情報
、

}

コ ン ピ

ュータ

　手作楽
書

　 　 　 　 `

.
テープ

■ 印刷物

情　報　利　用1
資料室

・研究 ・分析

(シ ンクタンク的

機能)

。会　　員

。政策決定

o内 　　部

。官 公 庁

。一　　般
騰 …1

図5-1　 情 報 の 流 れ

　工業会の提供する情報は、最終的には、個別会員の独自の評価、分析により利用されるものである

が、さらに段階を経て、より高度な情報の活用や情報の作成 を図るため、(社)日 本電子機械工業会

はシンクタンク的機能を充実させて行 く方針をとるべきであると考える。

　以上のようなステ ップを踏んで、実施体制 を整えて行 くためには、基本構想の最初に述べた企画推

進部門や、同様に情報機能の中枢 をなし、特に情報の提供を担当する管理部門等の新 しい組織体制も

考慮される。その組織 と機能を図5-2に 示す。
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図5-2　 情報 機 能 拡 張 の例

　現在 の工業会 におけるコンピュータの利用 は、全面外注で あり、利 用の中心は調査部で あるが、 こ

れ まで述 べたよ うに情報の収集 ・処理体制 を構築 し、特 にコンピュータの導入 まで考えて行 く場合、

予算、スペ ース、人員等の面でかな りの先行投資 を必要 と し、全組織的 な問題 であるため、工業会内

部 の綿密な基本計 画の作成及び業界 全体 の十分な理解 が必要 で ある。

■
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6.コ ン ピ ュー タ産 業の 情報 ネ ッ トワー ク構想

■

●

は　　じ　 め　　に

　 コン ピュー タ産業は,本 来 な ら第2次 産業 と して一般の産業 別分類では,「 電気機械」に,ま た電

子工業の中で も 「電子応用装置」に属 している ものである。

　 1970年 代 の初頭 において,我 が国では情報化の概念 が重要視 されは じめ,と くに産業構造審議

会が,「 情報化 お よび情報産業 の あ り方」について通産大臣の答 甲を行 った時点か ら,こ の情報化 に

必要 なコン ピュー タおよび情報処理サー ビス業 の提供 を行 う産業 を総称 して 「情報産業」 と呼び,新

しい産業分類が用 い られ るに至 った。

　この情報産業の中核的位置を占めるのがコンピュータ産業であり,我 が国の情報化進展に大 きな役

割 を果 している。 しか しなが ら自 らの産業活動 を振 り返 ってみ る と重要情報 の生産,流 通 の合理化 に

おいては,こ のツールであるコンピュー タパ ワー を十分活用 していないのが現状 である。

　将来,我 が国情報産業 の飛躍的発展 をはか るためにも,こ の コン ピュー タ産業 に関す る情報流通の

促進が課題 であ り,産 業活動の現状認識 と問題点の究明が急務 となってい る。

ふ

6.1　 業 界 活 動 と情 報 流 通

　我が国 におけるコンピュー タ産業 は,60年 代 か ら70年 代 にかけて急速 に成長 した。 この間,コ

ンピュー タの著 しい 技術革新 に伴 って,そ の性能,機 能は飛躍的 に向上 し,市 場の需要拡大に よって

コンピュー タの利用 は,行 政,社 会,経 済,産 業,教 育,医 療 などあらゆ る分野へ波及 している。

　つ ぎに,コ ン ピュー タ産業 の活動状況 とその特徴 を述べる。

　(1)コ ン ピュー タ産業の多様性,特 異性

　現在,コ ンピュー タ産業 が市場へ供給 してい るコンピュー タ ・関連機器 は,そ の用途に応 じ汎用 コ

ンピュー タをは じめ,専 用 コンピュー タ(オ フ ィスコンピュー タ,ミ ニコン ピュータ,パ ー ソナル コ

ンピュー タ,工 業用 コン ピュー タ),マ イク ロコン ピュータおよび周辺端末装置 など多彩 であ り,こ

れ らを個別(専 業 メ ー カ)あ るいは総合的(総 合 メー カ)に 提供 してい る内外の企業群 によって構

成 されてい る。 この産業 の供給形態は,素 材 としてコン ピュー タのメインフレーム,つ ま り,ハ ー ド

ウ ェアの製造,販 売 を行い,か っ中間材 としてICやLSIお よび基本 ソフ トウェア(オ ペ レーテン

グ システム等)を 提供する産業 である。

　一方,コ/ピ ュ一 夕産業 の世界市場 にあっては,米 国企業 の寡 占化体制(IBM1社 で世界市場の

シ ェア数60%を 占有)に あり,す でに我が国の市場 において も米国の ビッグX-D6社(IBM,

UNIVAC,NCR,　 BURROUGHS,CDC,HIS)が 進 出 し,市 場 の開拓をはか ってい

る。巨人 メー カIBM社 は ∫多国籍企業であ り,す でに日本 の生産拠点(日 本IBM社)を 設けて国

内市場の供給は もとよ り,海 外へ輸 出するに至 ってい る。

　従 って,我 が国 におけるコンピュー タ産業の実態 は,国 産 メー カ と外国 メー カとの競合による国際
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的市場 を形成 して,現 在 の情報化進展 に大 きく貢献 している。

　 国産 メー カは,汎 用 コン ピュータの6社 をは じめ,専 用コンピュータメー カが約30社,周 辺端末

装置 と関連部品 メー カを含め ると約100社 を超 える企業群が存在 してい る。 これ ら産業 の成長性 を

考察す ると今後 ともこの分野へ参入す る企業数は,ま すます増加の傾向 にある ことが予測 されている。

　 外国企業 において も米国の メー カか ら欧米の中堅企業 に至 るまで参入 して,す でに約20社 を超え

て い る 。

　 以上の とお り,我 が国の コンピー ユタ産業 は,他 産業 にはみ られない多様性 とその複雑性が あり,

特 異 な産業形態 を呈 している。 とくに,こ れ らの情報流通 の内容 について も企業個別の戦略的な ミク

ロ情報か ら産業動向 など全体 を把握す るマク ロ情報 まで様 々で ある。 コン ピュー タ産業 は,我 が国 と

して歴史が浅 く,と くに技術開発,企 業化等 においては,米 国 に比べて後進 的要素が あるため,こ の

産業 の情報流通 は,従 来において消極的 で あ り,内 外の重要情報 は大部分が閉鎖的で あった。 この理

由は,重 要情報 のほ とん どが外国企業 の新製品開発 な どによる戦略的な情報 であ り,高 価な情報 と し

て一部関係者のみの流通で あった。

　 しか し,最 近 は国産 メー カ もよ うや く産業基盤が醸成 し,か つ国際競争力の増強によ って国産,外

資系 ともども新製品動 向,技 術動向,企 業動向な どの重要情報 に対するニーズ も多 くな り,コ ンピュ

ー タ産業 に関する内外 の情 報流通 を本 格的 に検討すべ き段階にきている
。

　 (2)コ ン ピュー タは技術 先端産業 である。

　 コンピュー タの技術 は,半 導体技術,デ ィジタル技術,制 御技術,構 成部品技術,デ ータ伝送技術,

パ ター ン認識技術 ,ソ フ トウェア技術,シ ステム技術,信 頼性技術等,こ れ ら電子工業 の先端技術で

あ り,か つ総合技術が駆使されてい る。 とくに,こ れ らの技術革新が激 しく先端的で あって一般 には

この技術革新 のサイクル を世代区分で表 わ している。現在は,超LSI(64Kビ ッ ト/チ ップ)を

実装 した第4世 代の計算機 システムが,1980年 初 頭に出現 し,こ の世代 のサ イクルは5～8年 ご

とに更新 されてお り,そ の時代 の先端技術 を象徴 している。 これ らの先端技術 に関す る情報は,主 に

米国等か らの入手が多 く,か つ戦略 的な情報 であるため,情 報収集 にあた っては問題 も多い。

　 内外の コンピュータメー カは,こ の ような技術革新 に対 して絶えず研究開発に膨大な投資 を行 って

お り,先 端技術 に対する企業 のイメー ジは,ま さ しくサベイパル戦略 ともい われてい る。従 って,こ

れ ら海外 の先端技術 に関す る情報収集は,当 産 業界に とって以前にも増 して重要視されてい るが,現

実 には,こ の分野の情報はます ます潜在化 の方向にあるため,情 報入手 において も厳 しく険路 にな っ

ている。

　(3)コ ン ピュータは知識集約産業 である。

　 コンピュー タ産業は,情 報化 を支 えるのみでな く省資源,無 公害,高 付加価値 に して典型的 な知識

集約型産業 とい われてい る。 また,コ ン ピュータの利用による波及効果は,自 ら産業構造高度化の中

枢 を担 うほか,他 産業 へのシステ ム高度化 を促進 し,社 会 および国民生活の様式 まで も変遷 させる大

きなインパク トを与えてい る。 このためコンピュー タの重要性 を認識させ る情報流通が必要不可 欠で

あり・例えば・ コンピュー タのハー ドウ ェア,ソ フ トウェア に関す る豊富な教育情報,ア プ リケ_シ
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ヨンシステム実例,ソ フ トウ ェア ・パ ッケー ジな ど,多 種の情報流通が,我 が国 の健全 な情報産業の

発展 において今後の大 きな課題 で ある。

　 (4)コ ン ピュータは高成長産業 である。

　 昭和54年12月 末 におけ るコンピュー タ生産額 は,1兆 円 の大台を超 え,約1兆L234億 円 と

な った。 この産業の成長は,対 前年比伸び率 でみ ると約23%で,他 産業 にはみ られない高成長 が続

い て い る 。

　 一方,通 産省 では,我 が国の コン ピュータ産業 の振興 と健全 な情報化促進(国 産,外 資 とのシェア

バ ランスな ど)を はかるため ,「 電子計算機納入下取調 査」 を実施 してお り,こ の統計 調査 によると

昭和54年3月 までに実動台数 は約60,000台,販 売金額ベースで約3兆2.183億 円 の規模 に達

している。

　 これ らの統計情報は,通 産省の指定統計で あって,そ の情報は通産公報等 の公刊紙 あるいは工業

新聞,専 門雑誌 などへ掲載 され一般へ の情報流通 がはか られ てい る。

　 また,　 (社)日 本電子工業振興協会(電 子協)に おいても,コ ンピュータ産業界の団体機関 として

通産省 の統計調査の対象(主 に汎用 コン ピュー タ)を 補完 する意味で次の ような専角 コンピュータの

自主統計調査を実施 している。

①

②

③

④

オ フィス コンピュー タ(54年 度 出荷状況)

　 台 数 　 　 20,828台 　 (前 年 伸 び率 　 　64%)

　 金 　額 　 　 　L4.63億 円(　 　 〃　 　 　 70%)

ミニ コン ピュータ:(54年 度 出荷状況)

　 台　数　 　　 8,648台 　 (前 年 伸 び 率116%)

　 金 額 　　 1.270億 円(　 〃 　 　 16%)

マ イ クロコン ピュー タ:(54年 度 出荷状況)

　 台　数

　金　額　 　　 1.217億 円(前 年 伸 び率1

周 辺 端 末 装 置　:(54年 度 出荷状況)

　台 数 　 656,768台 　 (前 年 伸 び 率.70.7%)

　金 額 　　 7,261億 円(　 〃 　 　 29.5%)

(マ イク ロプロセ ッサ+LSIメ モ リ約21百 万 個)

　　　　　　　　　　　　　　 93%)

6.　2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 6.2.1　 業界内ネ ッ トワー ク

　電子協 は,昭 和33年3月 に政府 の電子工業振興政策(コ ンピュータなどの産業用電子機器 を主体)

に呼応 して,我 が国電子工業の有 力会員(メ ー カ)に よって設立 された。以来,電 子協 は,政 府施策

の趣 旨にそ って,電 子技術 の向上,電 子機器 の開発,電 子工業 の合理化 な ど,っ ぎの とお り我 が国電

子工業 の振興,発 展に資 してい る。

　(1)会 員 構成による情報拠点
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　 電子協の会員は,現 在,正 会員(電 子機器製造企業)94社,賛 助会員(非 製造企業,団 体機関等)

54社 が 入会 し,こ の会員構成 による事業運営 とともに政府 および業界間相互の情報拠点 としての役

割 を担 ってい る。

　 会員の うち,コ ンピュー タ ・関連機器企業の会員は,全 体の うち約40%を 占め,そ の他は電子機

器関係,電 子部品 ・材 料関係 となっている。

　会員および賛助会員への情報拠点,サ ー ビス等 の主な内容は,つ ぎの とお りである。

　① 電子工業の うち,と くにコンピュー タ ・システ ム,産 業 ・社会開発 システム,高 性能電子材料

　　等の内外 における動向調査

　② 電子機器産業の生産,輸 出入,出 荷状況,需 要予測等 による統計調査

　③ 電子関連機器(コ ンビュー久 工業 システム,電 子応用機器,電 子部品材料等)の 技術開発,

　 　改 良,信 頼性 などの技術向上,生 産の合理化,普 及促進等の調査研究

　④ 電子機器 の税制対策(優 遇措置),特 許 対策 標準化推進,そ の他業界の問題解決策,将 来 の

　　長期展望,展 示会,講 演会 による国産機器 の普 及策等

　⑤ 海外途上国への情報化協 力

(2)部 会 ・委員会 を中心 とす る情報拠点

　電子協 では,コ ン ピュータ ・関連機器産業 の情報拠点 として重要 な位置付け,役 割を担 ってお り,

この中心 となるのが,部 会 ・委員会 の組織 体制 である。(図6-1　 参照)

　 各部会 ・委員会 においては,そ れぞれ国産企業の産業基盤強化のための振興政策,内 外 のハー ドウ

ェア,ソ フ トウェアの技術 開発動向,市 場動 向,標 準化,安 全化,特 許 対策などについてそれぞれ年

度計画 に基づ き調査研究が行 われ,そ の成果 を報告書 に とりま とめている。

　 これ らの報告書類が電子協の情報流通 と して会員 をは じめ,関 係官庁,関 連機関等へそれぞれ提供

している。 また,必 要 に応 じてユーザ,一 般へ も業界情報 として一部公表 し,ニ ーズ に対応 している。

　 とくに業 界の積極的PRの 一 環 と して,コ ン ピュー タ ・システムの製品一覧,周 辺端 末装置 ガイ ド

ブ ック,マ イク ロコンピュー タ ・データブ ック等 を刊行 し,ユ ー ザなど各方面へ国産製品 の情報提供,

サ ー ビス などを図ってい る。

　 また,電 子協の会員 に対 するメインサー ビス としては,機 関紙 「電子工業月報」の定期刊行があ り,

コンピュー タは じめ関連電子機器 の トピックス,前 記委員会 による成果報告,斯 界専門家による話題

寄稿 解説等,広 く電子工業分野の重要情報 を集約 した公的機 関紙 とな っている。

　 この機 関紙 は,会 員 への情報サー ビスのみな らず,電 子協 の公的情報流通 として関係 官庁は じめ,

関 連団体機 関の相互の情報 交流,調 査活動 な ど,電 子協の位置付 けを明確 にす る重要 な役割 を果 して

いる(図6-2　 参照)。
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図6-2　 電子協を中心 とする国内の主な情報源
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　 6.2.2　 政 府 ・ 産業間ネ ッ トワー ク

　通産省 では、 コン ピュー タの重要性 と将来性 を見通 し、昭和20年 代 後半か らハー ドウェアの試作、

開発、企業 化等 の産業振興策を講 じてお り、その開発普 及のための制度化、 資金確保、利用高度化計

画 など、国産業界 と一 丸 となって、 コン ピュータ産 業 の 基 盤 強化 を図っている 。電子協 では、 この

政府?産 業 間 の ポ リシ イボ ー ド機 能 と産業 振興策の情報拠点 として各種 の調査活動 を実施 してい

る。

　 このよ うな、 コン ピュー タ産業に おける官 民一体化 による強力な産業振興政策 の背景 には、米国等

先進国の企業格 差、技術格差が大 き く、 この格差是正のために西欧主要国は もとよ り、我 が国 でもコ

ンピュー タ産業 の特異性 と、 将来の技術立国としての姿勢 を反映するために、 政府 のコンピュー タ産業

に対する種 々の支援、強化 を図 っ てお り、例 えば、補 助金の交付、行政指導などが実施され ている。

　 これ らの官民一体化 による共同プロジェク トの主な内容は、つ ぎの とお りである。

　(1)産 業 振興、基 盤強化等補 助金(通 産省)

　 　① 国産電子計算機 センターの開設

　　② 大型計算機 の研究開発(FONTAC)

　 　③IBM370シ ステ ムの新 シ リーズ開発(Mシ リーズ、　ACOSシ リーズ、　COSMOシ リ

　　　ーズ)

　 　④ 超LSIの 研究開発

　　⑤ 次世代基本技術の開発(OS、 新 周辺 端末技術等)

　 (2)大 型 プ ロジェク ト(工 技院)

　 　① 超 高性能電子計算機 の研究 開発(昭41～46年 度:約100億 円)

　 　② パ ター ン情報処理 システ ムの研究開発(昭46--55年 度:約220億 円)

　 　③ 科学技術用 高速計算機システ ムの研究開発(昭56-63年 度:約310億 円)

　 上記の研究開発は、我が国のナシ 。ナル プロジェク トとして、官民の共 同研究であ り、 これ らの研

究成 果 は 、米 国 の技術 レベルに十分対応で きるものであ り、かつ技術格 差の是正のためにも大 きな

期待がかけ られ てい る。

　 しか しなが ら、米国では絶 えず宇 宙開発 や軍の各プ ロジ ェク トによる膨大 な研究開発投資が行 われ

てお り、 これ らの先端技術の開発 競争は、終点のない戦い といわれている。 このために も我 が国 とし

ては政府 をは じめ産業界が総力 をあげ て、 この大型 プ ロジェク トを強力に推進するな ど、共同研究体

制の確立が、今後 とも必要不可欠である。

'

`

　 6.2.5　 海外情報ネ ッ トワー ク

海外 におけ る情報収集 は、個 々のテー マによっても異 なるが、現状 の主な機能 を述べ ると次のとお

りであ る。

(1)海 外 駐在員 による情報

　 東欧、欧米、東 南ア ジア等の コンピ ュータ関連産業、 コンピェ一夕の利用状況
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　 (2)　 日本貿易振興会(JETRO)の 情報

　 匡関係諸国の経済 状況、 コンピ ュー タ関連 統計

　 (3)海 外 関連 団体 機関 との情報交換(資 料等)

　 　 o　 標準化関係(ISO,　 IEC,　 CBEMA,　 ECMA)

　 　 o　 安全化 関係(IEC,　 CSPR,　 VDE,　 BSI)

　 (4)専 門調査員 および調査(視 察)団 の派遣による情報

　 t特 定命題に よる専門技術者 の派遣あ るいは専門家チームの欧米 派遣

　 (5)委 員 会等 の調査研究による情報

　　 海外の関連文献 ・資料 に基づ く重要情報 の体系的整理

　 (6)外 部専門調査機関への委託調査 による情報

　 {必 要に応じ、特定 テーマに基づ く海外重要情報 のとりまとめ

　 以上 の海外情報の収集、分析結果は、 と りあえず関係部門へ報告 するほか、内容如何 によっては、

会員 あるいは、一般へ報告書、講 演会等 を通 して公表する機会 もある。

●

6.　5　 情報 ネ ッ トワー ク化 へ の 課 題

　 6.5.1　 情 報の的確性 、速応性 、簡便性

　 我が国 のコンピュータ業界は、前述 の とお り欧米の主力メーカが進出 して お り、す でに業界情報 は

国際性 を もってい るともいえよ う。 このため、業界の関連情報 については、企業の健全 な競栄競存の

ために も情報の的確性 が要求され て こよう。 さ らに、国産、外国 メー カともに相互の競合に必要 な産

業 データは もとよ り、ユーザニーズに対す る速応性 が戦 略上から最 も重視 されてこよ うq従 って、種

々の情 報(又 はデ ータ)を 十分戦略的 に利用 し易 くす るためにも個々の情報 ごとにデータベ ース化が

必要であ り、 この簡便性 に対す るニーズが 高まってこよ う。

　 コンピュータ産業 の関連情報は、当初 において業 界自か らの重要情報デー タの収集 な ど、整理 を図

ってきたが、 これ ら各種デー タの蓄積 と内容の充実化 に伴 って他産業か らのニーズ も多 く、市場の利

用形態、需要予測 、産業構造な ど、 よ り高度 なデー タサー ビスが要 求され て くる もの と予想 され る。

　 一方、コンピュー タの技術進歩は、将来 にお いても飛躍的展開が予測 され るが、我が国 のコンピュ

ータメーカは、 ユーザシステムのニーズ を早急 にキ ャッチア ップするとともに新技術の実装によるコ

ス ト・パ フォー マンスの優れた システ ム開発が大 きな課題である。

　 このため、電子協 におい ては'、常時、 コンピュータ産業の最新情報を整備するのは もとより、デー

タベ ース化 とネ ットワーク化に より情報 の有 効活用を図ることは、業界団体の使命である と考える。

　 6.る.2　 情 報サービス体制の整備

　コンピュー タ産業 は、歴史的に も新 しい産業であって、 この産業界 の情報拠点 として電子協 の位置

付け、機能、組織体制 は緒 についたばか りである。最近 のコンピュー タ関連の必要 な情報量は、ます



ます増大 し、その範 囲 も広範 に亘 ってい るので、 これ ら関連団体 との相互協 力を行い、まず、情報網

のデー タ整備や、情報の入手経路を明確 にするなど重要情報 に対する二重投資の無駄 を省 くことが先

決である。 さ らに、入手 した各種情報 を体系的 に整理分析 し、電子協 では、会員 をは じめ関係官庁、

関連団体へ の情報 ニーズに応 じ迅速 に加工 し提供するサー ビス体制が必要 である。

　従 って、電子協では、 このデータ整備 をは じめるに当 り、各種統計データの一元的管理 とともに、

デー タベース化 のための組織体制の確立、予算化が今後 の課題 である。

'

亀
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ス　 エ ネルギー 情報 ネ ッ トワー ク構想

7.1　 産 業 活 動 とエ ネ ル ギ ー 情 報 流 通

　 1973年 の第1次 石油危機 を契機 と して、産業活動ひろ くは社会活動 の血液 であるエネルギーの

もつ重要性 に、深 い認識の 目がよ うや く払 われ るに至 った。その後事態は一層深刻化 し、OPEC諸

国 の強行値上げ と不安定な中東政 治情勢 による供給不安 とい う爆弾 を抱え る石油 に対 して
、代替 エネ

ルギーの開発 と効率的 エネルギーの使用 を二柱 とする脱石油の道 が全世界 を通 じて指向されてい る
。

　 特 に 日本の ような石油の99%を 輸 入石油 に依 存す る加工貿易国 では、 エネルギー問題 を率先 して

分析 し、国際間 に対処 していか なければな らない。さ もなければ、 エネルギー資源 を海外か ら導入す

る無理が、 日本 を して再び国際的に孤立せ しめる虞れ無 きにしも非ずであろう
。

　 さて、 エネルギー問題 を的確 に把握 し分析 してい くためには、何 とい って も確度の高い基礎デー タ

の整備が不可欠である。基礎 デー タは、大 きく言 って、統計数値情報の形 で提供され る定量的デー タ

と文章情報 の形で提供され る定性的デー タ とに二分 され る。文章情報 にっいては、'「産業別情報拠点

パ イロ ットシステムの研究開発」 において言 及す るので
、本論では、統計数 値情報の面か ら考察す る。

　 エネルギー基礎統計は、エネルギー統計 月報、ガス事業統計月報、電 力調査統計月報 など各種 月報

とそれぞれの年報の形で、通商産業省 か ら公表 されている。 このエネルギー基礎統計 に基 づいて、(財)

日本 エネルギー経済研究所が作成 しているエネルギーバランス表 を表7-1に 示 す。 エネルギーバ ラ

ンス表 は、社会の各種活動部門 を通 して、1次 エネルギーが生産 あるいは輸入 され、2次 エネルギー

に転換 され、最終消費 され てい く様 を、定量的にマ トリックス表示 した ものである。

　 エネルギー問題 を的確 に把握 し、分析 するためには、個 々のエネルギー基礎統計 を月ペースで収集

するだけでな く、 このよ うなエネルギー ・バ ランス表の形で社会全体のエネルギー ・フローをおさえ

てい くことが不可欠である。 エネルギー基 礎統計 も、 このエネルギー ・バ ランス表 を構成するために

どのよ うな統計が必要か とい う観点 か ら基本的 には収集 されるべきで あろ う。

　政府公式統計 か ら作成 した エネルギー ・バ ランス表の紹介 を行 ったが、 このエネルギー ・バ ランス

表 に も現状 ではい くつ も問題点 がある といわねばな らない。列記する と、

　 1.現 在 の政府公式統計は、供給者サ イ ドか らの供給統計 で、最終 消費者サイ ドの消費統計でない

　　　ため、現状 とズ レが生 じる。

　 2.自 家 発電の燃料源、発 電量 あるいは民生部門割振 のためのエネルギー基礎統計 などの整備が不

　　　十分 なため、 この面でのエネルギー ・フロー を十分把握 で きない。

　 3.産 業 部門を現在の エネルギー ・バ ランス表 よ りもさらに細分類 しようとして も、現在の政府公

　　　式統計では不可能である。

などの点が挙げ られ る。
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　 現在 の緊迫 したエネルギー情勢 の もとでは、各産業部門のエネルギー収支 を一層細 か く分析 し、民

生・交通部門の細 目の エネルギー需要を把握 し
、 エネルギーの代替関係を的確 巨 さえざ 将来に徹

る必要があると言 ・て 醐 言 ではなかろ う・本論 の主 旨は、 このよう媚 的 のために、 エネ、レギ_情

報 ネ ・トワークを齢 し・産業働 ひろ くは社会 醐 の血液であるエネ・レギ_の 流通 の鵬 イヒと糖

の効率化 を図ろ う、 と主張す る点 にある。

7.2　 エ ネル ギー 情 報 ネ ッ トワー ク

　エネルギー情報ネ ットワークの構想図 を図7-1に 示 す。以下情報 の各次元 に応 じて、ネ ットワー

クについて詳説す る。

σ

　 7.2.1　 産 業 別 ネ ッ トワ ー・一ーク

　 エネルギー基礎統計は、基本的には下部構造組織体から種々のエネルギー統計の積み上げにより、

国家 レベルの統計 に形成 される。従 って、この産業 別ネ ットワーク と次の地方 官庁別ネ ットワークは
、

エネルギー統計情報の根幹をなす最 も重要な ものであ る
。

産業別 ネパ ワークの頂点すなわちネ ・ト・一 クの メイン・ンピ・一 夕は洛 麟 界 を主導す る業

界団体(例 えば、鉄鋼業界は鉄鋼連盟、石油業界は石油連盟、電力業界は電気事業連 合会)が 管理 し

ここへその業界 に所 属す る会社の会社内の合計データ あるいは平均 デー タを集積す る
。その目的は、

一つには
、 ここで業界 内の合計デー タあるいは平均デー タを作成 し、国家 レベルの合計 デー タあるい

は平均デー タ を作成 するための基礎データ とする ことである
。 また一つには、業界内でのデー タに基

づいて、業界内のエネル ギー需給全体計画 を策定 し、 その産業活動 の円滑化 を図ることである。

　 このような構造 は、業界に所属する会社 レベルの範 囲では、 すでにで きあが ってい るよ うに思 われ

る。すなわち、個 々の会社は メインコンピュー タを本社 に設置 し
、各工場、各支社 と結び、種 々の情

報 を往来 させ、会社全体 の経 営計画 の策定 を行 っているはずである。

　 7.2.2　 地 方官庁別ネ ットワー ク

　 エネルギー の場合 には、産業 活動面の他 に、家庭用 の電力消費 とか灯油 消費など民生活動面 でのエ

ネルギー消費 を把握す ることが必要 である。 こ の役.割 を 担 うためには、各県庁 をネ ッ トワークの頂

点 と して、市町村 レベルか らデー タを集積 しなければ ならない。

　 各地 方自治体 のエネル ギー消費計画策定のために も、 このよ うな基礎データを集積 した メインデー

タバ ンクを持 ち、ネ ットワークを構成す ることは必要 で あろ う。

㊨

　 7.2.5　 政 府 ・産業間 、政府 ・地方官庁間 ネ ッ トワー ク

　産業別ネ ットワークで集積 された業界内の合計データあるいは平均 データのうち、国 家 レベルのエ

ネルギー統計 に必要 な基礎デー タが、政府 のネ ッ トワー クの メインコンピュータのデー タバ ンクに格

納 される。地方官庁別のネ ットワー ク も同様 に、国 家 レベルのエネル ギー統計に必要 な基礎デ_タ を

一62一
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政府 ネッ トワー クの メインコンピュー タに格納 す る。 これ らのデー タに基づいて政府は、国家 レベル

のエネルギー統計 を作成 し、 これ らを逆 に政府 ・産業間 、政府 ・地方官庁間ネ ットワーク を通 して、

末端 まで流通 させ る体制 を取 る ことが肝要 である。

　 また これ らの基礎 デー タに基づいて、業界ネ ットワークの メインコン ピュー タや地方官庁ネ ットワ

ークのメインコンビ一夕 と対話 しなが ら
、国家 レベルのエネルギー需給の標準予測を策定す ることも

政府 ネ ットワー クの メインコンピュー タの大 きな仕事 である。

これ まで、たびたび政府ネ ッ トワー クとい う言葉 を使用 してきたが、政府の各省庁がそれぞれ コンピ

ュータを持 ち、 自省 のデータをデー タバ ンク化 し、 これ らの コン ピュー タをネ ットワー ク化すること

が、是非 ともなされるべ きことでは なかろ うか。 このネ ッ トワークの頂点に政府情報センターのメイ

ンコンピュータが位置 し、各省庁の種 々のデータを自在 に共用 できるよ うになれば、 これだけで も大

変な効果が期待 され るはずであ る。

●

■

　 7.2.4　 産業間 、地方官庁 間ネ ットワーク

　 縦のネ ットワークを構成す ることによ り、国家 レベル、業界レベル、地 方官庁 レベルな ど種々の階

層 でのデー タが、 それぞれ のネ ットワークの中心 のコン ピュー タに格納 されることにな る。 これ らは

国家、業界、地方官庁 で独 自性 を もつ もので あるが、 ある意味では平均標準化 されたデー タでその中

の ミク ロ単位 の独 自性 は打 ち消されてい る。従 ってこの ようなネ ッ トワーク化 で共通 の土俵がで き、

ギブ ・アン ド・テ ェイクによる情報交換の可能性 が生 まれると言 えよ う。 これが、産業 間ネ ットワー

ク、地方官 庁間 ネ ットワークなど横 ネ ットワークの基盤 となるもので ある。

　 エネルギー有効利用の面か ら考える と、 この横 ネ ッ トワークで流通 するエネルギー情報 の分析 か ら

産業間での廃熱 の有 効利用、 自家発電の有効利用 とい った方策が具体的 に実現 された り、不足エネル

ギー物品 の地方間 あるいは産業間での円滑化 が図 られた りすることが望 ま しい。

　 実際に、エネルギー面 では、今後 ますます海外 か らの供給 に厳 しい条件が課せ られ ることになろ う。

我が国 で使 用できる総 エネルギー量 が枠付け られ ることになれば、その総枠 の中で、各社会活動部門

の主張 をぶつけ あって、分配 していかねぱ なるまい。 このためには、 このようなデータ ・ネ ッ トワー

ク を構成 し、産業間相互、地方官庁相互をネ ッ トワー クで結び、さ らに政府 と結んで、互いの主張 を

ぶつけあえる共通の土俵(場)を 用意 してお くことは不可欠 であろ う。

7.2.5　 海 外エネルギー情報ネ ッ トワー ク

　エネルギー問題 は、単 に国 内だけの総枠の問題 ではな く、地球全体 に対 して総枠がはめ られていて

それ を各国かいかに分配 して効率的 に使用す るか とい う問題 に発展 している。石油 を凌駕するような

代替 エネルギー源が開発 され ない限 り、 この事情はますます深刻化す るであろ う。従 って国 内のエネ

ルギー情報 を ミク ロ ・レベルか ら集積 するだけでな く、海外 のエネルギー情報 を集積 することが不可

欠で ある。

　 このためには、官 は もとよ り民 も、それぞれの レベル に対応す る海外団体 と交渉 を持 ち、種 々の情

づ
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報 を入手 しなければならない。情報入手の交渉先 としては、政府は、国連、OECD、 　 IEA 、　OP

EC、 各 国 エネルギー省庁、業界団体は、 各国 の対応する業界団体、民間研究機関が考 え られ る。 こ

の情報交換の基盤 となるのは、 ギブ ・アン ド・デ ェイクの精神であろ う。結局 の ところ、 日本 国内で

確 固たる情報ネ ッ トワーク網を形成 し、情報交換に耐え うるデー タを集積 しなければな らない とい う

一点へ
、話は戻 ることになる。

、

●

7.5　 エ ネル ギー情 報 ネ ッ トワ ー ク とコ ン ピ ュー タ

　 すでに述 べてきたよ うに、エネルギー情報ネ ットワーク では、一台の超大型 コン ピュータを中央 に

セ ットし、 これ と末端端末 を結ぶ端末 ネ ットワーク ではなく、各業界、各省庁、各会社、各地方官庁

が独 自のコンピュー タを持 ち、 これがネ ットワーク を結ぶ コンピュー タ ・ネ ットワークにすべ きであ

る と考 える。 これは各 レベル内での機密 を守 るためで、各 レベルは、 レベル内の ミク ロの独 自性 を打

ち消 してマク ロデー タ として、それぞれの上の レベ ルヘデ一夕を送ればよい。 また各 レベルがコン ピ

ュー タを持 つ(こ れは独 自のデータバ ンクを持つ ことを意味する)こ とにより
、上 のレベルか らリタ

ー ンされ るデータ と独 自の ミク『データを併 せて、独 自の分析 を行 うことが可能 となるはずである。

　 ただ し、各 レベルで持つデータバ ンクの構造 とデー タバ ンクを管理 するソフ トウェアは、集積 した

国家 レベルのデー タが標準化 され るように、共通の ものを使用するのが望 ま しい。従 って、デー タバ

ンク管理 ソフ トウェア に関 しては、各 レベルがそれぞれ開発す るよ りも、国が種 々の コン ピュー タで

汎用的 に使用できる精巧 なものを開発する必要が あろ う。各デー タを分析、応用す るソフ トウェアは

もちろん各 レベルが独 自に開発すれば よい。

　 コンピュー タ ・ネ ッ トワー クでは、異機種 コンピュータ間の情報転送 が大 きな問題 の一つで あるが

最近 はコー ド変換器 が発達 してきてい るので、 ネ ットワークを組む上では あま り大 きな障害 にな らな

い とみ られる。

■

,

7.4　 エ ネル ギー情 報 ネ ッ トワー クに お け る期 待 と効果

　 このエネルギー情報ネ ッ トワークができることによって最 も期 待され る点は、 エネルギー に関連 し

た社会の種 々の活動 部門間 での対話径路が形成 される ことである。エネルギーの問題 は
、総枠の限定

され る問題 であるか ら、その枠 に入 るエネルギー需給の計画 を策定 しなければな らない。基 礎デー タ

をデー タバ ンク化 し、それに基づ く合理 的な主張 を出 し合 っては、 コンピュー タを利用 した数学的手

法 で積算 とバランスを繰 り返 し、すべて に納得 のい く線 を出す とい う操作が必要 になるのではないだ

ろ うか。

　 こうしたネ ットワーク を形成することで、 デー タの標準化が行われ、 これまでパ ラパ ラに採取 され

ていた統計 に統一観 が生 まれ ることが期待 される。 この ことによ り、例 えば、最初 に示 したエネルギ

ー ・バ ランス表の基礎統計は一層信頼度の高い もの となるで あろう
。

　 これまで各社 ごとには独 自のデー タをコンピュータに入れ、各会社 プラントのエネルギー収 支の計

算 を して きた と考え られ るが、産業間 のネ ットワー クを形成す ることで、エネルギー ・アナ リシスの
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手法 などを用い・ よ り境 界 を広げて、 エネル ギー収支の分析 が可能 になると考え られ る。

7.5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク にお け る問 題 点
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 /

　 7.5.1　 マ ネジメン ト上の問題

　 エネルギー情報 ネ ットワークをマネ ジメン トする上で一番問題 になるのは、デー タに関 して必要 な

機密 をいか に守 るか とい うことである。 コンピュー タ ・ネ ッ トワークの形で考えてい るか ら、各 レベ

ルで自レベルに必要 なデー タを整備 し、・管理 する体制 を取 ることが可能 である。従 って、それ らの中

か らレベル全体 の集 合デー タあるいは平均 デー タのみを より高い レベルのデー タバ ンクに格納 する と

い うことで、 ある程度 は機密 を保つ ことがで きる。

　 しか しなが ら、 このよ うな条件下 にあると して も、高位の レベルは低位の レベルに対 して、 どのよ

うなデータを要求するか とい うことを明確 なデ ィスカ ッシンを通 して決定 し、それ以上のデー タを要

求 しない体制 を敷 くことが必要 である。

　 このよ うなコン ピュータ ・ネ ッ トワーク を運営す る基本精 神は、やは りギ ブ ・アン ド・テ ェイクに

あると考え られ る。従 って、 高位の レベルが低位の レベル に対 して、 自レベルに必要 な基 礎デー タを

一方的 に要求 するだけでな く
、高位 のレベルが集 めた基礎データに基 づい て行 った種 々の分析結果、

予測結果 を低位 のレベルに十分サー ビス できるよ うなマネジメン ト体制 を組む ことが重要で ある。

　 このよ うなネ ットワーク を形成す る意義が発揮され るのは、なん とい って も、それを通 して流すべ

きデー タベースが存在 してこそである。その意味か ら、デー タベースの作成、更新、修正 をスムース

に行い、データベース を有用な状態に維持で きるマネ ジメン ト体制 を敷 くことが重要 なポイン トとな

る。

■

　 7.5.2　 技 術 上 の 問 題

　 最近 はインター フ ェースの進歩がめざま しく、 コンピュー タの相違 がネ ットワーク形成のために絶

対 に乗 り越 え られ ない障害 であるとい う時 代は去 ったよ うに思 われ る』 しか しなが ら、 コンピュー タ

・ネ ットワークを組む上 では
、中心 に超大型 コン ピュー タを一台置 いた端末ネ ッ トワーク と異 な り、

異機種 コンピュー タ間の通信関係 をどの よ うに組む か とい うことが技術上最 も大 きい問題 で ある。

　 デー タベース ・マネジメン ト・ソフ トウ ェアは、 レベル によって異 なったソフ トウェアを使用 しな

ければな らない必然性はない。 これに関 しては、国 が多大の費用 をかけて、汎用性の高い、 きわめて

優 秀なソフ トウェア を開発するのが望 ま しい と考える。各 レベルはデー タベース を利用するための、

ア プ リケー シ ョン ・ソフ トウェアの開発 に力 をそそ ぐべ きで あろ う。

　 すでに述 べたよ うに、誤 りのない有用 なデー タベース を即時性 をもって作成す ることが急所で ある。

従 って、 ソフ トウェアの開発に よりデー タ ・インプッ ト、データ ・チ ェックの作業 をで きるか ぎり自

動化 し、人力の負担 がかか らない ようにする必要 が ある。 このためにも、データベース ・マネ ジメン

ト・ソフ トウェアはいい ものを開発 しなければな らない。

ψ
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8.化 学 産 業 にお け る情 報 ネ ッ トワー ク構想

8.1　 業 界 活 動 と情報 流通

■

●

、

　 8.1.1　 化 学産業のアイデンテ ィテ ィと情報

　 化学産業の情報流通 を考 える場合、最大 の問題は化学産業それ 自身に関す る定義が必ず しも明確で

ない ことである。 日本標準産業分類 によれば、化学産業 は 「化学的処理 を主な製造過程 とする事業所

および これ らの化学的処理 によって得 られた物質 の混合、叉は最終処理 を行 う事業所 のうち他の中分

類 に特掲 されない もの」 とな っている。一般 に産業 を分 類す る場合、需要の側か らみ て用途 がほぼ同

じで密接 な代替関係 にあ り、特定の市場 を構成す る商 品群 を一 つの産業 とするか、 あるいは供給 の側

か らみて生産 され る財 の生産技術上 の類似性 を基準 と して類別 するかのいずれかの方法が とられるが

化学産業 の場合は、 「化学反応」 とい う技術上 の類似性 を基準 としている点で、後者の基準 による分

類 とみなす ことがで きる。 しか し、形式的な定義 の一意性 はそ こまでであって、具体的な産業 の概念

とい うことになると、そ¢～イメー ジは拡散 し、多元的 になる。

　 第1は 、生産技術上 の類似性 をもった周辺関連産業の存在 である。標準産業分 類によれば、他 の中

(大)分 類 に特掲 され る もの として 「鉄、非鉄金属の製錬及び合金、核燃料 の製造」(鉄 鋼業又 は非

鉄金属製造業 に)、　 「石油精製又はコークス製造」(石 油 ・石炭製品製造業 に)、　 「アルコール飲料 、

調味料、ゼラチ ンを原料 とする菓子、動植物油脂の製造及び食用油脂の精製」(食 料 品 ・たば こ製造

業 に)、　 「硫黄の蒸溜」(鉱 業に)、 「ガラスの製造、石灰石、 ドロマイ トのほ う焼」(窯 業 ・土石

製品製 造業 に)、 「ゴム製品製造」(ゴ ム製品製造業 に)な どが挙げ られている。 これ らの部門は、

「化学反応」技術 を利用 している とい う意味で広義 には化学産業 の一部門 とみなす ことが できる。事

実企業単位 で考 える と、化学 とアル ミ(つ い最近分類されたが)、 化学 とセメン ト、化学(ソ ーダ)

とガラス、化学 とコークス、化学 とアル コー ルといった兼業 は例外的な ものではな く、 これが企業 の

(産 業)分 類を複i雑にす る原因 となっている。

　 第2は 、 「化学的処理 の結果得 られた物質 の混合叉は最終処理 を行 う部門」が化学産業 に含まれて

いることである(「 素材型化学産業」に対す る 「加工型化学産業」の存在)。 塗料、 印刷 インキ、医

療、農薬 などは生産工程 の主要な技術が配合、混合 とい った物理的技術 であって 「化学反応 」技術が

主な技術 ではないが、現行の産業分類では化学産業 に一括 されている。それ ならプラスチ ック加工

も化学産業 に入れて しか るべ きだが、 これは 「その他の製造業」に分類 され、化学産業 の外 にある。

　 第3は 、化学産業 の内部の業種分類に も斉合性がない ことで ある。例えば、無機薬品、有機薬品は

商品 となる物質の分子結合構造の違 いで類別 されるのに対 して、化学肥料、医薬、農薬、塗料、 印刷

インキ、写真感光材料、合成染料 な どの分類は、物質 を用途 によって分類 した概念 といえる。 また、

油脂製 品、 ソーダェ業薬品、石油 系芳香族、 コール タール製品は主原料物質の組織 によっているのに

対 し、界面活性剤、火薬、 プラスチ ックは商品の物性 ない しそれか ら派生する機能 に着 目 した分類 と
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いえる。 このほか、石油化学、石炭化学、天然ガス化学、電気化学、木材化学 とい う分 類は出発 原料

による分類概念で あり、合成化学、高分子化学 、触媒化学、醗酵化学、生物化学 な どは技術 の種類に

よる分類概念 である。

　 このように、化学産業 の概念は周辺の定義 があいまいであ り、 内部の分類について も出発原料、生

産技術、製品等 の異 った基準が雑然 と使 われ てい るため、いずれの基準で統一 して も化学産業 の諸問

題 を解明するのには何 らかの不都合が生 じる。 この ことか化学産業 の情報流通 を妨げ る最大の原因 と

なっている。

　 〔以上の記述は、山下甫、山本勝已著 「化学産業」(東 洋経済新報社刊)に よった。化学産業のア

イデ ンテ ィテ ィの問題 は日本だけの問題 ではな く、化学工業分類再分割の論議 はアメ リカで もすでに

8年 前 に行 われ ている(D.M.　 K　I　E　F　ER"Chemicals　 1992:20years　 of　industrial　 change"

一 　 「化学 と工業 」
、1973年2月 号 一 に よる)。 技術開発 における境界領域 の進展、企業経営の

多角化 に伴い、 この問題の論議 は今後 ます ます大 き くな って も衰えることはない 〕

9

　 8.1.2　 化 学産業における情報の種類 と特徴

　 上記のよ うな問題がある ことを前提 と した上 で化学産業 の情報 を5つ の側面 に分 け、それぞれの内

容 ・特徴 を挙 げると次 の通 りで ある。

　 (1)製 　 品　情　報

　 個々の化学製品の生産、需給等 に関 する情報 で ある。化学製 品を情報の観点か らみた特徴は、①製

品数が他産業 に比べ非常 に多い こと(既 存化学物質 で数万 に上 るといわれ
、工業統計 の対象品 目でも

200を 超 える)、 ②連産品体系であること(2 、3の 原料か ら多数の製品ができる。 しか も技術的

条件か ら製品の量 の間 に一定の比率関係が あ り、その結果 として需要に関係な く生産 されやすい) 、

③化学産業 内の取引が多 く、 マク ロ統計 ではその動 きが的確に反映 され ない こと(製 品が次の段階の

原材料 になるだけでな く、 もとへ戻 って原料 になる場合 さえある) 、④中間材 として産業間 の取引が

多 く、最終化 学製品を除いて最終需要 との対応が明確 でない こと、⑤高接輸 出を含めて輸出のウ ェイ

トが高い こと(汎 用的 な化学製品 一 コモデ ィテ イ ・ケ ミカルズ ー では国際市況商品 として国際的

需給で動 くものがある。一方、円高を背 景に製品輸入がふえ、国 内で競合す るもの もふえている)な

ど。

　政府統計 としては、通産省の生産動態統計、工業統計、 日銀 の物価統計、大蔵省 の通 関統計な どが

ある。業種別団体では、生産 ・出荷(需 要産業 または用途別需要)等 について独自に集計 を行 ってい

る ところが多いが、価格の調査 については独禁法 との関係 もあ り皆無 とい ってよい
。エ ン ドユ ーザ

(需 要産業)別 あるいは用途別統計は需要予測 を行 う場合 に必要であるが、製 品間でその分類がまち

まち で斉合性 がないので、全体的 な需要予測 システム(例 えば10分 析)に そのまま使用 で きる状態

にはない。通関統計 は化学品 と目される製品が色々な分類 のところへ入ってお り、生産 または物価統

計 と連動 させるには組み替えが必要 で ある。

4　 ■
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●

　 (2)原 　料　情　報

　 化学産業の原料は、石油系原料 を始 めと して無機系原料、天然原料(動 植物油脂等)に わた り多数

ある。日化協 のア ンケー ト調査で回答が あった素原材料の数 は約50に 上 ったが、 これは例えば 「原

料油脂」 を1本 に括っ ているか ら、細分化すれば数 は もっとふえる。製品原材料 については、(1)の

製 品の数 と同 じく無数 とい ってよい。

　 製品原材料の問題は ともか くと して、原料(素 原材 料)の 大半 は海外に依存 してい るので、資源国

(と くに産油国)の 動向の把握は重要である。 また、石油系原料(ナ フサ)に ついて ロッテルダムで

自由市場が立 つので、欧州の動 きも把握す る必要 が ある。米国については原油価格のデ コン トロール

(国 内原油の統制価格の撤廃)後 の動 向が重要 となる。国内につ いては、エネルギー と原料 の係 り合

いが強いので、 エネル ギー政策の動向が重要 である。

　 (3)技 　 術　情　報

　 技術開発 は、化学産業 の存立基盤 であ り、技術情報は最 も重視 されなければな らない。戦後 の化学

産業 は海外 か らの技術導入 によって再建 されたので、従来か ら海外 との情報交流は活発で ある。最近

は生産技 術を中心 に自主技術の開発が進み、 クロス ライセンス もふえたが、先端的な研究開発の水準

は欧米に比べ てまだまだ低い とい われている?80年 代 の経営戦略 として各企業 とも素材生産偏重か

ら脱却 し、高付加価値型 のフ ァイン化路線を志向 しているが、化学産業の研究開発 の展開方向 と して

社会的ニーズ との関連 か らみて次の4つ の領域が挙げ られ る(前 出 「化学産業」 による)。

　① 資源エネルギー関連領域(省 エネ、代替資源 ・エネルギー技術の開発)

　 ② 人間の生命 と健康 の維持 に関する領域(食 糧、 医薬、医療機器 ・材料、 ライフ ・サイエンス)

　③ 環境保護改善に関す る領域(無 公害処理 システ ム、廃棄物処理 システム)

④ 情報化 の進展に関す る領域(エ レク トロニクス向け高分子材料)

　 これは、いずれ も業際的領域 で あり、 他産業か らの参入 もふえ ると思 われるので、産業間の情報交

流が必要 となろ う。

　 (4)物 　質　情　報

　化学産業に特有の情報である。新素材 ・新製品の開発 にあた って、化学物質の構造、物性、機能、

用途等 に関する情報は不可欠である。一方、環境 ・安全 問題の内外におけ る規制強化 の気間の高 ま り

に応 じて物質情報の重要性が ま してきてい る。後者 に関連す る内容の主な ものは次の通 りで ある。

① 環 境 ……環境基準、公害 汚染物質

② 安 全 ……既存化学物質、新規化学物質(安 全性評価)、 労働安全衛生

③ 保安 ・防災……危険物輸送(船 舶 ・航空等)、 毒劇物運搬、石油 コンビナー ト防災、高圧 ガス

　　　　　　　　保安、不安定物質

　 (5)経 　営　情　報

　上記4項 目に特定 されない もの として、マク ロ経済情報(国 内、海外)、 労働情報な どがある。 マ

クロ経済情報(化 学産業固有 の情報ではないので、内容 の詳細は触れない)は 商業ベー スのタイムシ

ェア リングで入手が可能 となっているが、 ミク ロ情報が弱いため中途半端だ とい う不満 があるよ うで
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ある。化学産業 の場 合、 マク ロの経済情報 とミク ロの製品情報 との結 合は不可欠の条件 であるが
、現

状は産業連関表において3品 目の表示 とい った扱い しか受げていない
。

　化学産業においてとくに問題なのは、生産統計 と雇用統計における事業所の分類と雇用者の分類 と
の不斉合 である。例えば、石油化学 コン ビナー トの工場 の一部で化学肥料 を生産 している場 合

、化学

肥料部門が雇用転換奨励金の対象業種 とな った として どう事業所 を認定 するか とい うのは きわめて厄

介な問題 であるが、情報処理 の場合 で も常 にその問題 がつ きま とう。化学産業 の定義 のあいまいさに

加えて、化学産業の従事者の数 も確定で きる ものがない現状 である。

8.2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 8.2.4　 業 界内ネ ットワーク

　 日化協 の会員構成か らみ た情報ネ ットワークの特徴 と問題点 を挙げ る。図8-1は 日化協を中心とした

情報源の結合状況で、図の下側に関連業界団体か掲げ られているが配列にはあま り意味はない。

　 日化協は、 「化学工業の発達に必要な事項について調査研究 し、業界の公正な意見を明 らかにする

と共 に、会員相互 の親睦、連絡及び啓発 を図 り、会員の事業 に共通の利益 を増進す る」こ とを 目的 と

する任意団体 で あって、法人(企 業)会 員(168社)と 団体会員(61団 体)と で構成され ている
。

上記の規約の中で情報 の収集分析 と情報ネ ットワークの拠点的性格が付与 されてい ることが判 るが
、

30年 前 の設立当時 にそ のことが強 く意識 されていたか どうかは不明である
。法人会員は化学品を製

造 す る メー カが 主 体 であるが、商社(10社 前 後)、 他 産業 メー カ(食 品、合繊、硝子、石油精

製、瓦斯等15社 前 後)、 外資系化学会社(販 売部門を含む3社 、合弁会社 を入 れる とさ らに若干 プ

ラス)も 会員 にな っているものが ある。他方、化学会社 とい って も化学品部門以外の事業 を兼営 して

い るところ も当然多い。

　団体会員は、明らかに他産業に属すると思われる団体(約10)を 除いて50団 体前後の業種別団

体 が会員 とな っているが、未加入の業種別団体 もあ り、必 ず しも連合体 と して意識 されているわけで

はない。 しか し、 日化協が個々の製 品情報 を直接扱 うことな く
、経済調査、税制、労働、環境、安全

等 の横断的 な事項 を主たる業務 としてい る点 において、一応の分担関係か成 り立 っていると判断 され

る。一方、個別の業種団体 も仔細 にみると製品別 に守備範囲がすっき り区分 されい るわけでな く
、互

いに重複が あった り、 あるいは階層的 な関係 にあった りして
、化学産業 の定義 ・分類 さなが らに錯綜

している。 これ らの もつれた糸をほ ぐして効率的な情報 ネ ットワーク を作 り上げ ることはい うほ ど容

易 ではない。次 に、8.L2で 挙 げた情報の種類に即して現状 と将来構想を記す。

　 (1)製 　 品　情　報

　 上 で述べ たように、個 々の.製品 については個別業種団体が主で、

　　　会員 コ 個別団体 二 通産省原課

とい う形の情報流通 はあって も、日化協 と結 ぶネ ットワークはない。 日化協か らは広義 の製品情報

(景 気動向・化学工業動 向一般、化学品の生産、貿易、物価動 向等)を 役員会(常 務理事幹事会
、理

事常議員会)・ 通産省連絡会、経済調査部会(経 企庁月例経済報告)等 の会合を通 じて一方的 に情報

一70一

9



●

●

　　　　　　 農林 水産省
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危険物輸送専門家委員会
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を提供するに止まってい る。

　 将来構想 としては、産業連関表あるいは景気動向指数等のフレームに基づいて個別製品を集約化 し、

ミクロとマク ロの情報 を結合 し、製品情報 の質 の高度化 を図る必要がある。 このためには、生産サイ

ドに偏 した製 品情報 を需要サ イ ドか ら再編成す る必要 があ り
、各種統計 の この面か らの整備が望まれ

る。 白化協 では、経済 委員会 の中 に 「需要予測手法 開発研究会」 を設け
、現在化学工業産業連関表の

作成 を行 っているが、 これが情報 ネ ッ トワーク化 の手がか りになるのではないか と期待 してい る
。

　 (2)原 　料　情　報

　 個別情報 については、例えば石 油系原料(ナ フサ)は 石化協(石 油化学工業協会)、 原料塩 につい

てはソーダ工業会等 と守備範囲が は っき りしてい るので、 日化協が介入することはないが、化学協会

全体 が関心 を もつ事項(例 えば、ナ フサ価格問題)に ついては、情報の提供を受け、時 には共同で運

動す ることが ある。

　 原料問題の全体的な構想 ・戦略 については、日化協でも各種研究会(か っては化学工業長中期展望

研究会原料問題分科会、現在は化学工業基本問題研究会)を 通 じて検討 を行 ってい る
。基本問題研究

会では、今回 原料問題 に関す るアンケー トをメー カ会 員 お よび業 種 別 団体会員 に対 して行い
、現在

とりま とめ中であるが、団体 の中 には この調査 をきっかけに初めて原料事情の調査 を行 った ところが

ある と聞 く。製品別 の原料情報 を把握す るとい うのは初めての試みであり、現段階 ではまだカバレッジ

が低 く、 かつ系統的 でないので将来 に課題 を残 してい るが、 これが整備 される と産業連 関表の投入面

の分析 の進展が期待できるとい う側面が ある(56年 か ら実施されるエネルギー 消費統計が これを促

進す るで あろ う。)。

　 また、電力の使用および契約状況 について、電 力 委 員会 で メー カ会員 に対 しアンケー トを行 って

いる。今回で2度 目であるが、 回収率 もよ く電力会社 との折衝等に役立 っている。電力委員会 を通 じ

ての関連団体 との協力、情報交流は円滑である。

　 (3)技 　 術　 情　報

　 技術委員 会で共同研究 のテー マを主体 に、大型枝術、次世 代技術プ ロジェク トの探求 を行 っている。

そ の成果 の1つ としてすでに 「CI化 学 研究組合」 を生み出 した。現在、業種別団体、他産業関連団

体 に対 し・それぞれの業界の研究開発課題 に関するアンケー トを実施 しているが、 これ も初 めての試

みであ り、将来のネ ットワー ク形成 につなが るか どうか結果が注目される。研究開発は化学産業 の存

立基盤 で あり、今後 の業際的な研究領域 の展開を考え ると情報拠点 と しての 白化協の役割はますます

大 き くなると思 われる。将来 構 想 に係 る もの として 「情報 システム と化学産業の情報交流関係」の

図を掲げてお く(前 出 「化学産業 」 よ り引用)。
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図8-2　 情報システム化学産業の情報交流関係

　 (4)物 　質　情　報

　環境 ・公害問題か ら物質 ・製品 の安全性、 あるいは防災 ・保安 の問題等化学物質情報 に関す る重要

性は内外 で 日に日に高まっている。既存化学物質 は ともか く.として、新規化学物質はおおむね既存の

業界団体 の網 にか からない ところにあるわけで、 この面 におけ る日化協 の情報拠点 と して果す役割 は

きわめて大 きい と思われ る。現 にOECDの 化学物質 アセスメン ト手法の調整 作i業には 日化協か ら専

門家を派遣 して協 力 している。また、 日化協 を母 体 と して出来 た 「日本化学物質安全 ・情報 センター」

は このほ ど通産、労働、厚生の3者 共管の公益法人 として発足 した。

　 (5)経 　営　情 　報

　前出の広義の製品情報 のほか、四半 期 ごと に メー カ会員 に対 して 「化学工業景況アンケート調査」

を行 い、発 表 している。化学産業全般 の景況 とそれ に対す る自社 の景況 の位置 づけに役立 ち、経営者

にとって羅針盤の役 目を果 している といわれ る。

　労働関係 にっいては、春闘、⇒時金等の交渉状況 にっいて情報を収集 し、 これ を速報 にと りまとめ

て会員各社へ流 してい るが、 この ような情報交換が賃金市場形成の役 を果 しているとい われる。 この

ほか、定年延長 問題等雇用賃金制度 につい ての調査研究 を行 い、会社間の情報交換 を図 ってい る。労

働組合 との情 報交流 も、昨年 「化学産業労使会議 」が発足 し、年2回 の割合で会合 をもつな ど活発化

してきてい る。

　経営情報の面 においては、事 の性質上、個別業種団体 との交流 はほ とん どな く、 もっぱ ら会社 との

一74一



交流 に限 られる。前出の化学工業基本問題研究会 など経営戦略 に関する研究会は会員会社か らのメン

バーが主体で ある。

　将来構想 と しては、例 えば、景況ア ンケー ト調査 と個々の企業 の経営指標 を ドッキ ングさせた経営

予測 など、化学産業経営情報 システ ムの開発が考え られ るが、内容はまだ固 まっていない。化学産業

内におけ る業種 ・業態の差による収益性 の格差(例 えば、素材型 と加工型 の格差)が 大'き く、 また、

兼業化 ・多角化 が進ん でいるので、経営情報 システムの作成 にあた っては、 まず会社分類の検討 か ら

始めなければな らない。

●

●

4

　 8.2.2　 政 府 ・産業間 ネッ トワーク(図8-'1　 左 上)

　 日化協 は、個別製品以外 の横断的テーマを業務の対象 と していることか ら、政府の情報源は通産省

を中心にほ とん どの省庁 に及ん でい る。各種情報 との対応 を挙げ ると次の通 りで ある。

　 (1)製 　 品　情　報

　 個別製品を所管する原課 との直接 の接触は ない が、基礎産業局総務課 を通 して化学産業全般 の動向

について情報交流が ある。通産 は じめ各省庁首脳 との懇談会 では 日化協が とりまとめを行 うことが あ

る。

　 統計情報 については、通産省調査統計部(生 産動 態、工業統計)、 日銀(卸 売物価)等 。

　将来構想 と しては、10ベ ー スの作業 や景気動向指標の作成 にあた って各省庁の専門家の参画 を求

めることを検討 している。

　 (2)原 　 料　情　報

　 原料 ・エネルギー問題(電 力 を含む)に ついて資源エネルギー庁、新エネルギー技術 開発 について

新 エネルギー開発機構(今 後)。

　 (3)1枝 術 情 報

　 研究開発(大 型 プロ、次世代技術、創造科学技術等)に ついて通産省、工技院、科技庁、規格問題

について工技院、特許情報 につい て特許庁等。

　 (4)環 境 ・保安問題 について環境庁(環 境基準、公害防止)、 自治省、消防庁(消 防法 による危険

物運搬容器規定、石油 コンビナー ト防災)、 運輸省(危 険物船舶 ・航空輸送規則)、 国鉄(危 険物輸

送)、 厚生省(毒 劇物貯蔵 ・廃棄基準)、 通産省(立 地公害、高圧ガス保安、石油 コンビナート防災)

物 質安全性問題について通産省(化 学物質審査規制法)、 厚生省(化 審法、薬事法)、 農林 水産省

(農 薬取締法)、 労働 省(労 働安全 衛生法)な ど。

　⑤ 経　営　情　報

　経営情報一般 について通産省(通 産政策 につ き首脳 との懇談会、連絡会、講演会)、 経企庁(経 済

動向、経済運営 にっ き懇談会、講 演会)の ほか統計入手先 と して大 蔵省(貿 易、国際収支)、 日銀

(物 価、金融)、 労働省(雇 用、賃 金)、 建設省、総理府統計局等 。

　雇用問題 について、労働 省(労 働政策 につ き首脳 との懇談会、連絡会、講 演会)、 総理府(婦 人

年問題等)
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　 税制、経済法規等 について 自民党税調、大蔵省、通産省、 自治省(以 上税制)、 公取委(独 禁法)、

法務省(会 社法規)等 。

　 以上多種多様 であるが、 当面、政府 ・産業間 でデー タベースに乗せ得 る ものはやは り官庁統計 で、

将来 におい ては物質情報のデー タベース化 を期待 したい。官庁統計 の一方通行化 を避けたい とするな

らば、国 民経済計算(SNA)、 産 業連関表(IO)等 のテー プに よる細 目の開示(SNAに おける

U表 、V表 および10に おけ る部門 の表示 の細分化)を 是非検討 すべきで、それ と産業側の情報 とが

結合 できるよ うになれば、おのずか らTWO-WAYの 道 か開かれよ う。

,

　 8.2.5　 産業間ネ ッ トワー ク(図8-1　 右 側)

　 製品情報、経営情報一般 については、経団連経済情報専門委員会、通産統計協会等 を通 じて図 に掲

げた ような他産業団体 との交流 は あるが、川上(電 事連、石油連盟等)あ るいは流通(貿 易会、商社

の輸出入成約)の 段階の情報 を除い て直接必要な情報はあま りない。川下(例 えば自動車、家電業界)

の情報 は、化学産業 のなかの特定の業界 にとって必要 な もので あるが、 個別 の製 品情 報 を扱 わな い

日化協 としては、景気動 向一般 の判断 に資す る程度であって直接必要 な ものではない。

　 しか しなが ら、化学産業 の需要予測 を行 お うとするならば(当 然若干 の部門分割 を必要 とする)、

化学産業の 内部連関は もちろん の こと、投入部門、産 出部門の他産業の動向 を把握することが欠かせ

ないが、これに関する情報 システムはほ とん ど開発 されていない。産業間ネ ットワー クを有効に ワー

クさせ ようとすれば、例えばSNAに おけ るU-V表 、 あるいはIO表 の フレー ムの上で情報が相互

に交換 され るような仕組みが必要 となろ う。

　 8.2.4　 海 外情報ネ ットワー ク(図8-1,左 側)

　 企業ベースの交流(従 来は主 として技術 導入)、 によるほか、業界ベース としては、 歴史的va　IL

Oを 中 心 とす る労働関係の情報の国際交流 が先行 してk－り、各国 の経営者団体 との接触 もある。 しか

し、各国 の化学工業団体 との交流 は従 来 あま りなか った。最近双方かち接触の気運が高 まりつつ ある

(西 独VCI、 米CMAな ど)。 また、CEFIC(欧 州化学工業連 盟)と は従来か ら年2回 の割合

で国内経済の動向k・よび化学工業 の動 向についてレポー トをま とめ て送 ってい るが、CEFICで は

日化協、米CMAと の よ り密接 な交流 を企図 してい る模様 で、 これが実現すれ ば 日米欧先進化学工業

国間の経営情報 を中心 に したネ ッ トワークが形成 されることになろ う。 しか し、 このためには国内に

おける需要予測 を中心に した経営情報 システムの確立が先決である。

　一 方、物質情報 については、化学物質の安全規制強化 の国際的高ま りの中で、最近 とみに化学物質

の国際的情報交流が進展 してい る。関連の国際機関 ・機構 あるいは各国の機関 ・機構 と しては次のよ

うなものがある。

　環境 ・安全問題 にっいては、UNEP(国 連 環境計画)、WHO(国 際化学物質安全性計画IPCS)

OECD(経 済協力開発機構環境 委)、　BIAC(OECD民 間経済界諮問委)、 　EPA(米 環境保

護庁)、OSHA(米 労 働省労働安全衛生局)な ど。

'

■
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　危険物輸送についてUN(国 連経済社会理事会危険物輸送専門家委)、　IATA(国 際航空輸送協
会)、ICAO(国 際 民間航空機関) 、　IMCO(政 府 間海事協議機関)な ど。

8・5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュー タ

　 電算機 の大型化 に伴 って集中処理か ら分散処理へ進んでいるといわれ ているが、情報ネ ットワーク

の形成に鋤 て必要 となる と思 われ る・ア ・センター と産業別情報拠点 との関係 を上記モデルで画 _

的 に考 えると誤 ま りを犯す ことになる。情報拠点である各団体が
、 まずそれぞれの実情 に応 じた情報

処理方式 を開発 すべ きで ある・そ の場 合、LS・ 、超LSIの 開 発の進度 に応 じて電算機 の大型化が

進む一方、小型化、低廉化 も急激に進み、 また、オ フィス ・オー トメーシ ョン(OA)の 面 で も今後

数年 の間 に飛躍的 な発展が予想されるので、 旧態依然たるわれわれ団体の事務処理 も
、恐 らく 「OA

イ ノベー シ ョン」 の波 をかぶ らざるを得 ないであろ う
。情報処理 について も、 その段階でEDP化 の

気運が生 まれ るで あろ うと思 われ る。 しか しなが ら、団体職 員の電算機 に対 する認識度合 の現状か ら

みて、た とえ電算機 が低廉化 し団体 の予算規模で利用可能 にな った として も
、EDP化 の 壁は厚 い。

したが って、情報ネ ッ トワークの構想 を進めるにあた っては
、産業別情報拠点における要員養成 が先

決 である・ さらに繍 的 陣 えぱ・それ も・・一 ソナル ・・ンピ。一夕(pc)の レベルカら 始めるべ

きで ある。

　 日化協 の試行結果 によると、現行の各種データ処理作業 の うち、処理量がかな り多い 「景況ア ンケ
ー ト調査」

、　 「春闘賃金、一時 金状況速報」、　「労働災害定期調査」の集計は
、48K　 RAM、 ミ

ニフロ ッピーデ ィスク2台 付 のPCの レベルで十分可能 であ
った(対 象会社数80～100)。 と く

に賃金速報 のように 日々改定 の必要 な ものにはEDP化 の効果は抜群 である
。 日常行 っている統計処

理(比 率計算・製表・グ ラ・作成等)や 会計処理、会員禰 管理、 メイリング ・リス トの作成な どを

通 じて、 「全員PC化 」 も不可能ではない。日化協 の会員会社の某首脳が=社 長 も女子従業員 も端末

機 をた牟けば平等 に情報 にアクセスでき、 同 じ情報 を保有するこ とが会社の活力である。コンピュー

タは民主主義の媒体 である.と いわれたが、けだ し至言 である。

　一方、旧化協では前述の問題意識をもって化学工業の産業連関表の作成を行っているが、大型電算

機 の計算 委託費 がか さむ ことか ら、 単独 のプロジェク トとして行 う
。 あるいはデー タベース としてそ

れを常時維持することは日化協 の能力 ・予算 では不可能 である
。情報 ネッ トワー クの形成 にあた って

は、大型電算機 をもつ コア ・センターの存在が不可欠である
。

8.4　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る 期 待 と効 果

　今 まで述べて きたことのなかか ら、結論的な部分 をま とめる と次の通 りである。

　電算機の大型化に対応 して、ネ ットワークの形成はハー ド的 には可能であろ うし期待 もあるが、 ソ

フ トが問題 である。 ネ ッ トワークの形成に あた っては
、 とくに官庁統計 のテー プに よる細分類の開示

が前提とされなげればならない
。産業 間ネ ットワークは、IOベ ー ス あるいはSNAのU_V表 ぺ_ス

のフレー ムによる ミク ロ情報の交換 ができるよ うになれば効果が大 きいと思 うが
、 実現は困難 であろ



う 。

8.　5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る 問 題 点

　 8.5.1　 マ ネー ジメン ト上の問題

　画一的な方式 でのデー タベースの維持は困難。産業別情報拠点はまずそれぞれの実情 に応 じたED

P化 を行 うべ きで、その過程 において汎用的 な性格 をもった情報 を選定 し、 ネ ッ トワークの共通デー

タベース として登録、維持する とい う手順 をふむべ きである。

　 また、 これ らの前提 として要員の養成が先決 である。その場 合、①職員数が少な く、専任者 を置 く余

裕 がない団体が多い こと、②OA時 代 にそなえて全員 が電算機処理 に慣れ る必要が生 じていることな

どか ら、色 々な レベルでの全員 を対象 とした研修が必要 であろ う。

'

　 8.5.2　 技 術 上 の 問 題

　入力手段 の多様化(カ ナ入力、漢字入力、 キー ・フロッピーデ ィスク装置 による入力、OCR、 音

声入力)と 費用 の低廉化 に対応 して、 できるだけ従 来の事務処理 にな じむ形で円滑 にEDP化 で きる

よう工夫が必要 である。また、現行 のデー タ通信制度が改 め られない限 り、諸般の制限 と通信費の割

高か らオン ラインによるネ ットワークの形成 が進 まない恐れが ある。電話線 の開放 が必要で ある。

　 8.5.5　 公共的データの利用

　政府デー タのテー プによる開示は絶対 に必要 な前提条件で ある。ネ ットワークの構想 を進めようと

すればコァ ・センターが必要 で ある し、そ こには大型電算機 とともに政府統計 がデータベース として

存在 していなければ ならない。統計 の開示はで きるだけ細 目であることが望 ま しいが、少 くとも印刷

(紙 による)等 の制約か ら公表 していない ものはすべて開示すべ きである。
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9.繊 維 産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構想

●

9.1　 業 界活動 と情報流通

　戦前の繊維産業 は操短(操 業短縮)の 歴史 と言 われたが、 これは戦後の今 日におい ても改 まってい

ない。 と くに最近輸 出競争力を喪失 し輸入 に依存す る体制 となって、市況産業的 な景気 の振幅は更に

増幅 した観 がある。

　例えば昭和48年 の インフレ時、 それまで150万 トンの繊維国内需要が一挙 に195万 トンに拡

大 し、その反動 で49年143万 トン、50年131万 トンに縮小 したことがある。 こう した大 きな

景気波動 で合繊及びテキスタイル業 界は原料 コス トの製品転嫁 どころか逆 に膨大 な赤字 を負 う羽 目に

な った。

　 日本の繊維業 界では実需情報 に もとついて生産が行われるのでな く、価格騰貴 による投機 によって

生産が行 われ る。情報流通 とい う神経組織がない ため、産業 自体 の体質 を弱める傾向が ある。

　一方、50年 を境 とす る構造的な不況期 に、ひ と り気 を吐いて伸びた業種が繊維産業 にもあった。ア

パレル産業 といわれ る業種であるが、40年 代 繊維産業の ファッシ 。ン産業化の中で 目ざま しい伸び

を示 し、その余勢 を駆 って不況期 を乗 り切 った。

　 しか し欧米技術や欧米有名ブラン ドに一方的 に依存す る時代は終 ってアパ レル産業 にも低滞 と混迷

の時代が始 まった。

　 消費者に飽和 した ワー ドロー ブを整理 させて新 しい衣料 を求めさせる哲学 も情報 も、 この業界 では

持合せが少 ない。 日本人 に日本の消費者 に喜ん で もらえる繊維製品 をつ くらな くては、外国の消費者

にも喜んで もらえるはずはない。

　繊維品の輸入が定着 し、また円高やコス ト・ア ップが進行 するなかで、価格一槍 で国際競争するこ

とは容易でない。 まず国 内の消費者それ も成熟化社会 で生活水準 の高まった1億 人 を超 える消費者 を

じっくり観察する ことか ら、繊維産業 は出直す時期 に きてい る。

■

■

9.　2　 情 報 ネ ッ トワ ー ク

　 9.2.1　 業 界 内 ネ ットワー ク

　現在、繊維産業 では繊維情報セ ンター を情報拠点 と して、図9-1の よ うな情報ネ ットワークが構

成 されてい る。
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図9-1　 情 報 センター を中心 と した情報 ネ ットワーク

　上図①の業界 団体 との情報ネ ットワー クは、各団体 がそれぞれ の目的 に応 じて、例えば、 図9-2

に み る よ うな独 自のネ ッ トワークをもってい るので、 これ との重複 は避ける必要が ある。従 って、

情報 センターの役割は繊維業界のニーズ に沿 いなが ら、 それぞれの団体 にとって境界領域 に属す る分

野での情報 ネ ットワー クを構成 することが必要 となる。

　 こうした趣 旨の もとで現在、上 図 ② の 生 産 業 者 と のネ ッ トワークを構成 しているのは、合繊、

テキスタイル業界でな く次の衣料品生産業 者である。

　・ 衣料品生産調査ネ ッ トワー ク

　 これは、通産省繊維統計等の公式統計 を補完 する もの として作 られたネ ッ トワー クで ある。通産省

統計は メー カを対 象とし、30人 以 下の従 業 者 の メ ー カが裾切 りされ ているため
、 これ をカバ_す

るためには、下請組織 で生産 す る製造卸業者のネ ッ トワークが必要 となる
。表9-1の 団 体 の うち

下請業者 を除 ピて重複 をさけ、衣料品 の全国拡大推計 を行 うネ ッ トワニク となっている
。

表9-1　 衣料品生産情報 ネ ットワーク

団　　　　　　体
地　　　区 調　　　査

(工 業 組 合連 合 会) 組　合　数 対　象　数

全 日本 紳士服工業組合 連 合 会 7 486

全 日本編入子供服工業組合連合会 9 1,150

日本 被 服 工 業 組 合 連 合 会 5 550

日本 布 吊製 品 工業組合連合会 16 552

日本輸出縫 製 品 工業組合連合会 17 180

日 本 ニ ッ ト 工 業 組 合 連 合 会 27 2,202

日 本 靴 下 工 業 組 合 連 合会 14 340

日本ボディファッション協 会 連 合 会 一 120

計 95 5,580

■
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図9-2 化繊協会を中心 とした情報源の結合状況
(出 典　 「業界団体を中心 とす る情報流通 システ ムの プロ トタイプの開発」)
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　 関係団体 と生産 メー カを結 ぶその他の情報 ネ ットワークは、業界ニーズ とモデル ・ビルデ ィングの

有効性 の同意が得 られた とき、始めて新規ネ ッ トワークが成立す るもの と考 え られる。

　 9.2.2　 政 府 ・産業間ネ ッ トワー ク

　 繊維需給表は、政府、産業それぞれのニーズに従 って、早 くか ら構成 された政府 ・産業間ネ ッ トワ

ークによって作成 されている典型的 な情報 である。 これは通産省 で昭和27年 か ら年次ベースで、 昭

和51年 か ら月次ベースで生活産 業局の委嘱によ り情報セ ンターで作成 されている。

　 需給表の作成 にあた っての情報 は、政府 と産業間ネ ッ トワー クによる通産 省の繊維統計、 ゴム製品

統計及び資源統計 と大蔵省の日本貿易 月報 であ り、繊維需給表の用途は、糸の需給情報 としてばか り

でな く、繊維産業全体の需給、価格、輸出入、景気な どと各方面の問題 の分析 に広 く利用 されて きで

い る。

　 昭和51年 よりコンピュータでの計算 に移行 したため、 「コー ド番号表」 を追 加 ・整理 し、使用 デー

タ、計算方法 を明確 に した。

　 繊維需給表の整備　 各方面で使用され てきた需給表で あるが、現行需給表は繊維需給 をマク ロに把

握 した もので あ り、その 「内需」 を計算す ることで国内最終消費の規模及び動向を長期的 には把える

ことができる。 しか し、 この 「内需 」には川中、川下段階 における在庫の増減やいわゆる 「仮需」 を

包 含 し てい る とい う統計上の制約か ら、国 内最終 消費量その ものの動 きを正確に表現 していない と

い う欠点 を もってい る。

　 とくに昭和48年 の 石油危機以降、繊維需給状況 の変化 が大 きくなるに従い、繊維最終消費 の動 向

とい う観点 か ら大 きな問題が生 じ、需給表の信頼性が問われ る こととな った。

　 繊維産業 は川上 か ら川下 まで多数の段階 によって構成 され ているが、現行統計法 が設備 を有す るテ

キスタイル ・メー カを 中心 に.収集 す る統計 になってい るため、流通段階の統計収集が不備 で ある。

　 従 って政府 ・産業間情報 ネ ッ トワー クの不備 を補 うもの として、他産業 と くに卸 ・小売業 に対す る

情報 ネ ットワーク の整備 が情報センター に要請 されてい る。

■

●

　 9.2.る 　 産 業 間 ネ ットワー ク

・アパ レル製造卸とのネ ットワーク

　 繊維産業 のアパ レル産業化 とともに繊維 の流れがアパ レル、小売業界へ と大 き く変 ったにも拘 らず

統計の整備 が追 随 出来なか ったところに今 日の問題がある。

　 整備 の遅れは予算上 の制約 もあるが、アパレル、小売業界における企業 の零細性 にも問題が あった。

アパ レル ・メーカの零細業者 を統計的 に裾切 りしては実態 を捉え ることが出来ず、零細下請業者の情

報 を収集す るためには、統計法 を改正 して業 界のいわゆる こ製造卸業者.か ら情報 を収集 しなければ

な らない。

　 従 って情報センターの現行製造卸 ネ ットワー クは1つ の実験段階 にとどまらざるを得 なか った。 こ

のネ ットワークはアパ レル製造段階で製品在庫が どのよ うに変化 しているか、短期的な需給状況 を知
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るための任意的ネ ットワークにす ぎない。

　 紳士衣料品7品 目を53社 、 婦人衣料 品8品 目について36社 、 毎月の初在庫、受入、 出荷、末在

庫 を調査 してい る。

・小売業者とのネ ットワー ク

　 繊維産業 がファッシ ョン産業化す るに従 って、各段 階 の メー カで は、直接 消費者 と接触す る小売

業者 の衣料品販売に関す る情報が必要 とな る。 しか しこれについて も多額 の予算 を必要 とするため
、

現行の た衣料品購買実態調査.の 小売店 舗ネ ットワー クは定点観測的 なものにとどまっている
。

　 札幌か ら福岡まで7大 都市 において、百貨店19、 専 門店27、 量販店4、 全部 で50店 舗 につ き

主要衣料品の販売動向及びベス トセ ラー商品 の価格、素材、 デザイン、 カラーの実態調査 を行 ってい

る。

・他産業とのネ ットワーク

　上述 の政府、産業間ネ ッ トワーク により 「繊維需給表」 を作成するに当 り、現行 ネ ッ トワー クでは

各種産業 における繊維 消費、官公需及びサー ビス産業 な どに よる衣料、 インテ リア、寝装製 品などの

繊維需要 に欠落が生 じやすい。現在 は化繊協会 が関連官公庁、 団体、組合及び商社、問屋 を対象 にヒ

ア リング調査 を行 ってい るが、今後、情報セ ンター によるネ ッ トワークの整備 が必要 である。

　 9.2.4　 消 費者ネ ッ トワー ク

　従来の糸ベース需給表の考え方は、

　 (生 産 十輸入)一 輸出一在庫増減=内 　 需

として左辺 はすべて既知 の もの と して内需 を求 めてい るが、在庫増減 を統計的 に明 らかにす ることは

困難 であ り、む しろ、

　 (生 産+輸 入)一 輸出一国内最終実需=在 庫増減

として、最初 に最終実需 を既知 の もの とし、結果的 に在庫増減 を推定す る方が 目下の ところ良策 と考

え られ る。

　繊維最終実需の8割 近 くは消費者の需要 によるもので、残余は産業間ネ ッ トワークによ り求め られ

る。

現在 の ところ、 消費者ネ ットワー クはIWS(国 際 羊毛事務局)に よる2千 世帯が構成 されている

が、全国的需要拡大推計 につい てはサンプル ・サ イズに問題が あ り、今後、情報 センター による改善

が求め られてい る。
'

　 9.2.5　 海外情報 ネ ッ トワー ク

　繊 維 情 報 セ ンターとして・現 在 の と ころ 海外 情 報 をコンピュー タにインプ ットしてい るものは

な い 。

　国連統計による37カ 国の繊維工業統計、FAO(国 連食糧農業機構)に よる150カ 国の繊維需給

統計 を定期的 に収集 し、業界 に弘布 してい る。 またJETRO、 交 流協会 を通 じて東南 アジア各国 にお
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ける繊維工業 の詳細 を交互 に実態調査 してい る。

　貿易統計 は輸出繊維統計協会 のコンピュー タによって輸 出、輸入それぞれ28カ 国 にっいて、 繊維

別に原料、糸、織物 、ニ ット、2次 製品の統計 を毎 月収集 してい る。

　将来的に計画 してい るのはアメ リカMRCA社(Market　 Research　 of・Corporation　 of　America)

との繊維消費者情報に関す る情報ネ ットワークであ り、磁気テープによる情報の入手を考えてい る
。

■

●

9.5　 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

・繊維情報センターの情報処理 の経過

　 繊維産業 では、昭和49年 に繊維工業構造改善 に関する新繊維法 の実施に際 し、繊維情報 センター

内にコン ピュー タを導入 し、情報収集、解析 、伝達の強化が計画された。 しか しこれは50年 以来の

業 界の構造不況 によって挫折 し計画の変更 を余儀 な くされた。

　 繊維業界で、数多 くの業種別団体 による情報 は政府統計 によって集約 され てい るが、川上の合繊、

紡績 の3団 体 では、それぞれの業種 を中心に独 自の情報が広範に収集 されてい る。

　 従 って、情報 センターが担当するネ ッ トワー クは 自然 にアパ レル及び流通業 に限定 され ることとな

る。情報 センターにおけ る情報処理 はフ石ジェクトの企画、　 フォー マッ トの作成 にとどま り、 コンピュ

ー タによる システムの設計
、開発、運用 か ら管理 まで一切の業務は外部計算 センター と相談 しなが'ら

行 っている。

・今後の コンピュー タ利用システム

　 将来、情報 センター がコンピュー タを所有するか、 ソース使用するか については ともか くとして、

これか ら情報業務の量的 ・質的効率 をあげ るためには、スタッフ及び 職員か一層 コン ピュー タ ・コンシ

ャスになることが必要 である。

　 この観点か ら、情報センターが昭和56年 か ら実施 を計画 している=全 国繊維 消費者購買調査=は 、

コンピュー タ接近への第1ス テ ップ と考 え られる
。 まず、年間予算 に億単位の資金 を要す るため コン

ピュー タコス トの認識 が必要 になる。次にコス ト見合いの成果 をあげるためにはフ ォーマ ッ トの作成
、

消費者パネルの管理、 デ ー タの正 確 度 、データ ・アナ リシスに対 して真剣 な検討が必要 となる。当

面、フ ィール ド ・サーベ イ及びデータ処理 については外部機関 に委ねざるを得 ないが、外部機関 との

接触過程 において要員 の資質 を高めることが出来 よう。またこの間、人材 の採用、要員の適当 な機関

への研修出向 も必要 になるであろ う。

　情 報 セ ンターが 当 初 に 企 画 し、最終的 に完成 しなければな らないシステムは、繊維産業の需給 を

安定化す るための情報 のフ ィー ドバ ック ・システ ムである。

・生産者が何 を どれだけ生産 し、それに対 してどの ような原材料 提供が行われてい るか 。

・卸売業 者は生産者の委託 を うけ
、或 いは、 自分 の見込み判断 により、何をどれ だけ備蓄 した り、在

庫投資 を しようとしてい るのか6

・小売業 者の製品 ごとの仕入れ と販売 と在庫 は毎 月 どのように変化 しているのか
。

・消費者は どの ような製品 を、い くらの価格 で購買 しているのか。
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　 この ような情報が逐次オ ンラインシステムによってス ピー ドア ップされ るだけでな く、情報セ ンタ

ー で整理分折 された資料が直 ちにフィー ドバ ックされ るとい うシステムを確立 しなければな らない。

　 消費者情報 システ ムの整備は、 この トー タル システムを確立するための現実的突破 口を開 くと考 え

られ る。

9.　4　 情 報 ネ ッ ト ワー ク に お け る 期 待 と効 果

・現行ネ ットワー クと新しいネ ットワーク

　情報 センター の現行情報ネ ッ トワークの成果 について、 コス ト・パフォーマンスの評価 は必ず しも

高い ものではない。

　繊維産業はかっ ては鉄鋼業 と同 じよ うな素材 供給産業 であったが、今 日すでに消費者の最終消費に

大 きく依存する産業 となってい る。従 って、素材 を中心 とする現行情報 ネ ッ トワークだけでは、業界

の問題点 を考 えるための情報 とな り得 ない。

　 しか し新 しい情報ネ ッ トワー クの構成 を政府 に要請 して もい ろい ろな障害 があ り、現在必要 とい う

時間的要求に も応 えられ ない。業 界が自らの力で この新 しい ネ ットワー クを作 りあげていか ざるを得

ない立場 にある。

　新 しい消費者情報ネ ッ トワー クは、 まず、現行需給統計 による仮需でな く、実際の需要動向 を明 ら

か にして需給安定化 に資す る ものでなければな らない。つ ぎに成熟化 してい く日本社会 での消費者を

追跡す ることによって、供給体制の知識集約化 を図 り、新 しい繊維産業 による輸出体制 を確立す るメ

デ ィア と しての性格 を要求 される。

●消費者 ネ ッ トワー クへの評価 と成果

　 戦後の繊維 業界は零細多数 の中小企業 か ら構成 されてお り、戦前 と違 って大企業の技術力、資本 力

にも圧倒的 な強さはな く、業界の需給 の安定 を政府 ない し大企業 に依存 する傾 向が強い。

　 一方、50年 代 に入 り消費者情報のニーズを強 く感 じなが らも、40年 代 の外国 ファッシ ョン情報

による安易 な成長 の名残 りもあって、独 自に情報 を開発 しよ うとす る意欲 も薄い。 こうした業界環境

の なかでは、業界の自主性 による新 しい消費者ネ ッ トワークの構成 はなかなか困難で ある。

　 従 って、業界か ら高い評価 を得 て、 その自主性 を促進す るためにも、初期段階で何 らかの形 で政府

資金を導入 し、新 しい情報 ネ ットワークによる相応 の成果 をあげ ることが必要 になる。

　 すなわち、か な り高い正確度 をもって繊維の実需量 を統計的 に明示 し、 これに必要な供給量 を提示

して、繊維需給の安定化について業界の自覚を促す こと。

　 日本 の消費者の成熟化 してい く消費 トレン ドの内容 を明 らかに し、業 界の知 識集約的 供給体制 の方

向 を示す ことである。

・TIS(Textile　 Information　 System)へ の期待 と成果

　 繊維産業 も国際的には対 日輸入制限、 円高問題、 原材料、 エネルギー確保、開発途上国か らの輸入

抑制等 の問題 が あり、国内的には産業構造 の変化 による構造改善問題、需給安定化、公害等の問題が

ある。

ぐ

■
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　 業界 としての政 策 ・意思決定 を十分 に且つ円滑に行 うためには、課題の分析、必要 な情報の入手 ・

整備 、利用解析等 のため情報 の一層の強化 が求め られてい る。

　 しか し、繊維業界 では現在 の ところ、川上業界3団 体 を中心 に、情報 の入手、処理、蓄積 が行 われ

業界全体の情報処理 の省 力化、 コス ト削減、情報利用の高度化 が指向され てい る
。従 って現在の段階

では、 これ らすべ ての情報 を情報 センター に集中することの効果 はほとん ど評価 されて'いない し
、事

実、 そのことによる成果 もほ とん ど期待 できない と思 われ る。

　 情報 センターがTISを 将 来的 に完成 させるためには、当面、業界 にとって境界領域に属するアパ

レル業、 流通業、 消費者の情報ネ ットワークを強化することが必要 である
。

　 こうしたサブシステムを構成 す る過程 において専門スタッフを養成し、各スタッフの計画性、 創造性 を

コン ピュー タを媒体 とす るモデル ・ビルデ ィングに結 びつけ
、業界のニーズ を試行錯誤する ことが ま

ず必要 である。

　 こうした成果 が業界 に評価 され るに従 って、 自然 に、情報 センターへの情報集 中が行われ、TIS

は しだいに完成 され てい く性格の もの と思われる 。

9.　5　 情 報 ネ ッ トワー クに お け る問題 点

　 9・5.1　 マ ネジメン ト上の問題

　情報 センター と しては当面、 消費者ネ ットワークについて、消費者パネルの維持 に関する問題 が最'

も先決的 な問題 となる。消費者パネル維持 については多額の費用 を必要 とす るため、欧米の例 にみ ら

れ るように複数 の企業 に よるジ ョイン ト・ベンチ ャーが必要 となる
。 しか し、 日本では まだ情報対価

意識が低 いため、かな り多 くの企業 の参加 を必要 とするが、多数 に配布 されるに したが って情報価値

は低 まるとい う矛盾 を解決 しなければな らない。

　同時 に、情報 センターが法律 によ って収集 した情報はすべて企業 に無料 で伝達 しなければな らない

とい う規制 を免れ るための方策 を考 えなければ、 消費者ネ ットワークの構成は難 しくなる
。

●

●

L

　 9.5.2　 技 術 上 の 問 題

　消費者ネ ットワーク を全国的 に構成する場合、 まず問題 になるのは、全国拡大推計 を考慮 してサ ン

プル ・サイズ とコス トの見合い を決定 することである。つ ぎに・National　 Consumer　 Panelの 世 帯分

布 をっねに最新 のセンサス のデモグ ラフ ィック要因 と比較 して近似 した形 で維持 しなければな らない
。

　パネル を更新 した りパネル とのコ ミュニケー シ ョンをはかるノウハ ウは、すべて正確度 の高い情報

を得 るための技術 とい うことが出来 る。そのためにはそれ相応のノ ウハ ウの開発 とコス トを必要 とす

る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 e

　 9.5.5　 公共 的デー タの利用

　官公庁統計 は、多岐 にわた り、 ニーズは高いが情報 センター では 目下の ところ公表された印刷物か

ら転記、組替え をして利用 した り、 コン ピュータにイ ンプ ットしてい る場合が多 い
。



　最近、統計 法施行令の改 正に よ り磁気 テー プで提供可能な情報 もあるので、 インプ ットコス トの低

減、利用のタイミング、情報 の全面的利用 とい う観点か ら磁気テー プによる利用 を考 えそみ る必要が

ある。

　 また、サ ンプル ・サイズの観点か ら、例 えば総理府=家 計調査ミ8千 世帯の大 きさか ら考え、 これ

と、情報センター消費者 ネ ットワーク情報 とを うま くドッキングさせ るな どの工 夫が必要 であろう。

◆

◇
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10.セ メン ト産 業 に お け る情 報 ネ ッ トワー ク構想

■

は　　じ　　め　　に

　 セメン ト産業は、 日本標準産業分類 で窯業 ・土石製品製造業 に分類 されてお り、 これ らは、 さらに

セメン ト製造業、生 コンク リー ト製造業、 コンク リー ト製品製造業及びその他 のコンク リー ト製品製

造業の4業 種 に細分類されている。

　従 って、 セ メン ト産業全体 と しての情報ネ ッ トワー ク構想 を推進するには、少 な くとも細分 類され

てい る4業 種 それぞれ における情報の収集 ・処理 ・加工 に関す る実態 をある程度 把握す るとともに、

自業 界の情報拠点 として役割 を分担す るよう働 きかけ、相互の協 力体制 を整備す る必要が ある。 この

整備が完 了 し、セメン ト産業 の情報 ネ ッ トワークが構築され ることによって、 セメン ト産業が 内外 に

提供 できる情報は的確 ・利用価値の高い もの となろ う。 これによって新規需要 ニーズが開拓され、新

製品の開発 に結びつ くな ど多 くの利点 を見 出す ことになろ う。 しか し、 これが実現は容易 ではな く、

相 当の年月を要す る もの と思われ る。

●

●

10.1　 業 界 活 動 と 情 報 流 通

　 現在、我が国の セメン ト産業 は、企業規模、製造技術、労働 生産性 など、 あらゆる面 で世界の トッ

プクラスに あり、例えば、生産高ではソ連 についで第2位 で、 自由経済圏 にお・いては第1位 となって

い る。

　 我が国 は、国土利用 の見直 しと高福祉社会建設持代 を迎えているため、 セメン ト工業 では、各種 の

情報を収集 し、 これに対応すべ く、単位工場の生産能力の拡大、生産技術の向上、 コンピュータ導入

をはじめとする省力化 と労働生産性の向上、セメント流通面の合理化 と機構整備、新製品 と新規事業

開発による経営の多角化等々、体質強化策を具体的に展開 しているところである。

　 セメン トは、社会資本形成に必要欠くべか らざる建設基礎資材であるため、安定供給には万全を期

しているが、その需要は、公共投資及び民間の設備投資動向の影響を大きくうけるので政府、民間機

関の経済見通 しに関する情報は可能な限 り収集 し、セメントの需要見通 し策定の最重要情報 として活

用 している。

　 セ メン ト協会は発足以来、業 界内外 の情報 図10-1、 表10-1参 照)を収集 し、各種 の資料(図10-1、
'
表10-2参 照)作 りを行 って きてお り、 これ らの資料 は直 ちに業 界政策決定機関(図10-2参 照)に 提

出する とともに、業界内 に還元、 さ らに一部 は業界外部 に提供 して きてい る。 この業務 は今後 も継続

す ることになるが、作業 能力はすでに限界 の状態にあ り、 これの解決策 としては、電算化 が最 も有効

適切 な方法 と考 えている。電算化 によって、業務 は迅速化 され、情報収集は広範 とな り、作成情報 は

利用価値 の高い もの となる。さ らに原始、集計 ・加工情報類はフイルム化、 テー プ化 が万能 となるこ

とか ら、保管場所の悩み も一挙 に解決す ることになる。また、この実現化 によって、セメン ト協会は

業界 の情報拠点 としての役割 も十分果 し得 ると判断 されることか ら、早期実現 を図 り、コンピュータ
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〔情報収集方法 〕 〔情報処理体制 〕 〔協会作成資料一例 〕 〔利用方法 〕

セメ1ト 工場 ・分布図　　　　　　　 ・
セメン ト企業の規模
工場外貯蔵出荷般備分布図
地区別工場外貯蔵出荷設備
社別工場外貯蔵出荷設備
工場 ・工場外貯蔵出荷設備の立地現況

.

情 報 選 択,　 翻 訳

分　　類　　・　 整　　理

費　料　 購　.入

各年度別セメン ト需給推移
生産 ・出荷 ・在庫高月別推移
月　男lj品檀81」セ　メ　ノ　　ト　生産高
月別地区別セメン ト生産高
世界主要国並びに近隣諸国のセメント生
産高(暦 年)

(定 期,臨 時)

一

集　　　　　　　　　計

計　　　　　　　　　算

一
セ メン ト協 会

政 策 決 定 機 関

資　　　　　 料

団　　 体　　 間
.

年度別 ・需要部門別腹売高

年度別 ・都道府県別販売高

月別 ・需要部門別販売高

生 コンクリー ト都道府県別 ・需要部門別腹売高

セメン ト製品及 び生コンク リー ト部門への転化
峯推移

セメン ト国内需要の季節変動
年度別 ・仕向地別輸出高

主要セノン ト輸出国における生産高と輸出高と
の比較(暦 年)

世界主要国及び近隣諸国における国民一人当り
セメン ト消費量(暦 年)

費　 料　交　換

一

.1 会 員 情 報
企　業　 実　績

.1

報　　　　　 告

試　 験　　・　 研　　究

ヨ協 会酬
(　 含　 委　 託　 )

、

海　　　　　外
年度別輸送機関別出荷高(第 一次輸送)
年度別輸送機関別出荷高(含 第二次輸送)
地区交流実績

一
→ 外 部 情 報調　 　 査1 .

セメントの労働生産性

日米労働災害率比較
　

新増設 ・改造 ・様式変更の焼窯
様式別キルン保有散の推移
セメント工藁の設備投資実績及び尉面
セメントタンカー保有状況

主要資材消費高

.

各 種 セ　メ　ン　ト　の 品 質 試 験 結 果 　

卸 売 物 価 指 数 推 移
セ　メ　ン　ト　価　格　推　移 　

1主 要 経 済 指 標

委　　　員　　　報　　　告 　

図10-1　 セ メン ト協会の情報収集 ・加工 ・提供体制

■
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表10-1　 業 界内収集主要情 報一例

(1)生 産出荷在庫高月報

②　セメント出荷総合月報

(3)需 給 月　報

(4)都 道府県別需要部門別販売高月報

(5)種 類別セメン ト販売高月報

(6)セ メン ト汽船積輸送出荷月報

(7)貨 車積出荷月報

総 会 一 理事会

(55・10現 在)

総 務 委 員 会

労 働 委 員 会

流 通 委 員 会1

調 査 委 員 会

生 産 委 員 会

公害対策委員会

骨材対策委員会

資材対策委員会

技 術 委 員 会

普 及 委 員 会

高 炉 ス ラ グ

対策特別委員会

図10-2(a)セ メ ン ト協 会 機 構

(8)セ メン トトラック輸送出荷月報

⑨ 操 業 実 績 月 報

⑩ 労 働 災 害調 査 表

⑪　労働者疾病統計調査票

a2給 与 調 査 表

09従 業 員 数 調 査 表

事 務 局
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表10-2　 セ メン ト協会 における作成資料一例

情　　　　　報 サ　　ー　　ビ　　ス　　状　　況

名　　　　　称 発　　行 提　供　先 そ　　　　　の　　　　　他

1.統 計 、試験研究資料等

(1)生 産 関係

① 生産 ・出荷・在庫高 月・期 暦会 会　員　各　社
会員各社報告資料より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②焼窯操業状況 月 ・期 ・会 '/
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノノ

③原料使用高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノノ

④ 原単位(原 ・燃・電・資) ノノ 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑤焼成熱量推移 月　 ・　会 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑥燃料消費在庫高 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑦電力調査 月 ・期 ・暦 会 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

⑧暁窯時差実績(能 力) 4月 ・10月 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

② 販売関係

①都道府県需要部門販売高 月・期 暦 会 会　員　各　社 会員各社報告資料 より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②種別セメント販売高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

③仕向地別輸出高 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

(3)輸 送関係

①地区機関別出荷高(1次) 月・期・暦 会 会　員　各　社
会員各社報告資料より作成、印刷物 と
して配布、統計数値は一般に公表

②　　　　〃　　 (2次) 〃 〃
〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

③地区交流実績 〃 〃 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

(4)総 括 表

①内　　報 期　　 毎 会　員　各　社 (1)～〈3)月毎 作成資料の とりまとめ

② セメン ト工業の現状 年 会員各社 、一般
企業規模 、生産、需要 、輸送、労務、合理化、

品質、市況、関連資料の とりまとめ

③工 場 表 4年 　毎 会　員　各　社 各工場の設備に関する資料のとりまとめ

④新聞記者用資料 月 一　　　　　般 生産、需要、地区別需要部門別 セメント販売
実績、仕向地別輸送実績 と りまとめ

⑤販売高調 年 会　員　各　社

(5)技 術関係

①セメント共同試験報告 年 参 加 者(無料配布)
セメントの試験技術向上 を目的に日本の各
試験、研究所を対象として実施

②海外製セメント品質試験報告 不 定　期 会員一般(〃) う勢 鰹2難 セメントの顯 試験をセ
③海外 セメン ト品質の現状 〃 〃　 (〃) セメント生産各国で行われている品質試験

結果 を蒐集取 りまとめ
④ セメント定期試験報告 年 会　員　会　社 会員各工場より試料採取それ初 試験結果

⑤石こうのS(㌔ 水分成績表 期 〃
会員各工場 よ り使用石 こうSO3、 水 分

デー タ入手取 りま とめ
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(6)労 働 、安全

①給与調査 半　　　年 会　員　各　社

②定期賃金調査 年 ノノ

③学卒採用者初任給調査 〃 〃

④退職金、年金事情調査 〃 〃

⑤繋≧議 拡 散 〃 〃

⑥従業員数調査 半　　　年 〃

⑦年齢別従業員構成調査 年 〃

⑧組織機構、配置人員調査 〃 〃

⑨労務管理調査 〃 〃

⑩福利厚生調査 〃 〃

⑪労働災害調査 月 〃

⑫重傷災害調査 〃 〃

⑬労働者疾病統計調査 〃 〃

(7)輸 出関係

①積立明細報告書 月 会　員　各　社

②揚地別実績表 〃 会員各社、一般

③契約残高表 〃 〃　 、 一 部

④商社別輸出高 期　・　 年 〃　 、商社

⑤社別、工場別輸出高 〃 会　員　各　社

⑥海外セメント情報 不 定　期 会員各社、一般

2.出 　 版　物

(1)セ メン ト・コンク リート誌 月　　　刊 一　般(市 販)

(2)セ メ ン ト技術年報 年　　　刊 〃　 (〃) セメント技術大会発表論文集

(3)R・vi四 ・f　g・ne・a1 年　　　刊 〃　 (〃) セメント技術大会発表論文の英文梗概集

meeti㎎

－Technical　 session一

(4)コ ンク リートブ ックス 等 不定期刑 〃　 (〃 　)

(5)セ メン トの常識 年　　　刊 〃　 (　 「〃)

(6)技 術専門委員会報告 〃 〃　 (〃 　) 各専門委員会の年間検討結果

(7)　 コンク リートペンフレッ ト 不定期刊 〃　 (〃 　 )

(8)道 路 と コ ン ク リー ト 季　　　刊 道路関係技術者向け技術PR誌

(9)コ ンフ リー ト工事 現場 不定 期 刑 〃　 (〃 　)

枝術者の手引き

00　 セメント・コンク リー ト問 答 〃 〃　 (〃 　)
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の導入 もしくは外注による電算化の検討 を進めているところである。

10.2情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

　 10.2.1　 業 界内ネ ッ トワーク

　 セメン ト協会が収集する情 報は、 月次が主で あり、 セメン ト需 給 に係 る ものは勿論 のこと、製造

設備、原燃料、品質等の技術 情報、労働 ・安全等 に関す る情報 も定期的に、あるいは随時収集 してい

る。

　収集情報は、図10-1の 体 制 によって処理 され、業界内外 に提供 しているが、それ らの大部分は単純

集計表で ある。

　提供情報類が、利用者 にとって必要 不可欠な もの との評価 を得 るまでに レベルア ップす るためには

最小限、 セメン ト関連4業 界の情報交換がスムーズに行える体制整備 、す なわち情報 ネ ットワークの

構築が必要で ある。 これ によって、建設基礎資材産業 としての情報サー ビスの充実が図 られる ととも

に、 セメント産業 と して も新 規需要ニーズの開拓、新製品の開発等、新規建設需要 に対応 し得る体制

を確立することがで きる。 しか しなが ら、セメン ト業界を除 く他業界は、組織的 にも未整備の ものが

多 く、情報収集 も十分 に行 われてはいない ようで ある。従 って、当面 は これ ら業界に対 し、当該業界

の情報拠点 としての役割 を果 し得 る体制整備 を呼びかけ る必要 がある。一方、 セメン ト協会 において

も刊行物、論文等の文章情報 をより効 果的 に活用で きる資料作 りが可能 な体制 に改善す る必要 がある。

　 10.2.　 　 政府 ・産業間 ネ ットワーク

　セメン ト産業は、経済活動 と密接な関連が あ り、特 に公共投資動 向(セ メン トの官公需 は全需要の

約60%)に 大 きく左右 され るた め、政府施策 には常時留意 し、関係情報の収集 に努 めている。

　政府が公表する短期経済計画及び中長期経済計画は、セメン トの需給計画策定の上 で、1つ の重要

な情報 となってい る。 しか し政府が公 開す る情報は限 られ てお り、 しか も時宜 に適さない場合が多い

ので、 この面 での配慮を希望 する。

　セメン ト、生 コンク リー ト等 は、建設基礎資材 であるので、良質 な製品の安全供給 を果すのがセ メ

ン ト産業の社会的責務 であ り、 これ を全 うするにも、通産、建設、運輸、大蔵省等の政府機関 との よ

りきめ細かい ネ ットワークの早期構築 を切望 している。

　 10.2.　 　 産業間ネ ッ トワー ク

　セメン ト産業 をと りま く情報網は、図10-3に みられる如 く多岐 にわたってい る。 これ ら総てを有機

的に連結 した情報ネ ッ トワーク構想の実現が理想であるが、 これは技術的に難 しいと考 えられる。

　各産業 の情報収集 の 目的は、原則的 には さほ どの相違 はない ものの、 処理 ・加工は各産業独 自の手

法で行われ てお り、 しか も処理情報の第3者 への提供範囲が産業毎 に異 なっているのが実情である。

これを相互利用可能なネ ッ トワー ク とするには、 ある程度の統一化 が必要 となるが、全産業の総意を

得 るのは無理では ないか と思 う。
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　 セメン ト産業 は、 当面、最小限のニーズ に応 じた産業、例えば建設、鉄鋼 あるいは原燃料、骨材 な

どの直接的 な産業 を対象 としたネ ットワーク化 を進 めることを念頭 においてい る。 これ らの産業間ネ

ットワークで あっても、情報集約化が大 きく前進 し、 情報入手が容易 とな り、情報分析 を行 う余裕 も

生 じるな ど、自産業 に とっての収穫 は少な くない と思われ る。

c

　 10.2.4　 海外情報 ネ ッ トワーク

　 セメン ト協会 は、現在33カ 国(表10-3)の セ メン ト関連団体及 び研究所 と情報交換 を行 ってい る

の で、現状 では海外 の必要情報はほぼ入手 できる体制 となっている。海外か らの情報は文章情報が多

く、 しか もスタ ッフ的 な問題 もあって、入手情報 のすべてを消化利用 しているとはいい難い。今後、

解決 を図 るべ き課題 の1つ である。

10.ろ 情 報 ネ ッ トワ ー ク と コ ン ピ ュ ー タ

　我が国の セメン ト企業は24社(55年9月 現在)あ り、大部分 はコンピュー タを導入 し、社内業

務 を処理 している。 これ に対 してセメン ト協会 の対応 が遅れ ているため、情報処理 に時間 を要 し、作

成資料 の利用価値 を低下させている場 合 もある。 このよ うな事例は、他産業団体 において も当面 して

い る問題 と思 われ る。

　産業全体 の情報 ネットワーク構想実現のためには、 まず各産業団体 の電算化 を図 るのが先決 であろ う。

■

10.4　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る 期 待 と効 果

　 セメン ト協会は関係省庁、 関連業界団体 か ら入手 した情報に基 づ き、セメン ト産業の将来展望 に資

するための資料作 りを行 っているが、情報 は直接的 な ものよ りは、第3者 を経由 して入手 する ものが

多 い。そのため、 タイムラグ を生 じ、時宜 にかな った資料作 りは非常 に難 しい。

　近い将来、各産業の情報拠 点が確立 し、 これ を有機的 に連結 した情報ネ ットワークが完備 した場合

政府、産業間の情報交換が活 発に行 われ、必要情報 は容易に入手で き、その処理 がス ピー ドア ップさ

れ、 しか も必要 に応 じた分析情報の活用が可能 となることか ら、産業 の政策は社会情勢、社会的ニー

ズ を的確 に反映 した ものとな り、産業全体 の繁栄 に大 き く寄与す ることとなろ う。 さらに、情報収集

・加工の冗費節 減に結 びつ くことも考 えられ
、そのメ リットは計 り知れない ものがある。

■

　む　す　び

　以上、 セメン ト産業 における現状 と問題点 ならび にその解決策 の一端を中心 に述べた。各産業は尾

大 な情報のなかか ら必要情報 を選択 し、それ を自産業 の方向付けの1資 料 として活用 してい る。 しか

し現状 の収集 ・処理 ・加工体制 では経済的 に も、 また時間的 に も無駄の多い ことを十分認識 している。

そのため、各産業 は政府機関、産業毎 の情報拠点 を有機的に連結 した普遍的 に利用 し得 る情報 ネ ット

ワー クの早期実現 を願望 している と思 う。 このよ うな社会的要請 にあってセメン ト産業 もその一翼を

担 う見地 か ら、少な くとも自業界 の電算化 をベース とする情報拠点の早期確立 を目指 し、漸進的では

あるが、検討 を進 めてお り、最終的 には図10-4に 示 す情報ネ ットワーク構想の実現を目指している。
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表10-3　 海 外交流団体 ・研究所等

国　　　名 団　体　 ・　 研　究　所　名 備　　　　　考

UN工TED

K工NGDOM

・　 Cement　 and　 Concrete　 Association
英国 セメン ト協会

FRANCE ・　Syndicat　 National　 des　 Fabricants

　 de　 Ciments　 et　 de　 Chaux

・　The　 Europ『an　 Ceme竺C
-Association

・R工LEM

・Association　 Francaise　 de

　 Normalisation　 (AFNOR)

・　 Sociξ …t6　 Nouvelle　 du　 Littora1

セメン ト・コンクリート

に関する情報交換

ヨーロッパセメン ト協会

仏 規 格 協 会

仏 標 準 砂 工 場

工TAI、Y ・　Associazione　 Italiana　 Tecnico

　 Economica　 del　 Cemento　 (A.1.T.E.C.)

イタリアセメン ト協会

PORTUGAL ・Associacao　 Tecnica　 da　 Industria

　 do　 Cimento

ポル トガルセメント協会

　　　　～

ESPANA ・　 工nstituto　 Eduardo　 Torroja　 dela

　 Construccion　 y　 del　 Cemento

スkイ ンセメン ト協会

GREECE ・Association　 of　 the　 Greek　 Cement

　 Industry

ギ リシ デセメン ト協会

B.R.D. ・Verein　 Deutscher　 Zementwerke　 e .V.

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

・　Der　 Kernforschungsanlage　 JUlich

　 GtnbH

・　Beuth　 Verlag　 GmbH

　 　 　 　 .

・　Normensand　 G .M.B.H.

西 ドイツセメント協会

セメント化学情報

ドイツの規格協会

標 準 砂 情 報

SWEDEN ・　Cementa　 AB スウェーデンセメント協会

NEDERLAND ・BetQnvereniging-Beto㎜orte1-

　 Controle

オ ラ ン ダ ・コ ン ク リ ー ト

研 究 所

FINLAND・ ・　Sementtiyhdistys　 r .y.

　　(Finish　 Cement　 Association)

フ ィン ラン ドセ メ ン ト協 会

`
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ζ

■

●

B肌GIQUE ・　 Centre　 National　 de　 Recherches

　　Scientifiques　 et　 TeChniques

　 Pourll工ndustrie　 CimentiOre

'　Sociξit6　 C .B.R.S.A.

ベルギ ーセメン ト協会

標 準 砂 情 報

DENMARK ・　Aalborg　 Portland　 Cement-OG .

・F .L.　 Smidth&-Co.,AS.

情　報　交　換

セメン ト製造設備情報
　 　 、

NORWAY ・　Norsk　 Cementforening

・　Norges　 Standardiseringsforhuτ1d

ノルウェーセメン ト協会

ノル ウェー規格協会

POLAND ・　 工nstytut .Przemyslu ポーランドセメン ト協会

YUGOSLAV工A ・Association　 of　 Yugoslav　 Cement

　 and　 Asbestos-Cement　 Producers

ユーゴス ラビアセメント

齢

EAST-

GERMANY

(D.D.R.)

・　 工nstitut　 fUr　 Zement　 bei　 dem　 VVB

　 Zement　 und　 Beton

東 ドイツセメン ト協会

研 究所

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、
　 ,

CSSR ・　Research　 工nstitute　 of　 Building

　 Materials

チ ェ コス ロバ キア

セメン ト協会

CANADA ・　National　 Research　 Council　 Canada

●　Canadian　 Portland　 Cement

　 Association

出 版 物 情 報

カナダセメン協会

U.S.A. ・Portland　 Cement　 Association

・　American　 Society　 for　 Testing

　 Materials　 (ASTM)

・　American　 Concrete　 工nstitute

・Martin　 Marietta　 Laboratories

・　 Bellrose　 Silica　 Company

・Ottawa　 Silica　 Company .

・　United　 States　 Department　 of　 the

　 Interior　 Bureau　 of　 Reclamation

ア メリカセメン ト協会

アメリカセメント規格情報

アメリカコンクリー ト協会

情　報　交　換

標 準 砂 情 報

　　　 　　 〃

米国セメン トに関する

出版物情報
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MEX工CO ・　 工nstituto　 Mexicano　 del　 Cemento　 y

　 del　 Concreto　 A.C.

メキシ コセ メン ト協会

VENEZUELA ・Asociacion　 Venezolana　 de

　 Productires　 de　 Cementos

ベネズエラセメン ト協会

CHILE ・　 Instituto　 Chileno　 del　 Cemento

・　Universidad　 de　 Chile

チ リセメン ト協会

チ リ大学

ARGENTエNA ・　Asociacion　 fe　 Fabricantes　 de

　 Cemellto　 Portland

・　 Instituto　 del　 Cemento　 Portland

　 Argentino

アルゼンチンセメント協会

　 　 　 　 　 .

アルゼンチンセメン ト協会

研究所

BRAZ工L ・Associacao　 Brasileira　 de　 Cimento

　 Portland

ブラジルセメン ト協会

SOUTH

AFRICA

・　 South　 African　 Cement　 Producers

　 Association

・　Portland　 Cement　 工nstitute

南 アセ メン ト協会

南 アセ メン ト協会

AUSTRA工 、工A ・　Cement　 and　 Concrete　 Association　 of

　 Australia

オース トラリアセメン ト

鹸

NEW　 ZEALAND ・　N .Z.　 Portland　 Cement　 Association ニ ュー ジ ー ラン ドセ メ ン ト

協 会

工NDIA ・　 Cement　 Research　 工nstitute　 of　 India
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

イン ドセメン ト協会

KOREA ・　Korea　 Cement　 Industrial　 Association 韓 国セメン ト協会

TA工WAN ・　Taiwan　 Cement　 Manufacturer　 l　s

　 Association

台湾セメン ト協会

THAILAND ・　 工nternational　 Ferroce皿ent

　　Information　 Center

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

出 版 物 情 報

U.S.S.R. ・HNNμEMEHT 出 版 物 情 報

PH工LIPPINE ・　PhilipPine　 Cement　 Corporation 情　報　交　換
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1-1.印 刷 産 業 に お け る情報 ネ ッ トワー ク構 想

11.1 業界活動 と情報 流通

●

{

●

◆

　 印刷産業は、我が国の経済活動は もとよ り、生活文化 の中における情報媒体産業 として重要 な役割

を果 している。 しか しなが ら、 高度成長か ら安定成長時代へ と一変 した経済環境の中にあって、 印刷

産業の内部 には需要 の多様化、 生産技術の発達、従業員 の高齢化、競争環境 の変化等、多 くの課題が

山積 してk・り、中小零細型企業集 団である全 日本印刷工業組合連合会(全 国47都 道 府県 印刷工業組

合加盟、 傘下企業11.670社)に おいて も、 受注加工型産業 としての生産志向経営 に加えて、知 識

集約的経営体質への転換 を模索 しているところである。

　 印刷業界の特徴 を挙げれば、

① 需要は全産業 に及んでいる。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

② 製品は多種多様 である。

③ 企業 は極めて中小企業性が強い。(昭 和53年 工業統計 一300人 未満 の事業所99.9%。 こ

　 の うち、9人 以下の小企業78.4%)

④ 生産 方式、設備、使用 資材 も多岐 にわた っている。

⑤ 経営形態は受注型で あ り、 都市集中型産業で ある。

であるが、テ レビ、 ラジオ、 電話、録音テー プ、 コピー、 ファクシミリ、ビデオ ・テー プ等 の情報媒体

に較べて、大量複製、記録性、保存性、正確性、鮮明度、表現の多様性(体 裁、 サイズ、色彩等)な

ど多 くの長所を持 ち、その用途 は極 めて広い ものがある。

　 これ らの点か らも、印刷業 界の情報そ の もの を収集 するに して も、小企業が多数 を占めてお り、 多

岐 にわたる需要、生産形態な どか らも極 めて捉 え難い面が多 く、特 に物量表示 も困難で ある。また、

受注産業 と して自主的な生産計画 も立たず、資材調達 も計画的 ではない。 こうい った情報の出難い業

界ではあるが、 その反面、 最終需要情報 などを必ず しも必要 としてい ない面 もある。

　 従 って、関連 の新聞業界、 出版業 界、広告宣伝業界な どの動向や、 インキ、紙業界な どの情報 を参

考 とす る程度の企業 が多 く、高時元 に立 った国際情勢 や経済変動、そ して長期的な構造変化 の動 きな

ど根幹 となる動 向を見落 し易い体質 があ り、それだけに情報流通 を高める努力が業 界の課題 ともいえ

よう。 また、マクロ的視野 か ら判断 して行 くことが高額 な設備投資 の リスク解 消 ともな り、公害対策

などにも一歩先ん じて対応 できることとなる。 この ように中小企業の多い印刷業界では、マーケ ッテ

ィング に関す る情報収集 は極 めて困難 であ り、業 界組織 の中心である全印工連 においては、専 ら経営

情報 を主体 に加盟企業へ提供 してい る。

　即 ち、経営管理 、生産性、技術、設備、 資材、 あるいは労務、教育訓練な どに関 する情報 であ り、

加盟企業宛ダイレク トで送達され ている。 しか し、 これ らの情報は必 ず しも体系づけ られた中で行 わ

れ るものでな く、それぞれの関係の中で伝達され てお り、業界紙 などの場 合で も同様で ある。現在、

29,000に 及ぶ事業所の うち、 組織 の傘 下に ある もの約15,000企 業 であ り、 重複加盟 を除 くと
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約13・000社 となるが・各団体機関紙お よび業界新 聞や業界誌の発行部数か らも
、何 らかの情報 を

機関 を通 じて得 ている ものは13、 　000社 が ピークの状態で あり、非加盟企業の大半は受け ていない

のが現状 である。 しか し、 これ らの企業 は逆 に情報を求 める必要性 が低 く
、 印刷業 では こうい った体

質、環境下 にある こと も現実 なのである。

11.2情 報 ネ ッ トワ ー ク

　全印工連 を中心 と した情報流通 を分野別、重要度 あるいは頻度 を考慮 して作成 した構図 は図10-1

の とお りである。

■

,

　 11.2.1　 業 界内ネ ッ トワー ク

　 全 印工連 と傘下の加盟企業 の情報流通は、機関紙 のほか各種 会合 によるロコ ミ情報 が大 きなウェイ

トを占めている。 また、会議 で使用され る資料の中で も数値情報が多い。そのほか業界紙 も定期的 に

発行 され、全国紙規模 の業界紙 も6紙 を数 えている。

　 企業か ら業界へのデー タ提供 については、業界の調査活動 により収集 されるケースが大半 であり、

結果的にも企業のニーズに対応する形で業界から情報が提供されている。

　 (1)全 印工連の定期的調査事業

①

②

③

④

(2)

①　業態調査

②

③

印刷業総合実態調査

構造改善計画調査

経営動向実態調査

用紙価格動向調査

全　社

参加各社

出

出

抽

抽

印刷工業組合の定期的調査事業(東 京)

資材価格動向調査

総合賃金調査

社

出

出

金

抽

抽

5年

毎年

毎年

4半 期

年

宜

年

毎

適

毎

　そのほか、生産方式別各種 の白書、標準作業 資料、原価計算 ガイ ド、労務 ニュース(年6回 程度)

公 害防止 ガイ ド(毎 年)な どが発行 され、経営分析 や管理面の指針 とな っている。 また、 日本印刷技

術協会において も、企業 向けおよび社員向けの機関紙 を毎 月発行 してい るほか、各種 の技術、経営、

教育訓練に関する資料を常時発 行 している。 さ らに印刷関連の各種学校、学会、訓練施設 との交流 に

努め技術問題 を中心 に情報交換 が行 われ てい る。また、大手 ・中堅企業 を中心に組織 されてい る印刷

工業会では、4半 期毎に経営情報 として 「プ リンテ ィング ・インフォメー シ ョン ・ダイジェス ト」 を

発行 してい る。

●

　 11.2.2　 政 府 ・産業間ネ ッ トワーク

　政府 訟よび行政機関 との情報流通 については、行政機関の要請 に応 じた印刷業 界の情報提供が多 く

業界動向の推移 ・実績 を中心 に・通産省、環境庁、労働省、地方 自治体 などの行政 に参考 となる公聴
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■

♂

外国諸機関

l　 lF・GR・l

　　l　 lNAPLl

教 育 ・研究機関

lPIRA
高分子学会

情報処理学会
1日 本 化 学 会1

公的機関

1 GATF

PIA
1電 子顎 学会1

日本写真学会
紙パル プ技術協会

日本 色材協会 1画 像電子学会1
報道機関

郵　　政　 省
科 学 技 術 庁 中央職業能力開発協会

一
公正取引委員会

文　化　庁

文　部　省 印刷関連教育機関

工業技術院
経済企画庁

1総 理 府1

一　 般　 紙

資源エネルギー庁
労　働　省

大　蔵　省

公害防止事業団

[重三・鑓 退職金共瀞 業団1

1環 境 庁1

印 刷関連労働組合

経済紙　 誌

全国印刷工業健康保険組合

印刷図書館

中小企業庁 日本印刷学会

地方 自治体 通 産 省 (社)日 本印刷技 術協会

新技術開発事業団 1日 本 銀 行1

1槻 融 業 聴 組1

　　　　　　　IJETRo　 l

準公的機関1一
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的なケースも含めて頻度ぽ高い。　　　　　　　　　 .　　　 '

　印刷業界では、政府サー ビスによる情報を分析 し、前述の機関紙、業界紙、各種会議資料として活

用 しているが、その主なデータは次のとお りである。

① 工 業 統 計 　 　 　 '　 　 /毎 年

　　　 (産 業編、品目編、企業編)

G

② 中小企業の経営指標

③ 中小企業の原価指標

④ 積　算　資　料

⑤ 物　価　資　料

⑥ 紙パルプ統計月報

⑦ 紙流通統計月報'

⑧　毎月勤 労 統 計

⑨ 鉱工業生産指数(景 気動向指標)

⑩ 機械工業統計月報

⑪ 化学工業統計月報

⑫ 卸売価格、消費者物価指数

年

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

毎

そのほか商業関 係、貿易関係、 金融関係、労働関係 の諸資料 も毎 月活用 している。

9

　 11.23　 産 業間 ネ ッ トワー ク

　印刷業 界では、 小規模企業 が主流 を占めているだけに需要 も限定された特定の地域 内で発生 してお

り、地域密着型の企業が多い。従 って、地域毎の業者間交流や会合における情報 のウェイ トが極 めて

高 く、次 に関連業界、主 と して機械、 インキ、用紙 などの販売業 者 を通 じて もた らされ る情報 も多い。

　併 し技術面 などにおい ては特定の会社、製品についての情報 であ り、バ ラツキ もあり片寄 る傾向が

ある。印刷業は、 他の産業 界にみ られ る大企業 を頂点 とした部品加工や物 品小売業界 と異 な り、一部

の下請加工を除いて大部分が直接需要 者 と取引 してい る。従 って、情報ニーズ も多種多様 であるが、

千 差万別 な数値情報 や技術情報 でな く、整理 された情報 によ り判断 して行 く必要度が高ま っている。

これは業界事業 と して も整理、体系づけて取組むことが必要 で あり、 ネ ットワーク構想の確立が大 き

な課題 で もあるが、今後、 さらに重要 なことは技術革新 に伴 う業界環境の変化 を正確 に捉えて行 くこ

とが長期的、 マク ロ的視野 に立 った経営路線 を確立する上で大 きく影響 して くる もの といえよ う。即

ち、 エレク トロニ ノスを中心 とす る他産業 との接触分野 がますます拡大、接近 しつつあることで ある。

　電子複写機器、 感光材料、マイコン内蔵の事務機器等 々、 オフ ィス ・オー トメー シ ョンの波は ファ

クシミリ、 ワー ドプロセ ッサな どの情報伝達媒体 を多様化 させ、複製機能分野 に次々と新 たな競争 や

影響 を与 えつつあ り、 この ことは、業界の大半 を占める事務用 印刷部門や文字印刷 を主体 とす る出版

印刷物 の将来 に微 妙な変化 を生ずる ことが予期 され る。

　 この ように、現在 の構図 では需要 あるいは機材、資材の調達先 との関係に重点が置 かれてい るが、
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今後は前述 の電子機器産業 に関する情報の ウェイ トが順次高 まる ことになろ う
。

　 11.24　 海 外情 報 ネ ッ トワー ク

　 我が国の印刷産業は、日本文字を根幹 として発展 してきた。このことは必然的に諸外国との経営上
の直接取引のウェイトが極端に低 く、一般産業界の海外貿易に係る輸出製品に付帯的需要としての印

刷製品がみ られた。従って、印刷界では技術情報が中心であり、文献あるいは海外の開発機材の輸入

とい う形で情報の提供を受けてきた。

　 しかしながら、今後の動向を掌握せん とするならば国際社会における日本経済であり、資源問題、

貿易動向などは間接的であるとはいえ、極めて短時間に影響を受けつつあるのが現状であり、産業構

造や需要構造の著 しい変化の中で印刷業の国際化問題を捉えて行 くことになろう。

　 印刷物は基本的に多種少量生産であり、マスプロ型設備投資や多角的営業活動の進む反面、企業の

小型化 も進 んでいる。 この ことは、世 界各国 において も同様の傾向を示 してい るので
、先進諸国 にお

け る動向 をみて行 くことが肝要 ともいえる。一 方、国際化の流れの中 で、海外情報 としては各国の技

術 研究機関や業界団体 の発表 デー タ、技術文献情報な どは国 内におけ る教育
、研究機 関、業界誌な ど

を通 じて逐次紹介 されているが、産業活動 の国際化 に伴い、EC諸 国 にみ られる如 く、 印刷物の生産

についても必ずしも『国で供給する必要性力三薄 らいできた・昧 文字 という独特の国語を有する我が

国においても、主として出版印刷物である書籍、辞典、年史など漢字および仮名文字の組版作業にお

いて、近隣の韓国、台湾にも発注されてきてteり、55年 に入って中国においても日本文字の組版工場

が設置され全印工連自体 も貿易窓口の創設に取組むなど、80年 代を迎えて印刷物流通の面でも国際

化が台頭化 した。また、各種の輸入製品に係る日本文字についても輸出国において印刷されるなど複

雑化 しつつある。大手印刷会社では既に多角的な経営戦略を展開する中で各国 との合弁事業 も進んで

おり、印刷業界の国際化は技術輸出を含めて今後一層進展 して行 くものと考えられる。

,

41.5　 情 報 ネ ッ トワー ク とコ ン ピ ュー タ

　 1t.5.1　 印刷業界の情報ネットワーク

　中小企業型産業 として特に小規模企業が多 く占める印刷業界として、業界組織の中心である全印工

連 では経営情報 を重点 に各都道府県印刷工業組合一県下各支部(市 区町村)と い う運営上 のルー トを

通 じ情報 を提供 し、 また、調査活動 を通 じて情報収集 を行 ってきた。 また時 には、全印工連 あるいは

各工組か らダイレク トに周知 をはか る場面 もあった。その意味 では業界内のネ ッ トワークは極 めて深

い人間関係 の結び着 きを含め て確立 され てい るといえ よう
。

　しか しなが ら、 「業界内ネ ットワーク」の項 で述 べてきた とお り、業界 としての数値情報 はあまり

にも少ない こと。 マーケ ッテ ィング情報が困難 である ことなどか ら、 デー タの積み重ねが必要 である

と して も情報サー ビスセンター的な役割 を果 す機構 を描 くまでに至 らないのが現状 で あろ う
。
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　 11.5.2　 コ ンピ ュータ化 の期待 と効果

　 印刷業界では出版会や広告宣伝業界の動向やデータを求めてはいるが、印刷需要が余 りにも多品種、
多岐にわたるため業界情報 として纒め切れない点 もあり、 コン ピュー タ化 し得 る情報は僅少 である。

また、材料 とか賃金 などの外部情報 に して も結果的には後追い情報 とな り
、各種の調査活動 と併せ コ

ンピュー タ化 による当面の効果 としてはデー タ集約までの時間短縮であろ う
。

　従 って、大型 コンピュー タを独 自に設定 して機 能 させ る こ と よりも、頻度、重要度、 記録性な ど

の観点か ら用途 を しぼ る必要が あ り、政府情報な どと業界デー タを ドッキングさせて提供す ることに

効果が あろう。

　勿論、 これ ら情報 は企業 によるニーズの相異 もあ り取捨選択させればよいのであるが、 コン ピュー

タ化=早 期提供 となれば、各社 におけるデー タとの照合
、判断 も早 まることにな り、対応策 に も寄与

することになろ う。

0

τ
一

0

11.4　 情 報 ネ ッ トワ ー ク に お け る 問 題 点

　 コン ピュー タ化 の是非論 よ りも、 情報ネ ットワーク を確立 ・充実 して行 く上での内題 と して、 印刷

業界 では組織、人、予算 など基本的な課題の対応策 をどう講ず るかが先決 である
。勿論、実務処理機

関設置以前の問題 として、先ず窓 口をどうす るか。情報の分類整理
、収集 をどうするか。中小企業の

みでよいのか等 々、 あま りに も課題 が山積 してい る。

　 しか し、拠点 を設置す る方向、必要性 は論 を待たない し、凸版か らオ フセ ット方式への移行、輪転

化の推移、 インキの種別 出荷状況、 大都市 ・中都市 など地域別資材 の使用度
、小型化 ・多色化の動向

な ど例え後追 いの情報で あった として も、その情報が整理 されたデータであるな らば
、積み重 ねる こ

とによって業界動向 を捉 える ことが できる し、 同時 に1年 前の情報 が半年前
、1カ 月前 と短縮 され る

ことによって現況 が よ り正確 に把握 できることになる
。加 えて、前述 の電子機器 の動向や原材料価格

情報、 さらには経済計画、国民所得、設備投資、貿易動向、 景気動向などマクロ的情報 を加えること

によって長期的戦略が可能 となる。業界の中には需要動向 についての情報 ニー ズ もあるが
、 これ こそ

各社の営業戦略 であ り、 自社の責任 で もあろ う。

　政府 デー タに しても適宜活用 して きてい ることは前述の とお りであ り、また、53年 度 「情報ニーズ調

査報告書」においても要望事項 として記載されているように、政府、地方自治体などの行政機関にお

いて各種の統計がさらに業界別に細分化された情報 として早期に提供されたならば
、印刷産業におけ

る情報ネットワークにも大きな影響と効果 をもたらすものといえよう
。

従・て・政府機関あるいは躰 儲 処理醗 協銑 ど・核となる繍 処醐 関路 成され漣 動ず

る業種別処理機関の設立・提携の方策を講じて行くことが、ネットワーク構想をさらに現実の課題解決

と拡充に繋げるものと期待される。
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